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第１章 趣旨 

 

 第１節 目的 

 

 本検証及び見直しは、「新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクト」（以下「本件ＰＦＩ事業」という。）について、今までの実施

経過を確認し、その問題点を整理するとともに、今後の事業の望ましいあり方を追求

するために実施するものである。 

 

 第２節 背景 

 

 西尾市（以下「市」という。）は、平成２３年（２０１１年）４月に旧西尾市と旧

幡豆郡３町の合併により、新西尾市としてスタートした。 

その結果、複数の自治体がそれぞれ保有していた、利用目的を同じくする公共施設

が重複して存することになり、施設の管理、維持経費などの問題から、その施設の統

廃合が至急の課題となった。 

そこで市は、平成２４年３月に公共施設のあり方を見直し、次世代の負担を出来る

限り軽減していくため西尾市公共施設再配置基本計画（以下「再配置基本計画」とい

う。）を策定した。 

 再配置基本計画は、３つの基本理念と基本方針を掲げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 基本方針 】 

・ 人口減少に伴って、機能を維持する方策を講じながら、公共施設の保有総量を段

階的に圧縮するため、原則として、新たな公共施設は建設しない。 

ただし、政策上、新たな公共施設の建設を計画した場合、既存施設の廃止を進め

ることで、施設の保有総量の抑制を図るものとする。 

・ 現有の公共施設が更新（建替）時期を迎える場合、機能の優先順位に基づき施設

維持の可否を決め、優先度の低い施設は原則として、すべて統廃合を検討する。 

・ 公共施設のマネジメントを一元化して、市民と共に公共施設再配置を推進する。 

【 基本理念 】 

・ ３Ｍ（ムリ・ムラ・ムダ）の解消とリスクマネジメント（危機管理戦略） 

・ ハコモノに依存しない行政サービスの提供～施設重視から機能優先へ～ 

・ 市民と行政が共に考える公共施設の未来 
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 平成２６年３月には、西尾市公共施設再配置実施計画 2014→2018（以下「再配置実

施計画」という。）を策定し、併せて平成２５年８月にサービスプロバイダ方式のＰ

ＦＩ実現可能性検討調査（以下「ＰＦＩ実現可能性調査」という。）を実施した。そ

こで、ＰＦＩ導入の必要性は高いとする結果を受け、平成２７年３月に業務要求水準

書（案）を公表した。その後、平成２８年５月に株式会社エリアプラン西尾（以下

「本件ＳＰＣ」という。応募者である豊和グループを含む）と本件ＰＦＩ事業の仮契

約を約１９８億円（税抜）で締結し、同年６月２７日市議会の可決により本契約を締

結した。 

 平成２９年７月５日に中村健氏が市長に就任し、本検証及び見直しが実施されるに

至った。 

 

 第３節 検証・見直しについて 
 

  第１項 範囲 
 

本件ＰＦＩ事業の実施過程における事務手続き及びその成果物に関すること。 

 

  第２項 期間 
 

平成２９年８月１０日から平成３０年２月２３日まで 

 

  第３項 方法 
 

 関係各所の任意協力により、収集が可能であった資料及び実施ヒアリングの結果を

元に、公表されている国のガイドライン、他のＰＦＩ事例などを参考にして事務手続

きの問題点を検証した。 

 なお、本検証は監査と異なり、一方的な調査権を有するものではないため、検証期

間中に収集できなかった資料については、存在しないものとして検証を行った。 

 また、市長と語る意見交換会（以下「意見交換会」という。）、ＰＦＩ事業につい

ての懇談会（以下「懇談会」という。）及び西尾市方式ＰＦＩ事業に関するアンケー

ト（以下「市民アンケート」という。）などを参考に市民ニーズを検証した。 

 これらの検証結果を踏まえ、再配置基本計画の基本理念及び基本方針に基づき、本

件ＰＦＩ事業で計画されている新設施設、改修施設及び解体施設並びに包括マネジメ

ント業務の見直しを行った。 

 

 

 



 

3 
 

 １ 資料の収集 

 

庁内資料については、管轄部署に対し、存すると想定されるもの、存する可能性の

あるものを指定した資料提供依頼書を提出し、その回答を得る形で収集した。 

外部機関から入手が可能である資料については、独自に収集した。 

 

 ２ 庁内ヒアリング 

 

 文書の確認だけでは理解、判断が及ばない事項のヒアリングを、随時対面形式で実

施した。 

 

 ３ 国・県などへの問い合わせ 

 

 法令及び制度の解釈について、電話、メールにより基本的な考え方を確認した。 

 

 ４ 意見交換会 

 

 本件ＰＦＩ事業の現況と今後について、説明するとともに市民の意見を聴くために

以下のとおり開催した。 

（１） 平成２９年１１月１６日 会場：吉良町公民館 

（２） 平成２９年１１月１７日 会場：一色地域交流センター 

（３） 平成２９年１１月３０日 会場：寺津ふれあいセンター 

（４） 平成２９年１２月 ８日 会場：西尾市役所 

 

 ５ 懇談会 

 

 本件ＰＦＩ事業の現況と今後について、「市長ともっと話がしたい。意見を伝えた

い。」と希望された各種団体と以下のとおり開催した。 

（１） 平成２９年１１月１１日 西小校区町内会長連絡会 

（２） 平成２９年１２月 ６日 吉良町女性の会 

（３） 平成２９年１２月２１日 一色二区町内会 

（４） 平成２９年１２月２８日 ＰＦＩ問題を考える会 

 

 ６ 市民アンケート 

 

 より多くの本件ＰＦＩ事業に対する市民の考えを参考に、計画の見直しを行うため

に市民アンケートを実施した。 
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 調査対象：市内に住民登録がある１８歳以上の者の中から無作為抽出 

 調査数 ：3,000 人 

 調査方法：郵送で送付し、郵送で回収（回答者無記名） 

 調査期間：平成２９年１２月２０日から平成３０年１月１２日 

      （１月１７日到着分までを集計） 

 

  第４項 資料 
 

 収集した資料、文書不存在と回答された資料の一覧を巻末に記載した。 
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第２章 ＰＦＩ事業について 
 

 第１節 ＰＦＩ事業 
 

 ＰＦＩ（Private Finance Initiative）とは、公共施設等の設計、建設、維持管理、

運営等を、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して、より効果的、効率的に

行おうとする新しい手法である。このＰＦＩ手法は、イギリスのサッチャー政権下で、

経済を活性化するために「小さな政府」を目指す行財政構造改革の一環として導入さ

れ、成果を上げた。 

 日本においても、地方公共団体の財政状況が厳しい中、複雑多様化する市民ニーズ

に的確に対応するため、低廉で良質な公共サービスを効率的、効果的に提供する手法

として注目を集めている。 

 国は、平成１１年７月に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律」（以下「ＰＦＩ法」という。）を定め、さらに平成１２年３月には「民間

資金等の活用による公共施設等の整備等に関する基本方針」（以下「ＰＦＩ基本方針」

という。）を定めた。またその後には、ＰＦＩ事業実施のための各種ガイドラインが

内閣府によって示されるなど、ＰＦＩ事業導入のための施策が今日まで進められてき

ている。 

 

    第２節 ＰＦＩ基本方針 
 

 ＰＦＩ基本方針では、官民の適切な役割及び責任の分担の下に、公共施設等の整備

等に関する事業の実施を民間事業者に行わせることが適切なものについてはできる限

り民間事業者に委ねることが求められるとしている。 

 このＰＦＩ事業の着実な実施は、３つの成果をもたらすものと期待している。 

・ 国民に対して低廉かつ良質な公共サービスが提供される。 

・ 公共サービスの提供における行政の関わり方が改革される。 

・ 民間の事業機会を創出することを通じて経済の活性化に資する。 

 

 ＰＦＩ基本方針はさらに、国等が公共施設等の管理者等として行うＰＦＩ事業につ

いて主として定めるものであり、同時に、地方公共団体においても、法の趣旨にのっ

とり、ＰＦＩ基本方針の定めるところを参考としてＰＦＩ事業の円滑な実施の促進に

努めるよう求めている。 

 

 第３節 県内のＰＦＩ事業一覧 
 

 平成１３年から２９年までに県内の地方公共団体がＰＦＩ事業を導入した実績は、
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本市を含め４３件あった。 

 本市を除く西三河地区で導入された１１件を表１のとおり紹介する。 

 

表１ 西三河地区ＰＦＩ事業一覧 

公表日 自治体名 事業名 

平成１４年８月８日 高浜市 愛知県高浜市新型ケアハウス整備等事業 

平成１６年９月１６日 岡崎市 （仮称）岡崎げんき館整備運営事業 

平成１９年３月２０日 豊田市 （仮称）豊田市交通安全教育施設整備・運営事業 

平成２０年８月２９日 豊田市 豊田市東部給食センター改築整備運営事業 

平成２３年１０月１４日 岡崎市 男川浄水場更新事業 

平成２４年１０月２６日 岡崎市 岡崎市火葬場整備運営事業 

平成２４年１２月２５日 安城市 安城市中心市街地拠点整備事業 

平成２６年２月７日 岡崎市 岡崎市こども発達センター等整備運営事業 

平成２８年４月２８日 高浜市 高浜小学校等整備事業 

平成２９年２月３日 豊田市 豊田市北部給食センター改築整備運営事業 

平成２９年４月３日 岡崎市 （仮称）龍北総合運動場整備事業 
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第３章 西尾市方式ＰＦＩ事業について 
 

 第１節 西尾市方式ＰＦＩ事業の特徴 

 

  第１項 従来型のＰＦＩとの違い 

 

 従来型ＰＦＩ事業では、一般的に大手建設企業が代表となり特別目的会社（以下

「ＳＰＣ」という。）を設立し参画する形を取ることが多い。これは、大手建設企業

は資金力が高く、金融機関からの融資が受けやすいという点、また、大手資本として

ＰＦＩ手法の経験が豊富であり、一定の人材、ノウハウが蓄積されている点が活かさ

れるためである。しかし、この形式は、建設企業のＳＰＣへの影響力が大きく、運営

者が事業を主導することが困難であること、運営、設計を重視した事業を展開しにく

いこと、相対的に地域企業の参画機会が少ないことが難点となっている。 

 そこで市は、サービス提供主体（サービスプロバイダ）方式を検討した。 

 この方式は、以下のことが利点として考えられる。 

・ 運営主体がＳＰＣの代表企業となることで、行政サービスの提供にとって重要で

ある運営者が事業を主導しやすくなる。 

・ 一般的に運営は地域企業が担うことが多いことから、地域企業の参画機会につな

がる。 

 市は、これを新たな官民連携手法であるとし、西尾市方式と呼び変えて事業実施に

至っている。 

 

  第２項 西尾市方式（サービスプロバイダ方式）への期待 
 

 西尾市方式には、以下のような期待が持たれている。 

・ 可能な限り地元企業の運営者が主体となり、利用者本位の公共施設建設とその後

の運営の実現を目指して継続したプロジェクト・マネジメントが実施できる。 

・ 契約期間中、最も長い期間を占める運営や維持管理におけるリスクについては、

契約当初から協議することが可能となる。 

・ 建設優先ではなく、地域のまちづくりを重視した設計、維持管理、運営に柔軟性

やＳＰＣ側への裁量を持たせることが可能となる。 

・ 従来実施していた行政の事務事業を見直す機会となり、さらに運営主体のＳＰＣ

が関わることで、結果として公共サービスの受益と負担のバランスが検討され、

適切な財政負担や収入確保につながることが期待できる。 

・ 従来の一般的なＳＰＣのように代表企業等にて事業全体を調整する必要がないこ

とから、地元建設企業は得意分野の建築を担うことができる。 
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 第２節 これまでの経緯と今後の課題 

 

  第１項 これまでの主な経緯 

 

平成２５年 

 ８月１５日  ＰＦＩ実現可能性調査を株式会社五星と委託契約。 

平成２６年 

 ３月２６日  再配置実施計画を策定。 

平成２７年 

 ３月３１日  特定事業の選定、募集要項を公表。 

 ７月１０日  参加表明書が１グループ（本件ＳＰＣ）から提出される。 

１２月 ４日  本件ＳＰＣから企画提案書が市に提出される。 

平成２８年 

 １月２２日  本件ＳＰＣを優先交渉権者として決定。 

 ３月２４日  市議会３月定例会で、債務負担行為額（複数年度にわたる支出予定

額）約３２７億円の議案を可決。 

 ５月３０日  本件ＳＰＣと本件ＰＦＩ事業仮契約を締結。 

 ６月２７日  市議会６月定例会で、本件ＰＦＩ事業契約議案と債務負担行為額を

約１９８億円に再設定する議案が可決。本件ＳＰＣと本件ＰＦＩ事

業契約を締結。 

平成２９年 

 ７月 ５日  中村健氏が市長に就任。 

 ８月１０日  ＰＦＩ事業検証プロジェクトチーム（検証ＰＴ）を設置。本件ＰＦ

Ｉ事業の一時中止を本件ＳＰＣに通知。 

 ８月２３日  本件ＳＰＣをはじめ関係事業者を対象に説明会を開催。 

 ９月１９日  凍結・見直しに向けて本件ＳＰＣと初めて協議。 

１０月 １日  検証ＰＴを廃止し、ＰＦＩ事業検証室を設置。 

１０月２０日  本件ＳＰＣとの交渉を弁護士に委任。 

１０月２７日  一部を除き工事の中止を本件ＳＰＣに通知。 

１１月以降   意見交換会（計４回）、懇談会（計４回）を実施。 

１２月２０日  市民アンケートの実施（平成３０年１月１２日まで） 

１２月２０日  本件ＳＰＣとの協議（平成３０年１月５日、１７日、１９日、２６

日、３１日、２月７日と１３日にも実施） 

平成３０年 

 １月１６日  きら市民交流センター（仮称）支所棟の工事一時中止と支所棟の買

取り時期の変更について、市・本件ＳＰＣ・矢作地所株式会社の３

社で合意書を締結。 
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  第２項 本件ＰＦＩ事業の導入から現在まで 

 

 平成２４年３月、市は再配置基本計画において、公共施設再配置推進のため官民連

携手法の活用を定めた。 

このことを受け、平成２４年度に内閣府ＰＦＩ推進室のＰＦＩ専門家派遣制度を利

用し、香川県まんのう町のＰＦＩ事業について元まんのう町職員を講師にした職員研

修会を開催した。その際に、講師が勤める株式会社五星（以下「本件コンサルタント

業者」という。）から、サービスプロバイダ方式のＰＦＩ手法について提案を受けた。 

 平成２５年度には、本件コンサルタント業者にてＰＦＩ実現可能性調査を実施し、

サービスプロバイダ方式の実施が可能であるとの結果を得た。そこで、平成２６年４

月２１日に本件コンサルタント業者と官民連携推進支援業務委託契約を締結し、平成

２８年度まで元まんのう町職員をアドバイザーとして本件ＰＦＩ事業を推進してきた。 

 平成２９年度からは、元まんのう町職員が設立したコンサルタント会社である株式

会社ＧＰＭＯと委託契約を締結している。 

 

  第３項 問題点と今後の課題 

 

 本件ＰＦＩ事業は、市にとって初のＰＦＩ事業であり、そのすべてが手探り状態で

進められてきた。さらに日本初のサービスプロバイダ方式を採用したことから、本件

コンサルタント業者しかその理解が及ばないことになり、非常に限定された状況の中

で試行錯誤することとなった。 

市の保有する情報は、民間事業者の著作権意匠権などが絡むことで、これまでのよ

うに一存で開示判断できるものが限られるようになり、公文書開示請求への対応が問

題となった。さらに事業が進むに従って、市の内部でも事業の全容を把握しているの

はごく一部の職員となり、議会への対応、説明が不十分だとされた。その結果、それ

が情報隠しであり事業の実施経緯が不透明だと批判が高まり、住民訴訟が提起される

までの事態となった。 

なお、議会や市民から寄せられた問題点は第４章で検証している。 

今後は、反省すべきところを踏まえながら問題点を整理し、可能な限り情報を共有

することができるよういち早く体制を整えることが必要である。また、本件ＰＦＩ事

業を広く市民に理解していただけるよう、市が一丸となり取り組んでいかなければな

らない。 
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第３節 西尾市方式ＰＦＩ事業の計画内容 

 

 この節については、意見交換会で使用した資料を掲載している。 

 

第１項 西尾市ＰＦＩ事業の対象施設の一覧 

 
新設施設     【事業方式の見方】…Ｂ（建設）、Ｔ（所有権移転）、Ｏ（運営）の略です 

施設名称 事業方式 延床面積 ※１ 供用開始予定 

１ 
きら市民交流センター 

（仮称）        

アリーナ棟 ＢＴＯ 4,408 ㎡ Ｈ32 年度～ 

支所棟 ＢＯＴ 2,452 ㎡ Ｈ30 年度～ 

２ きらスポーツドーム（仮称） 
ドーム棟 ＢＯＴ 1,848 ㎡ Ｈ33 年度～ 

管理棟 ＢＯＴ 231 ㎡ Ｈ33 年度～ 

３ 防災機能を備えた多機能型市営住宅 ＢＯＴ 6,626 ㎡ Ｈ31 年度～ 

４ 寺津小中学校給食室 ＢＴ 739 ㎡ Ｈ33 年度～ 

５ 寺津温水プール（仮称）    ＢＴＯ 1,446 ㎡ Ｈ31 年度～ 

５施設（７棟）  17,750 ㎡  

ＢＯＴ方式のきら市民交流センター（仮称）：支

所棟、きらスポーツドーム（仮称）、多機能型市

営住宅の４棟を除く３棟の合計面積 
 6,593 ㎡  

 

    

改修施設     【事業方式の見方】…Ｒ（改修）、Ｏ（運営）の略です 

施設名称 事業方式 延床面積 ※2 供用開始予定 

1 子育て支援センターいっしき Ｒ 669 ㎡ Ｈ30 年度～ 

2 一色健康センター ＲＯ 1,498 ㎡ Ｈ30 年度～ 

3 一色町公民館 ＲＯ 4,762 ㎡ Ｈ30 年度～ 

4 一色学びの館 ＲＯ 2,071 ㎡ Ｈ30 年度～ 

5 旧海の歴史館 Ｒ 446 ㎡ Ｈ29 年度～ 

6 吉良中学校 Ｒ 10,820 ㎡ Ｈ33 年度～ 

7 寺津小学校 Ｒ 5,199 ㎡ Ｈ33 年度～ 

8 寺津中学校 Ｒ 6,705 ㎡ Ｈ33 年度～ 

9 一色町体育館 Ｒ 3,899 ㎡ Ｈ33 年度～ 

10 資料館（歴史公園内） ＲＯ 567 ㎡ Ｈ31 年度～ 

11 吉良歴史民俗資料館 Ｒ 338 ㎡ Ｈ31 年度～ 

12 幡豆歴史民俗資料館 Ｒ 520 ㎡ Ｈ31 年度～ 

12 施設     37,494 ㎡  

 

        

※１ 設計前の面積のため最終確定値ではありません。 

 

※2 延床面積は建物の面積で改修面積ではありません。 
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解体施設 

施設名称 解体延床面積 解体完了予定 

1 コミュニティ公園体育館・管理棟 △2,187 ㎡ ～Ｈ32 年度 

2 吉良野外趣味活動施設体育館・管理棟 △696 ㎡ ～Ｈ33 年度 

3 吉良町公民館 △3,067 ㎡ ～Ｈ30 年度 

4 吉良支所 △655 ㎡ ～Ｈ30 年度 

5 吉良支所（車庫・書庫） △365 ㎡ ～Ｈ29 年度 

6 吉良支所（旧本庁舎・旧増築庁舎） △1,736 ㎡ ～Ｈ30 年度 

7 吉良防災倉庫、車庫 △648 ㎡ ～Ｈ29 年度 

8 旧上横須賀郵便局 △649 ㎡ ～Ｈ33 年度 

9 横須賀老人憩の家ホール棟 △182 ㎡ ～Ｈ33 年度 

10 一色支所（別館・会議棟・車庫を含む） △4,891 ㎡ ～Ｈ29 年度 

11 一色老人福祉センター △812 ㎡ ～Ｈ31 年度 

12 対米住宅 △6,304 ㎡ ～Ｈ31 年度 

13 巨海住宅 △591 ㎡ ～Ｈ31 年度 

14 一色Ｂ＆Ｇ海洋センタープール △1,082 ㎡ ～Ｈ31 年度 

14 施設 △23,865 ㎡     

 

 

▼本事業における施設面積の増減 

新設施設（５施設）の延床面積 17,750㎡（５施設７棟） ① 

新設施設（５施設７棟）のうちＢＯＴ方式の

４棟を除く３棟の延床面積 
6,593㎡（３施設３棟） ② 

解体施設（14施設）の延床面積 △23,865㎡（14施設分） ③ 

本事業における公共施設数の増減  

②（３施設）－ ③（14施設）＝△11施設 

本事業における公共施設の延床面積の増減 

②（6,593㎡）+ ③（△23,865㎡）＝△17,272㎡ 
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卓球台20台

環境（Wi-Fi

容可能。駐

日（協議）及

 

⽣涯学習推

地域講師の方

な参加者の

俳句、写経、

も）、親子体

ースに新たに

ろん口座振込

活発に活動で

展開を計画。

EB媒体の整

間サービスと

、セール等も企

館⻑、副館⻑

は、⽣体認証

う、学校側と

らの抜粋を

ル２⾯もしくは

１⾯で利⽤で

文化団体の

を変更可能

音楽室。 

。気軽に⽴ち

多世代交流ス

台程度、折畳

i）を整備。

駐⾞場174台

及び年末年始

推進計画に基

方々を優先

の開拓と現状

、絵手紙・ス

体操教室な

に独自の予約

込も対応。／

できるよう⽀

。／市や地域

整備や独自の

として実施する

企画。 

⻑を配置。受

証等によるセキ

と⼗分な協議

を中心に構成

：アリー

はバレーボー

でき、軽スポ

の定期的な発

能。会議から軽

ち寄り勉強で

スペース。 

畳椅子や机

。屋上テラスに

台（⽀所棟

始。 

基づき、運営

先的に活⽤し

状の利⽤率以

スポーツ教室

など 【1回30

約システムを

／団体活動

⽀援。個⼈で

域の広報媒体

の広報媒体の

するスポーツ⽤

受付業務員

キュリティ対策

議を⾏い対応

成されてい

ーナ棟  

ールコート２

ポーツだけ

発表大会

軽運動ま

できる学習 

などが収 

につながる

棟含む）。  

営叕当企

しながら、多

以上を目

室→エアロ

00円】。 

を開発・導

動紹介や講

でも利⽤・

体による情

の制作等

⽤品等の

員として、常

策を⾏うと

応 

います。 

 



 

この事業概

施 設

建 設

施 設

事 業 者

事 業

総 事

   

① 代替案

◆ 駐⾞場

駐⾞場

特性が

や休日

◆ 市⺠に

フィットネ

向上。 

◆ 日常的

⽀所を

代におい

◆ 吉良地

吉良の

と姿を変

っかけと

◆ ライフサ

業務要

そ１億

概要は特別

設 名

設 場

設 概

者 の 業

業 計

事 業

案理由 

場（⾏政資

場の「⽀所の

が違う機能を

日はアリーナ利

に親しまれる

ネスクラブとの

 

的な運動習

を訪れた際に

いて健康な⾼

地区のコアエ

の中⼼部とな

変える。ひとつ

となる。 

サイクルコス

要求水準書と

億〜２億円程

別目的会社に

称 きら市

所 吉良

要 鉄骨

務 設計

画 
設計

運営

費 事業

資産）の有効

の利⽤は平日

を組み合わせ

利⽤者が利⽤

る支所づくり 

の複合施設

習慣による健

にフィットネスク

⾼齢者割合

エリアのまち

なっている地域

つのエリアの

ストの削減（

と比較した場

程度のコスト

による企画

市⺠交流セン

良防災倉庫の

骨造２階建（

計・建設・運営

計 H28 年度

営・維持管理

業費については

効活⽤ 

日の⼣方まで

せることで、「１

⽤する」など駐

 

設とすることで

健康増進への

クラブの⼀部

合を増やすこ

なみが変わ

域の“まちなみ

の変化が波紋

（経済合理性

場合、代替案

ト削減が⾒込

14 

画提案書から

センター（仮称

の跡地 

（１階：⽀

営（⽀所は

度／建設 H2

理 H30〜57

は、アリーナ棟

で」「アリーナ

１⾞分の駐

駐⾞場の効

で、市⺠にとっ

のきっかけづく

部にふれること

ことが、市財政

わる 

み”が変わり

紋のように広

性） 

案の方が、施

込まれる。また

らの抜粋を

称）：⽀所

⽀所／１・２

は除く）・維持

29 年度／ 

7 年度／大規

棟に含む 

ナの利⽤は夜

駐⾞場を、平日

効率的な活⽤

って⽀所が⾝

くり 

とで、その間口

政に大きな影

り、多くの⼈々

広がり、同地区

施設整備関

た、業務要求

を中心に構成

所棟 

２階：防災倉

持管理・大規

 

規模修繕 H

夜間や休日が

日の昼間は

⽤が果たせる

⾝近な存在と

口も大きく開

影響を与える

々が集い、交

区のまちなみ

関連費⽤（修

求水準書の

成されてい

：支

倉庫、フィット

規模修繕 

H30〜42 年

日が多い」など

は⽀所利⽤者

る。 

となり、利便

開かれる。超

ることは周知

交わる賑わい

み全体が変わ

修繕・改修費

のとおり、現吉

います。 

支所棟  

トネス） 

年度 

ど利⽤者の

者が、夜間

便性も大きく

超⾼齢化時

知の事実。 

いのエリアへ

わっていくき

費）でおよ

吉良⽀所を 



 

改修維

代替案

本事業

② 設計コ

アリーナ

③ 施設機

◆ １階：

事務手

休日の

電時に

（８時

⼈が集

（Wi-F

◆ １・２

できる場

設を整

オを整備

域に開

◆ 共通・

④ 運営計

◆ 開館時

◆ 利⽤料

円（税

（税別

◆ 事業展

スや⾝体

指導・⽀

エアロビ

て、毎週

◆ 集客予

だが、官

提供す

106,0

この事業概

 

維持する場合

案のとおり、現

業予算内で賄

コンセプト 

ナ棟を参照 

機能 

：支所機能

手続きが可能

の利⽤動線に

に照明・PC・機

時間稼働）／

集まる場所とし

Fi）を整備

２階：フィット

場となるよう配

整備。／２階

備。音響やス

開かれた空間

・その他 … 

計画（総合

時間／休館

料⾦（スポー

税別）、月額

別）、週２回

展開 … 多

体測定機能

⽀援を⾏うと

ビクスやヨガ、

週約15本以

予測 … 吉

官⺠協働事

することが可能

000名（５年

概要は特別

合、本事業

現吉良⽀所

賄うことが出

 

能… 授乳室

能な対⾯式窓

に配慮。／洪

機械室へ電

／共⽤ラウン

して活性化す

備。 

トネススタジ

配慮。／２階

階の体育室は

スポーツミラー

間としての活⽤

 ⽀所及びフ

合型フィットネ

館日 … 9:0

ーツジム・フィ

額会員：隔週

回月８回まで

多種多様な有

能も付帯。常

とともに、トレ

、フラダンス等

以上のプログ

吉良地区にお

事業として実施

能。本地区で

年目）の来

別目的会社に

業費とは別に、

所を解体し、

出来、財政負

室及び多目的

窓口とした。

洪水ハザード

電⼒を供給す

ンジに接し、

するよう配慮

ジオ機能…浴

階のトレーニ

はエアロビクス

ーも完備。／

⽤を⾒込む。

フィットネスに

ネスクラブ事

00〜21:30

ィットネスプロ

週月２回ま

で5,000円（

有酸素系マシ

常時、専門イ

レーニング方法

等、多様なプ

グラムを展開し

おける完全⺠

施することで吉

では、主要商

来館を想定。

による企画

15 

、⽀所施設

、本施設に統

負叕の更なる

的トイレを設

。／⽀所・ラウ

ドマップを基に

する自家発電

、外からも⾒通

慮。／公共ス

浴室を１階に

ニング室はフィ

ス、ヨガ、健康

／約56㎡の

。／津波⼀時

に自然採光を

事業：⺠間サ

0／毎週１

ログラム・浴室

まで1,500円

（税別）、

シン、筋⼒ト

インストラクタ

法や⾷習慣

プログラムが⾏

し、世代・目

⺠間商業型

で吉良地区の

商圏５km以

。 

画提案書から

設の維持管理

統合することで

る軽減につな

設置。／警備

ウンジに「管理

に建物1階レ

電機を津波浸

通しのよい場

スペースでは、

に設置するこ

ィットネス機能

康体操など、

の貸室(レンタ

時待避所とし

を取り込む光

サービスの独

１日（協議）

室全てを利⽤

円（税別）、

、制限なし7,

トレーニングマ

ターを配置し、

慣等に関する

⾏える大型フ

目的に応じた

型のフィットネス

の方々にも総

以内として、主

らの抜粋を

理費⽤が毎

で、⽀所施設

ながる。 

備員室は夜間

理⽤シャッタ

レベルを１ｍ

浸水深よりも

場所にＳｈｏ

、無線による

ことにより、幅

能も備えた⺠

、様々な⽤途

タルスペース）

して約400⼈

光庭を計画。

独⽴採算事

）・ 年末年

⽤可能）…

、週１回月

,000円（税

マシンを設置

、適切なトレ

助⾔も⾏う。

フィットネススタ

た様々なニーズ

スクラブの出店

総合的なスポ

主婦や⾼齢

を中心に構成

：支

毎年かかること

施設の維持管

間及び休日

ター」を配置し

ｍかさ上げ／

も上の⾼さで

ｏｐコーナー

る情報通信環

幅広い利⽤者

⺠間のトレー

途で利⽤でき

）を１階に整

⼈収容可能

。 

事業） 

年始休館 

… １回料⾦

月４回まで3,

税別）。 

置し、ストレッ

レーニングが⾏

。 

タジオでは年

ーズに対応。 

店はマーケッ

ポーツクラブサ

齢者を中⼼に

成されてい

支所棟  

ととなるが、

管理費⽤が

日閉館時に

し、夜間・

／災害の停

で設置

ーを計画。

環境

者が交流

ーニング施

きるスタジ

整備。地

能。 

⾦：1,000

,000円

ッチスペー

⾏えるよう

年間を通じ

 

ット上困難

サービスを

に、年間

います。 



 

この事業概

施 設

建 設

施 設

事 業 者

事 業

総 事

 

① 代替案

◆ 公園整

コミュニ

以外に

費はサー

◆ 地域住

ニーズの

を展開

む機会

◆ コミュニ

要求水

名程度

応が⾏

◆ 「きらま

毎年コ

内施設

概要は特別

設 名

設 場

設 概

者 の 業

業 計

事 業

案理由 

整備による新

ニティ公園体

に別途公園管

ービス対価内

住⺠、⼦ども

の⾼いテニス

開していくことに

会を提供する

ニティ公園の

水準では、無

度のスタッフが

⾏える体制にな

まつり」等の地

コミュニティ公

設となりますの

別目的会社に

称 きらス

所 コミュ

要 鉄骨

務 
設計

※運

画 
設計

運営

費 約 1

新たな財政支

体育館・管理

管理費が必

内で計画して

もたちに、テニ

ス・サッカーの

により、子ども

ることが可能。

の有⼈管理体

無⼈管理の公

が常駐する体

なる(管理方

地域催事に

公園で開催さ

ので、雨天を

による企画

スポーツドーム

ュニティ公園 

骨造平屋建 

計・建設・運営
運営・維持管理

計 H31 年度

営・維持管理

1.6 億円（設

支出を抑制

理棟跡地を全

必要。本施設

ているため、新

ニス・サッカー

のレンタルコー

もから大⼈ま

。 

体制を維持

公園となる計

体制となり、コ

方法は市と要

にも利⽤可能

される「きらま

を想定したイベ

16 

画提案書から

ム（仮称）

 

営・維持管理
理・大規模修繕 

度／建設 H3

理・大規模修

設計・建設の

制 

全て公園施設

設は事業者の

新たな市財

ーの機会を提

ートとして、ま

まで幅広い世

持 

計画でしたが

コミュニティ公

要協議)。 

能な施設 

まつり」の拠点

ベント企画に

らの抜粋を

：きらス

） 

理・大規模修
 →事業者の負

32 年度／ 

修繕 H33〜

のみ） 

設とした場合

の独⽴採算

財政⽀出の発

提供 

またテニス・サ

世代に対応し

が、本施設を

公園内での事

点会場として

にも対応可能

を中心に構成

スポーツド

修繕 
負叕 

 

57 年度（独

合、本事業に

算による管理

発⽣を抑制す

サッカースクー

しながら、テニ

整備運営す

事故や事件

ても活⽤可能

能。 
成されてい

ドーム（仮

（独⽴採算事

にかかるサー

理運営とし、施

することが可

ール、大会・リ

ニス・サッカー

することにより

件等に対する

能。公園内

います。 

仮称） 

事業） 

ービス対価

施設整備

可能。 

リーグ戦等

ー等に親し

り、常時２

る迅速な対

唯⼀の屋



 

② 設計コ

コミュニテ

ツドーム

り、市と

機能、災

③ 施設機

◆ 屋外型

◆ 管理棟

④運営計画

◆ 開館時

◆ 利⽤料

◆ 事業展

開。近隣

やすい受

 例）テニス

こどもクラ

はじめて

中・上級

シニアクラ

 

 例）サッカ

園児クラ

小学⽣ク

選手育成

 

 例）フット

フットサル
 

この事業概

 

 

 

 

コンセプト 

ティ公園体育

ムを設置。／

とも⼗分に協

災害時のオー

機能 

型スポーツドー

棟 … 観覧ス

画（公共サ

時間／休館日

料⾦ … コー

展開 … 子ど

隣⺠間施設へ

受講料に設定

ス教室案（

講座名称

ラス（初級〜

てクラス 

級クラス 

ラス 

カー教室案（

講座名称

ラス 

クラス 

成クラス 

トサルリーグ戦

講座名称

ルリーグ 

概要は特別

育館・管理棟

／騒音や光害

協議を⾏いな

ープンスペー

ーム … テニ

スペース、更

サービスの独

日 … 9:0

ート１⾯1,5

ども・主婦・⾼

への⺠業圧

定。 

（内容はニー

称 

〜上級） 

（内容はニ

称 

戦（内容は

称 

別目的会社に

棟は解体し、

害、防犯等

ながら計画を

ース、利⽤者

ニス・フットサ

更⾐室、ショッ

独⽴採算事業

00〜22:00

500円／１時

⾼齢者・会社

圧迫にならない

ーズに応じて変

クラス 

数 （

６ 

３ 

３ 

２ 

ニーズに応じて

クラス 

数 （

３ 

３ 

１ 

はニーズに応じ

年間 

期数 

４期 

による企画

17 

、新たなスポ

等の観点から

を具体化。／

者数を想定し

サル兼⽤コー

ップ、事務室

業） 

0／毎週１日

時間（税別

社員等をメイ

いよう配慮を

変更） 

回数 

（１期あたり） 

年

期

４回 1

４回 1

４回 1

４回 1

て変更） 

回数 

（１期あたり） 

年

期

４回 1

４回 1

４回 1

じて変更） 

試合参加

（登録料・税別

１チーム4,0

画提案書から

：きらス

ポーツ・交流・

ら、現在の管

／余剰地につ

した駐⾞場を

ート２⾯。ナイ

室 

日（協議）

別）〜 

インターゲット

をしつつ、公共

年間 

期数 

受講

（⼀期・

12期 5,00

12期 5,00

12期 6,00

12期 5,00

年間 

期数 

受講

（⼀期・

12期 5,00

12期 5,00

12期 6,00

 

加費 

別） （

000円 1

らの抜粋を

スポーツド

・憩いの機能

管理棟付近へ

ついては、遊

を整備。 

イター設備あ

）年末年始休

トとして、下記

共施設として

講料 

・税別） 

定員

（１期

00円 15名

00円 15名

00円 10名

00円 15名

講料 

・税別） 

定員

（１期

00円 30名

00円 30名

00円 20名

定員 

（１期） 

15チーム 

を中心に構成

ドーム（仮

能として、屋外

への配置を予

遊具等を配置

あり。 

休館 

記のような講

て、できる限

員 

期） 

年間目

受講者

5名 900名

5名 450名

0名 300名

5名 300名

員 

期） 

年間目

受講者

0名 900名

0名 600名

0名 200名

年間目標

参加チーム数

40チーム 

成されてい

仮称） 

外型スポー

予定してお

置した公園

講座を展

り参加し

目標 

者数 

名 

名 

名 

名 

目標 

者数 

名 

名 

名 

標 

数 

 

います。 



 

この事業概

 

施 設

建 設

施 設

事 業 者

事 業

総 事

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要は特別

 

名

場

概

者 の 業

計

業

別目的会社に

称 防災

所 ⼀色

要 鉄筋

務 設計

画 
設計

維持

費 約 19

による企画

：

機能を備え

⽀所及び前

コンクリート造

・建設・維持

H29 年度／

管理 H31〜

9.0 億円 

18 

画提案書から

：防災機能

えた多機能型

前野ちびっこ広

造 10 階建

持管理・大規

度／建設 H2

〜57 年度／

らの抜粋を

能を備え

型市営住宅 

広場の跡地

建（90 ⼾）

規模修繕 

29〜30 年度

／大規模修

を中心に構成

えた多機能

 

地 

） 

度／ 

修繕 H31〜

成されてい

能型市営

〜42 年度 

います。 

営住宅 

 



 

 

① 施設機

◆ 施設配

建物は周

◆ 防災機

地域の防

浸水対策

防災対策

◆ 住⼾⾯

・ 単⾝

・ 家 族

全⼾に対

住宅性

１階エン

１階に⼊

◆ 駐⾞場

住⼾⽤

フリースペ

◆ セキュリ

災害時

ィ対策と

い錠を設

② 定住化

◆ ⺠間貸

１階に⽼

（定員

若い世代

◆ 集会室

約300㎡

やすいよ

◆ 公園 

交通量

て、公園

スプリング

この事業概

 

 

機能 

配置 

周辺への日

機能 

防災拠点とす

策として市営

策として市営

⾯積及び住宅

⾝者⽤２ＤＫ

族 ⽤３ＤＫ

対⾯カウンタ

性能として、全

ントランスには

⼊居者⽤ゴ

場 

⽤90台、来客

ペース及び公

リティ対策 

時に屋上へ迅

としてフェンス

設置。 

化促進対策 

貸出施設 

⽼⼈福祉セ

員15名程度）

代の定住促

室兼フリースペ

㎡の集会室

よう、南側公

量が多い道路

園（300㎡）

グ遊具等を予

概要は特別

日影を考慮し

すべく津波⼀

営住宅 1 階

営住宅の敷地

宅性能 

Ｋ × 45 ⼾

Ｋ × 45 ⼾

ター付きダイニ

全室バリアフリ

は、住⼾⽤の

ゴミステーション

客⽤５台、バ

公園、⺠間貸

迅速に上がれ

スの⾼さを1.8

 

センター機能

）を設置予

促進につながる

ペース 

室兼フリースペ

公園に向けて

路に⾯さず、⼊

）を設置。遊

予定。 

別目的会社に

：

し、南東向き

⼀時待避所

階と南側集会

地内に地域

⼾ 

⼾（和室有

ニングキッチン

リー 

の集合ポスト

ンを設置 

バイク置場5

貸出施設⽤

れるよう、建物

8ｍとして乗

能を設置。⺠

予定。 

る施設として

ペースは、⼊

て開放感のあ

⼊居者・地域

遊具の新設

による企画

19 

：防災機能

き 10 階建の

所として 1000

会室レベルを

域住⺠も使⽤

有り） 

ン及びドアポ

ト及び掲⽰板

5台、駐輪場

⽤駐⾞場とし

物をそのまま登

乗り越え防止

⺠間貸出施設

て小規模保育

⼊居者のみな

ある独⽴棟と

域住⺠が安

設は、滑り台

画提案書から

能を備え

の市営住宅を

0 ⼈超の収

を津波想定⾼

⽤可能な「防

ポストを設置 

板を設置 

場90区画 

して33台（う

登ってアプロ

止措置を取る

設に独⽴採算

育及びクリニ

ならず地域住

として計画。 

安全に集いや

、ブランコ、鉄

らの抜粋を

えた多機能

を計画。 

収容が可能。

⾼さ以上の２

防災倉庫」を

  

うち⾝障者⽤

ローチできる動

るとともに屋上

算事業として

ニックの誘致を

住⺠も教室や

 

やすいちびっこ

鉄棒、ジャン

を中心に構成

能型市営

。 

２ｍまでかさ

を設置。 

⽤２台） 

動線を確保。

上への扉のカ

て、通所介護

を予定。 

室やイベント等

こ広場の代替

ングルジム、は

成されてい

営住宅 

さ上げ。 

。セキュリテ

カギは破か

護サービス

等で利⽤し

替公園とし

はん登棒、

います。 



 

この事業概

施 設

施 設

事 業 者

事 業

総 事

 

 

 

① 運営計

いっしき市

ら、地域

◆ ３館包

３館包括

３館を統

にも協⼒

イベント広

ショップ」

 

 

 

 

 

 

 

 

⼀⾊町
Ｓ56 築

ＲＣ造

既存の３つ

設機能を一

て包括運営

１階に一色

支所機能を

移転 

概要は特別

 

名

概

者 の 業

計

業

計画概要 

市⺠交流広

域の方々が様

包括管理⽅針

括管理とい

統括する体制

⼒を頂きなが

広場として、

」、「⻘空図書

町公⺠館 
築・4,762.2

造・３階建 

つの公共施

一部変更し

営する業務。 

色

を

別目的会社に

称 いっし

要 ⼀色

務 設計

画 

設計

運営

※⼀

費 約 2

広場(仮称)

様々な形で学

針 

いう事業特性

制とし、⼈員

がら、地域に根

、地域交流の

書館」、「アー

26 ㎡ 

 

による企画

しき市⺠交流

色学びの館・⼀

計・改修・運営

計 H28 年度

営 H30 年度

⼀色⽀所は H

20.5 億円 

)３館を包括

学び、交流し

性をしっかりと

員の効率化を

根差した運営

の場として利

ート展」等の

20 

画提案書から

流広場（仮

⼀色町公⺠

営（⼀色⽀

度〜29 年度

度〜42 年度

H29 年７月

括的にリノベー

し、憩える、新

と活かし、効率

を図りながら

営を⾏う。公

利⽤促進を図

の様々な事業

らの抜粋を

：：いっし

仮称） 

⺠館・⼀色健

⽀所は除く）

度／改修 H2

度・維持管理

月に機能移転

ーションし、各

新たなまちづ

率的・効果的

ら、また、地域

公園部分では

図るとともに、

業も計画。 

を中心に構成

しき市⺠交

健康センターの

）・維持管理

29 年度／ 

理 H29 年度

転 

各施設の魅

づくりの拠点づ

的な管理を

域のボランテ

は、多世代・

、「いっしきマ

⼀⾊学
Ｓ63 築

ＲＣ造

⼀⾊健
Ｓ62 築

ＲＣ造

成されてい

⺠交流広場

ーの３館 

理 

 

度〜42 年度

魅⼒度を向上

づくりを目指す

を実現。運営

ティアやＮＰ

・多目的で利

マルシェ」や「防

学びの館 
築・2,071.

造・３階建 

健康センタ
築・1,497.

造・２階建 

います。 

場(仮称)   

度 

上させなが

す。 

営組織は、

Ｏ団体等

利⽤できる

防災ワーク

 
.05 ㎡ 

ター 
.86 ㎡ 

 



 

②運営全体

○開館時間

・⼀色学び

・⼀色町公

・⼀色健康

○休館日 

 月曜日・年

※⼀色学

※⼀色町

○利⽤料⾦

現⾏料⾦

③施設個別

◇ ⼀⾊学

◆ ⼀⾊学

・ 環境に

ピーク時

井改修

ーによる

・ 防災機

津波⼀

及び手す

・ 検索し

展⽰棟

化発信

／⾼さや

ない本や

能を有す

を設置し

・ ⾼齢者

エントラン

消が困難

◆ その他 

スト（L

レの扉の

降り口に

この事業概

体計画 

間 

びの館…9:0

公⺠館…8:3

康センター…9

 

年末年始・そ

学びの館：祝

町公⺠館・⼀

⾦等 

⾦に準じる 

別計画 

学びの館…「

学びの館の改

にやさしい(L

時の電⼒使⽤

修が必要な部

る自動点滅制

機能の充実

⼀時退避所と

すりを設置し

しやすく、読

棟を含めた学び

信に関する企画

や幅を変えな

や活動との出

する体感型デ

し、デジタル機

者が安⼼し

ンスやトイレ

難なところは

 … 空調機

LCC）削減の

の軽量・スム

に点字ブロッ

概要は特別

00〜19:00

30〜21:00

9:00〜19:

その他特別

祝日の場合

⼀色健康セ

「学ぶ」機能

改修計画 

LCC低減)リ

⽤量を制御し

部分にはLED

制御を整備。

実 

として３階（

し、津波⼀時

読書に興味が

びの館全体

画などを開催

ながら本棚を

出会いのきっ

デジタルサイ

機器が苦手

して利⽤できる

レなど軽微に改

はコンシェルジ

機器の更新。

の観点からL

ムーズ化。／各

ック敷設／エ

別目的会社に

0（本館と合

0（公⺠館

:00 

別日 

合は開館 

センター：月曜

能を叕う施設と

リニューアル

し、契約電⼒

D照明を設置

。 

（屋上)に避難

時避難待避

がわく配置 

体で整合性を

催しやすい図

を配置し、本

っかけをつくる

イネージを設置

手な利⽤者に

る施設へリニ

改修可能な

ジュが対応。 

。／照明の比

LED照明へ

各階便所の

エントランスにイ

による企画

21 

合わせ19:00

館１階の⽀所

曜日は⽀所

として機能リ

ル 

⼒超過を防

置。／利⽤の

避難者の収容

避所として300

を取り、⼀体

図書コーナー

本を探しながら

る。／エントラ

置。／貸出

にも、コンシェ

ニューアル 

な箇所はバリ

 

比較検討を

へ改修。／す

の床段差をス

インターホン

画提案書から

：いっし

0まで延⻑）

所と合わせ8:

所機能の開所

リニューアル 

防止するデマン

の少ないトイ

容が可能なス

0⼈収容可

体感のある配置

ーをエントラン

ら施設の中を

ランスにはだれ

出返却機能を

ェルジュが丁寧

リアフリー化とす

をした結果天

すべてのガラス

スロープにより

ンを設置。 

らの抜粋を

しき市⺠

） 

:30から開館

所時間のみ受

ンド監視制御

イレや更⾐室

スペースを整備

可能）。 

置とする。／

ンスに⾯してつ

を巡る体験を

れでも簡単に

を併設したコ

寧に案内。 

する。／閉架

天井改修部に

スの飛散防止

り解消。／外

を中心に構成

⺠交流広場

館） 

受付 

御装置を設

室の照明は⼈

備（屋上に

／お祭りなどの

つくり、施設の

を⽣み出し、

に図書を検索

コンシェルジュ

 

架図書エリア

に関してはラ

止対策。／多

外部アプロー

成されてい

場(仮称) 

設置。／天

⼈感センサ

に防水補修

の郷土文

の顔とする。

、思いがけ

索できる機

ュカウンター

アや段差解

ライフサクルコ

多目的トイ

チ・階段の

います。 



 

◆ ⼀⾊学

・ 本と⼦

体感型

レットなど

・ ヒトの

⼀色地

かりのあ

があり、手

・ だれも

１階はす

体と協⼒

・ ３施設

オープン

・ 地元ボ

    

◇ ⼀⾊町

う」機能を

に縛られ

にとって」

間にリニュ

◆ ⼀⾊町

・ 安全安

トイレ周

る個所は

できる新

使いやす

 

この事業概

 

学びの館の運

⼦どもが出会

型イベントとし

どのデジタル

の５感を刺激

地区の書店よ

ある絵本作家

手作り絵本

もが雰囲気に

すべて絵本館

⼒して開催 

設全体での

ンスペースや会

ボランティアと

        

町公⺠館 …

を強化した施

れない施設と

」何が求めら

ューアル。 

町公⺠館の改

安⼼に利⽤

周辺や各諸室

は滑りにくい素

新たな機能を

すい機能にリ

概要は特別

運営計画 

会う楽しみや

て、展⽰棟

ル機器で体感

激して大⼈も

より資料を購

家との共同イ

本、ペーパーク

に取り込まれ

館とし、大⼈

 

での無料学習ス

会議室に学習

との連携・協

       

… いっしき市

施設に再⽣

として各機能

られているのか

改修計画 

⽤できる快適

室など軽微に

素材とする／

を整備／トイ

リニューアルを

別目的会社に

や知ることの喜

貯蔵品をデ

感しながら学習

も楽しめる「絵

購⼊。資料登

イベントを開催

クラフトなど、大

れそうなおは

⼈も子どもも楽

スペースの解

習可能な機

協業 

       

市⺠交流広場

⽣。⽣涯学習

能については地

かを意識し、

適な公共空間

に改修可能

／コンベンシ

イレは特に⼥

を⾏う。 

による企画

22 

喜びを体感

デジタル化した

習できるこど

絵本館」の演

登録は市の運

催。／運営事

、大⼈も子ども

はなし会などの

楽しめるおは

解放 

機能を整備(

「⼀色おは

きにわたり

備のワーク

・ まちじゅ

の提案

市⺠に

にも注目

け、時代

  館システ

広場（仮称）

習施設として

地域住⺠の

、幅広い世代

間としてのコン

能な個所はバ

ションホールや

⼥性ニーズを反

画提案書から

：いっし

感できる企画

たコンテンツを

ども向け企画

演出 

運⽤に基づ

事業者は様

もも参加でき

の開催 

はなし会や親

(電源・Wi-F

はなし会」や「

り活動してき

クショップ段階

ゅう図書館の

案 

よる市⺠のた

目されている

代の変化に対

テムを次回の

）のコア施設

ての考え方を中

のニーズに近づ

代の利⽤者

ンバージョン

バリアフリー化

や視聴覚室、

反映し、広く

らの抜粋を

しき市⺠交

画の充実 

を所蔵してい

画を実施。 

く。また、書店

様々な体験型

きるイベントを

親子タイムな

Fi等) 

「おはなした

きた内容をさ

階から協⼒体

の実現を⾒据

ための図書館

る「まちじゅう図

対応できる柔

の更新時に向

設としてワクワ

中⼼に据えな

づけて「市⺠

者が安⼼安全

ン 

化とし、また、

、ＩＴ⼯作

くて清潔感の

を中心に構成

交流広場

いる書籍とあ

書店と連携し

型イベントを⾏

を開催。 

などを既存ボラ

たまてばこ」が

さらに活かすべ

体制を構築。

据えた図書

館づくりとして

図書館」の検

柔軟性の⾼

向けて提案。

ワクする新たな

えながらも、社

⺠の方にとって

全に利⽤でき

、床仕上改修

作室など市⺠

のある化粧台

成されてい

場(仮称) 

あわせ、ダブ

、地元にゆ

⾏った実績

ランティア団

がこれまで⻑

べく開業準

。 

書システム 

て全国的 

検討に向 

い図書 

。 

な空間「集

社会教育法

て、利⽤者

きる公共空

修が発⽣す

⺠がより活⽤

台やこどもも

います。 



 

・ 市⺠の

館内には

害時⼀

備は現状

／システ

・ その他

に大便器

スポット設

ゆみ学級

／３施

通】 館

の改修。

◆ ⼀⾊町

・ 施設の

機能改

する。(例

・ ⽣涯学

市⺠がこ

協⼒体

開催(例

・ ⽣涯学

⻄尾市

を、より参

合わせて

・ 利便性

定評のあ

した、⾼

◇ ⼀⾊健

センター

指す。同

る。キッチ

ても活⽤

◆ ⼀⾊健

・ 安全安

１階トイ

この事業概

 

の利便性が

は無線Wi-

⼀時避難所に

状の法令等

テム全体のデ

他 … 【１階

器をシャワー

設置。／独

級を健康セン

施設群における

館内非常⽤業

。／屋上、雨

町公⺠館の運

の効⽤を活

改修した諸施

例:⼯作講座

学習講座の

これまで⻑き

体制を構築／

例:予約システ

学習講座の

市⽣涯学習推

参加しやすく

て開催するな

性の⾼い予

ある汎⽤シス

⾼齢者でも容

健康センター

ーいっしき機能

同時に、ふれ

チンスタジオ

⽤できる。 

健康センター

安⼼に利⽤

イレを中⼼と

概要は特別

が向上する情

Fi環境を整

に指定されて

等に対応した

デジタル化によ

階】 ⼀色⽀

ートイレに改修

独⽴採算事業

ンターから移

る、学習のた

業務⽤放送

雨水排水設

運営計画 

活かした魅⼒

施設を活かし

座、ダンス教

の既存講師と

きにわたり活動

／３館すべて

テム利⽤説

の企画 

推進計画と連

く、参加した

など）。 

予約システムの

ステムをベー

容易に操作で

ー … いっしき

能、そしてレン

れあいホール

オはレンタルキ

ーの改修計画

⽤できる快適

としたバリアフリ

別目的会社に

情報通信環境

整備し、パソコ

ているため、災

た機器を選定

よる設置スペ

⽀所機能移転

修。／⽀所、

業として喫茶

移転。 【３階

ための最適な

送設備の更新

設備の改修。

ある事業・企

し、様々な⽣

教室、パーティ

との連携と新

動してきた内

ての改修を⾏

説明会を中⼼

連動しながら

たくなる⼯夫を

の構築 

スに、WEB

できる独自な

き市⺠交流

ンタルスペー

ルとして自主事

キッチンとして

画 

適な公共空間

リー化や手す

による企画
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境の整備（

コンやスマー

災害情報発

定し、⽕災・

ペースのコンパ

転に伴う改修

、公⺠館利

茶コーナーを設

階】 ロビーの

なスペースとし

新と館内非常

。／⽕災受信

企画の展開

⽣涯学習事業

ィイベント等)

新たな参加者

内容をさらに活

⾏うにあたり

⼼としたＩＴ

ら、市⺠ニー

を凝らしなが

B上からの予約

な予約システ

流広場（仮称

ースの管理業

事業を含め

て気軽に利⽤

間としてのコン

すりを設置し

画提案書から

：いっしき

（放送設備含

ートフォン等の

発信や交通機

・災害等の非

パクト化や消

修。／トイレの

利⽤者のため

設置。 【２

の雨漏り箇所

して、学びの

常灯の更新

信機を増設

開 

業やイベント

) 

者の開拓 

活かすべく、

り、新施設の

Ｔ講座) 

ーズへの対応

がら展開して

約状況確認

テムを導⼊す

称）の「憩う

業務のスムー

、様々な利

⽤でき、また、

ンバージョン

し⾼齢者にや

らの抜粋を

き市⺠交

含む） 

の快適な通信

機関の情報

非常時に安全

消費電⼒低

の⼊口の床

めのキッズスペ

２階】 トイレの

所の修復とトイ

の館から学習

新（約150個

。 

ト等を独⽴採

、開業準備の

の利活⽤に関

応と⾏政施策

ていく（グルメ

認や利⽤申込

する。 

う」機能の施

ーズな案内と受

利⽤に対応で

、ホームパー

ン 

やさしい施設

を中心に構成

交流広場(

信を可能に

報等を発信。

全安⼼な対

低減を図る。 

床の段差を解

ペースを確保

の床段差を

トイレの⼊口段

習室機能を移

個）。／内装

採算事業も含

のワークショッ

関する説明会

策の具現化を

メや音楽等

込、口座振込

施設として、子

受付マナーの

できる施設と

ーティー的なス

設とする。／現

成されてい

(仮称) 

する。／災

。／放送設

対応を⾏う。

 

解消すると共

保。／Wi-Fi

を改修。／あ

段差改修。

移転。 【共

装及び外壁

含めて計画

ップ段階から

会や講座を

を図る事業

のイベントと

込にも対応

子育て⽀援

の向上を目

として運営す

スペースとし

現在のホ 

います。 

共

i

あ

。

共

壁

画

ら

を

業

と

応

援

目

す

し



 

ール機能

⺠が使え

明放送

間を整備

新たに整

・ その他

残す。 

間とする

消、手す

置。／屋

◆ ⼀⾊健

子ども・親

もに来館

⽼⼈福

なるが、

館時間

／こども

いっしきキ

ープンで

定住促

できるレ

◆ ３館共

スなど、運

が交流を

 

この事業概

   

能は⼀色町

える機能（

送設備の整備

備。／⼀色

整備。“作る・

他 … 【１階

【２階】 子

る乳幼児相談

すりを設置し

屋上の防水

健康センター

親子・家族

館できる事業

福祉センター機

、ホールでのカ

間は9:00〜1

もアトリエでは

キッチン（貸

で自由な使い

促進に寄与。／

レンタルスペー

共通 … ふれ

運営委員会

を持てる企画

概要は特別

町公⺠館併設

例えば、展⽰

備は控える。

色町公⺠館に

・⾷べる・遊

階】 トイレは

子育て⽀援セ

談会会場と

し、子ども⽤

水対策。／全

ーの運営計画

族をメインター

業やパパ向け

機能を市営

カラオケや健

19:00とする

は、子どもと大

貸室）では、

い方を市⺠に

／ふれあいホ

ース。／⼀色

れあいホール

会で検討実施

画を随時開催

別目的会社に

設のいっしき

⽰会やこども

。／こどもアト

にあったキッチ

遊ぶ・学ぶ”とい

はバリアフリー

センター機能

としても活⽤。

⽤便器３か所

全てのガラスに

画 

ーゲットとした「

けの事業等

営住宅に統合

健康体操講座

るが、ホールで

大⼈がアトリ

、キッチン設備

に発想いただ

ホールでは、

色町公⺠館内

ルを含め、憩い

施）。／３館

催（夏ラジオ

による企画
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き地域交流セ

も発表会、カ

トリエやこども

チン機能を移

いう複数機能

ー化し、床の段

能を配置し、

。約50㎡確

所設置。／子

に飛散防止対

「家族ふれあ

等、幅広い世

合するため「⾼

座など空き時

での催事な

リエ内で共同

備を使⽤し

だき、様々な

、各種発表会

内レンタルス

いの場で⾏え

館包括運営

オ体操、夏フ

画提案書から

：いっし

センターと機能

カラオケ大会

ひろばを新設

移転し、レンタ

能を1箇所に

段差を解消

、未就園児の

確保（土足

子どもがＥＶ

対策。／ブラ

あいセンター

世代が利⽤で

⾼齢者の憩

時間を活⽤し

などには、夜間

同作業、もの

た体験講座

なイベントを開

会、展⽰会、

スペースのサブ

える交流企画

営の中で⼀色

フェス、ヨガ教

らの抜粋を

き市⺠交

能競合する

会など）とする

設し未就学児

タル可能な「

にまとめて整備

消、手すりを設

の親子が安⼼

禁止）。／

Ｖ及び階段

ラインドカーテ

ー」としてコンバ

できる施設づ

憩いの場」とし

した⾼齢者向

間帯の営業延

づくりなど自

座を開催。レ

開催。若い

、カラオケ大

ブ会場としても

画を随時予

色地区の⾼齢

教室など）。 

を中心に構成

交流広場

ることから、よ

る。よって、本

学児の親子が

「いっしきキッ

備。 

設置、男⼥和

⼼安全に利

／トイレは床の

段を使えない

テン改修。 

バージョンする

づくりを目指す

しての設置目

向け事業も展

延⻑にも柔

自由に楽しめ

レンタルキッチ

い世代の交流

大会、映写会

ても活⽤。 

予定（卓球、

齢者を含め

。 

成されてい

場(仮称)  

より気軽に市

本格的な照

が楽しめる空

ッチン」として

和式を１つ

利⽤できる空

の段差を解

いよう柵を設

るが、孫とと

す。／⼀色

目的ではなく

展開。／開

柔軟に対応。

める空間。／

チンとして、オ

流の場として

会などに利⽤

、将棋、ダン

、様々な方

います。 

市

照

空

て

つ

空

解

設

と

色

く

開

。

／

オ

て

⽤

ン

方



 

この事業概

 

施 設

事 業 者

事 業

総 事

 

① 設計コン

・ 対象施

ニティの

・ 中学⽣

室、特

提案。

・ 普通教

めた大

は、中

⽣徒が

・ Ａ棟

ースを

応じて

敷いた

般利⽤

概要は特別

設 名

者 の 業

業 計

事 業

コンセプト 

施設の⻑寿

の場、これら

⽣が良好な

特別教室、職

。 

教室では廊

大きなスペース

中学⽣にとって

がカウンター越

1 階は学校

をなくした大き

て大きな空間

たオープンスペ

⽤者のコミュ

別目的会社に

称 吉良

業 務 設計

画 
設計

運営

費 約 1

寿命化、安全

らを満たす学

な環境下で⽣

職員室で⾏

廊下側の⾯を

スとして教室

て情報発信

越しにあいさ

校活動に⽀障

きな空間とす

間を自由に分

ペースを設け

ュニティの場と

による企画

良中学校 

計・改修・運営

計 H30 年度

営（⼀部）H

10.9 億円 

全で良好な環

学校となるよう

⽣活できるよ

⾏われるアクテ

を全⾯建具と

室を使うことが

信の場、学び

さつをしたり、

障のない範囲

する。ステージ

分節することを

け、夏休みや

となるよう計画

25 

画提案書から

営（開放教

度／改修 H3

H33〜42 年

環境下にて育

う素材選定等

よう、内装仕

ティビティを多

とすることで、

が可能。また

びの場となる。

、ラーニングス

囲で⼀般開

ジや可動間仕

を可能とする

や放課後の⽣

画。 

らの抜粋を

教室）・維持

31〜32 年

年度／維持

育まれる学校

等をはじめ、

仕上、屋内設

多様化できる

、ワークショッ

た、新たに設

。職員室もホ

スペースで学ぶ

開放できるスペ

仕切りを設け

る。⼀般開放

⽣徒達の憩

を中心に構成

持管理 

年度／ 

持管理 H29

校⽣活、そし

、適切なデザ

設備の更新を

るような建具

ップ時など必要

設けた歴史伝

ホールと連続

ぶ風景を考え

ペースとして改

けることにより

放スペースの

いの場として

成されてい

：吉良

9〜42 年度

して学校と地

ザインを目指す

を⾏うとともに

具や間仕切り

要に応じて、

伝承館や大き

続した空間と

える。 

改修し、既存

り、活動内容

の南側にはウ

て活⽤するだ

います。 

良中学校 

度 

地域のコミュ

す。 

に、普通教

りのあり方を

、廊下も含

きな図書館

とし、先⽣と

存廊下スペ

容や⼈数に

ウッドデッキを

だけでなく⼀

Ｃ棟Ｃ棟Ｃ棟Ｃ棟    

３階３階３階３階    

    

    

    

Ｂ棟Ｂ棟Ｂ棟Ｂ棟    

２階２階２階２階    

    

    

    

Ａ棟Ａ棟Ａ棟Ａ棟    

１階１階１階１階    

 

  



 

② 改修計

◆ Ａ棟（

屋上防水

建具取替

走りなど

動間仕切

放可能な

スペース

分けるた

の利⽤に

◆ Ｂ棟（

外壁⾯補

建具取替

犬走りな

◆ Ｃ棟（

外壁⾯補

修。／屋

◆ 渡り廊下

外壁⾯補

修。／屋

◆ 体育館

トイレの洋

◆ クラブハ

現状の８

◆ 駐⾞スペ

既存の駐

職員60

 

この事業概

 

計画 

（ＲＣ造・３

水の取替。／

替。／内装

ど）の改修。

切により技術

な多目的ホ

スを新設。／

ためセキュリテ

については、き

（ＲＣ造・３

補修のうえ、

替。／内装

など）の改修

（ＲＣ造・３

補修のうえ、

屋外設備（

下・昇降⼝（

補修のうえ、

屋外設備（

館トイレ 

洋式化。 

ハウス（鉄骨

８室を確保

スペース 

駐⾞場を活

0台、来客40

概要は特別

３階建） 

／外壁⾯補

装改修。／屋

。／エコ⾒える

術室、美術室

ホールとする。

／吉良中学校

ティドア（⼀般

きら市⺠交流

３階建） 

、塗装直し。

装改修。／屋

修。／エレベー

３階建） 

、塗装直し。

（給排水管、

（ＲＣ造・２

、塗装直し。

（給排水管、

骨造平屋建

保し、将来の利

活⽤。 

40台程度の駐

別目的会社に

補修のうえ、塗

屋外設備(給

る化システム

室、音楽室に

。／多目的ホ

校の⼀般開放

般開放しない

流センター（

。／電気設備

屋外設備（給

ータ１基を小

。／電気設備

、電気設備）

２階建） 

。／電気設備

、電気設備）

建） 

利⽤方法を

駐⾞スペース

による企画
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塗装直し。／

給排水管、電

ムとして、電気

室に分割可能

ホール南側に

放教室につ

い校舎等へ

（仮称）に連

備及び機械

給排水管、

小荷物⽤か

備及び機械

）の改修。／

備及び機械

）の改修。／

を考慮した場

スの確保を目

画提案書から

／電気設備

電気設備)の

気消費量を表

能。休校日な

にコミュニティ

ついては、施設

への侵⼊防止

連動した施設

械設備の取替

、電気設備）

から⼈荷⽤に

械設備の取替

／外構（排

械設備の取替

／外構（排

場所へ新設。

目標に整備

らの抜粋を

備及び機械設

の改修。／外

表⽰するディ

などは様々な

の場として、

設利⽤者の動

止の為）を活

設として考え

替（トイレ改

）の改修。／

取替。 

替。／内外建

排水側溝、犬

替。／外部建

排水側溝、犬

。 

を⾏う。 

を中心に構成

：吉良

設備の取替

外構（排水側

ィスプレイを設

な⽤途に応じ

、ウッドデッキの

の動線と⽣徒

活⽤。⼀般開

え、運営する

改修を除く）。

／外構（排

建具取替。／

犬走りなど）

建具取替。／

犬走りなど）

成されてい

良中学校 

替。／内外

側溝、犬

設置。／可

じて⼀般開

のオープン

徒の動線を

開放教室

る。 

。／内外

排水側溝、

／内装改

）の改修。 

／内装改

）の改修。 

います。 

  



 

この事業概

 

施 設

整 備

施 設

事 業 者

事 業

総 事

① 代替案

本事業の

ール⼀元

整備運営

と親しむ

◆ 学校プ

寺津温水

配置実施

求水準で

今後、⼀

の市町村

寺津小・

れに加え

る。 

 

概要は特別

 

名

予 定

概

者 の 業

計

業

案理由 

の要求水準

元化」事業を

営することで

むための環境を

プール代替機

水プール（仮

施計画201

で求めた学校

⼀⻫に更新時

村が抱える問

・中学校のプ

えて学校プー

別目的会社に

称 寺津温

地 寺津小

要 鉄骨造

務 
設計・

（運営

画 
設計 H

運営・

費 約 5.5

準における「⼀

を⼀体的に捉

で、現状ライフ

を整備するこ

機能の検証 

仮称）は、後

14→2018」

校プールの代

時期を迎え

問題でもある

プール機能を

ールの代替機

による企画

温水プール（

小・中学校プ

造２階建（

・建設・運営

営・維持管理

H29 年度／

・維持管理 H

5 億円 

⼀色Ｂ＆Ｇ

捉え、寺津小

フサイクルコス

ことが可能と

 

後述のライフ

」で提起した

代替機能の役

えることになる

る。寺津温水

を果たすだけ

機能を叕うこ

27 

画提案書から

（仮称） 

プール跡地 

（屋内温水プ

営・維持管理

理・大規模修

／建設 H30

H31〜H57

Ｇ海洋センタ

小・中学校敷

スト（LCC）

となるため。 

フサイクルコス

た今後の小中

役割を叕うこ

る学校プール

水プール（仮

けであっても前

ことで市にとっ

らの抜粋を

：

 

プール） 

理・大規模修

修繕 →市⼀

0 年度／ 

7 年度／大

ープールの代

敷地内に新

）の大幅な削

スト削減効果

中学校プール

ことになる。 

ルのあり方につ

仮称）につ

前記のとおり

って更なる財

を中心に構成

：寺津温水

修繕   

⼀部負叕）

大規模修繕

代替機能」と

新たな「官⺠協

削減を実現

果に加えて、

ルの更新問

ついては、⻄

いては、市⺠

り現状の財政

財政負叕の

成されてい

水プール（

） 

H31〜H42

と「寺津小中

協働型温水

現でき、また、

、「⻄尾市公

問題の解決策

⻄尾市のみな

⺠プール機能

政負叕を軽

の軽減を図る

います。 

（仮称） 

2 年度 

 

中学校のプ

水プール」を

、市⺠が水

公共施設再

策と業務要

ならず全国

能に加え、

軽減する。こ

ることができ



 

☆ 温水プー

◆ 市⺠プー

市⺠プー

者も多数

が中⼼）

進（疾病

る。併せ

る。 

◆ 利⽤者

⺠間プー

前中が最

ことから、

◆ 市⺠プー

夏休みや

管理者に

し、施設

般利⽤対

◆ ⻄尾市

事業者が

＆Ｇ海洋

して⾼ま

◆ 「水辺と

⽮作川に

地域”とな

ることが大

トの兼ね

水辺と共

することが

水泳学習

② 施設機

◆ 市⺠プー

⼀色Ｂ＆

を提供（

という観点

 

この事業概

 

ールの必要

ールの利⽤

ールの利⽤者

数）”よりも、

）”の増加が

病予防）に

せて、⾏政は

者の多くは午

ール等の利⽤

最も多いとい

、⾼齢者層が

ール（ホワイ

や休日以外

による自主事

設設備の特性

対応は困難

市内の温水プ

が調査した近

洋センタープ

まるニーズに対

と共⽣する街

に代表される

なった。この地

大切になって

ね合いからも全

共に成⻑して

が可能。学校

習のあり方を

機能 

ール機能 

＆Ｇ海洋セン

（市営温水プ

点で捉え、アク

概要は特別

要性 

⽤⼈数は増加

者増の内訳

、平日を中⼼

が顕著であり

にプールを使

は保険・医療

午前中に来館

⽤状況では、

いう結果とな

が自⾝の⽣

イトウェイブ

外は市⺠プー

事業（健康

性（膜屋根

難となっている

プール設置状

近隣市町の

プールを解体

対応するには

街」として、⼦

る豊かな水辺

地域特性に対

ている。しかし

全国各地で

ていく礎となる

校プール、市

を全国に発信

ンタープールを

プール・ホワイ

クアビクス・水

別目的会社に

加傾向 

訳は、休日を

⼼として定期

り、その年齢

使っての活動は

療費負叕の⾼

館傾向 

、健康増進を

っている。運

⽣活リズムとし

ブ）は平日の

ール（ホワイト

康づくり教室

根構造による

る。 

状況 

の市⺠⼀⼈あ

体する場合、

は⼗分な受⼊

⼦どもたちへの

辺を持つ⻄尾

対応していく

し、小学校で

で議論が始ま

るべく、安全水

市⺠プール、ス

信する。 

を引き継ぐ社

イトウェィブは

水泳教室等

による企画

28 

：寺

を中⼼として利

期的に利⽤

齢構成は⾼齢

は有効的で

⾼騰を避ける

進を目的とする

運動を“⽣活

して午前中の

の午後から開

トウェイブ）

室）が開催さ

る低効率な暖

あたりの温水

、⼈口対比で

⼊れ環境では

への「未来の水

尾市は、合併

くために、子ど

でのプール使

まっている。⺠

水泳を中⼼

スイミングスク

社会体育機

は午後より利⽤

等のプログラム

画提案書から

寺津温水

利⽤する“レ

⽤する“健康増

齢者が大部

であり、今後さ

るため、その

る⾼齢者層

活の⼀部化”す

の運動を選択

開館で午前

）は午後１時

され、盛況な

暖房設備）

水プール設置

では刈谷市の

はない。 

水泳学習の

併により海岸

どもたちに整

使⽤は、時代

⺠間事業者

⼼とした⻄尾

クールが共存

機能。最もニー

⽤可能）。

ムも展開。 

らの抜粋を

水プール（

レジャー志向

増進志向の

部分を占めて

さらにニーズ

の利⽤促進を

層の利⽤時間

することが健

択することが多

前は使⽤でき

時開館となっ

な参加状況が

）によって、通

置数（公設

の半数という

のあり⽅」を創

岸線も増え、

整えられた水泳

代とともに縮小

者のノウハウに

市独自の学

存する官⺠連

ーズの⾼い午

。また、レジャ

を中心に構成

（仮称） 

向の利⽤者（

の利⽤者（市

ている。⾼齢者

ズが⾼まること

をはかる必要

間帯（⼊館時

健康増進には

多いようであ

できない 

っている。午前

況が維持され

通年での午前

設・⺠設）で

うことになり、

創り上げてい

、まさに“水辺

泳学習の機

小傾向にあり

により地元の

学習法を創り

連携プールか

午前中を中⼼

ャーではなく、

成されてい

（市外利⽤

市内利⽤者

者の健康増

とが予測され

要性が強くな

時間）は午

は有効である

ある。 

前中は指定

れている。しか

前中からの⼀

では、⼀色Ｂ

、疾病予防と

いきたい 

辺と共⽣する

機会を提供す

り、維持コス

子どもたちが

りあげ、提供

から、未来の

⼼にサービス

、健康増進

います。 

⽤

者

増

れ

な

午

る

定

か

⼀

Ｂ

と

る

す

ス

が

供

の

ス



 

◆ 学校プー

寺津小中

機能。午

任のインス

⼊れにも

教育委員

可能。 

◆ ジュニア

直営スイ

⼼⾝の育

より実施

③ 施設規

・ 屋内温

備）、水

・ 館内照

⼊（ガ

・ ２階に

④ 運営計

◆ 開館時

◆ 休 館

◆ 利⽤料

◆ 実施体

ントスタッ

サービスの

この事業概

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ール機能 

中学校におけ

午後の時間帯

ストラクターに

も対応すること

員会と協議の

アスイミングス

イミングスクー

育成に貢献。

施。将来的には

規模 

温水プール：

、水深 0.9〜

照明はＬＥＤ

ガス使⽤が可

には、大会や

計画（詳細は

時間 … 平日

平日

土日

日 … 週１

料⾦ … 市⺠

体制 … 直接

ッフ及び監視

の向上に努め

概要は特別

けるプール施

帯を中⼼とし

による⻄尾市

とが可能。ま

の上、授業受

スクール機能（

ールを展開す

。比較的市

は、野外教

：25ｍ×６コ

〜1.1ｍ（水

Ｄ導⼊。／ロ

可能な場合）

や学校⾏事、

は今後、協議

日 10：00

日 → 【午前

校授

日 → 市⺠

１回（協議

⺠プール⼀般

接指導に携

視員も含め、市

める。 

別目的会社に

施設の⼀元化

して、学校授

市独自の水

また、近隣小

受⼊れ（専

（独⽴採算

する市内運営

市⺠ニーズの低

育活動の開

コース（時間

水深調整⽤フ

ロッカー・トイ

）。 

、⼀般開設時

議して確定）

0〜19：30

前】市⺠プー

授業）  【夜

⺠プール（⼀

議）及び年末

般：450円（

携わるコーチン

市内運営事

による企画

29 

化並びに、プ

授業への開放

水泳授業の展

小中学校につ

専門インストラ

算事業） 

営事業者の水

低い夜間帯

開催も視野に

間帯別に運⽤

⽤フロアを活⽤

イレは⼈感セ

時の観覧席

） 

0   土日 

ール・成⼈教

夜間】ジュニア

⼀部、部活動

末年始（開

（近隣施設

ングスタッフは

事業者の⼈材

画提案書から

：寺

プール授業の

放を⾏う。学

展開や、水泳

ついても、プー

ラクターによる

水泳指導カ

帯を中⼼として

に⼊れ、市⺠

⽤を⼯夫す

⽤するにより水

センサー。／ガ

席として使⽤可

 10：00〜

教室  【午後

アスイミングス

動の受け⼊れ

開館日数:年間

設の設定状況

は専門インスト

材育成プログ

らの抜粋を

津温水プ

の教育的視点

学校・教育委

泳部をはじめ

ールの耐⽤年

る指導、バス

カリキュラムを活

て、スイミング

⺠に喜ばれる

することにより６

水深変更に対

ガスコージェネ

可能なギャラ

〜18：00 

後】市⺠プー

スクール 

れを想定） 

間300日程

況を再調査

トラクターとし

グラム・評価

を中心に構成

プール（仮

点の広がりに

委員会との協

めとする学校部

年数が残り少

スによる送迎

活⽤し、ジュ

グスクールを独

る⺠間サービ

６コースのプ

に対応）。 

ネレーションシ

ラリースペース

ール（⼀定期

程度） 

査し再検討予

し、窓口対応

価システムによ

成されてい

仮称 

に期待できる

協議の上、専

部活動の受

少ないので、

迎も対応）も

ュニア世代の

独⽴採算に

ビスを展開。 

プールを整

システムの導

スを設置。 

期間は学

予定） 

応を⾏うフロ

より、資質・

います。 

る

専

受

、

も

の

に

 

導



 

この事業概

施 設

整 備

施 設

事 業 者

事 業

総 事

①  設計コ

・ 新たな

（使

・ 調理

熱源

・ 学校

としま

・ ⼀元

す。厨

・ 学校

式の専

階部

・ ⾷材

のパス

慮。 

・ アレル

将来

す。 

概要は特別

名

予 定

概

者 の 業

計

業

コンセプト 

な給⾷室は

使⽤可能なも

理機器⽤熱源

源が分散し、震

校給⾷衛⽣管

ます。 

元化する給⾷

厨房設備は

校運営や子ど

専⽤渡り廊

部分は自由に

材の相互汚染

ススルーレイ

 

ルギー調理は

来的には７大

 

別目的会社に

称 寺津小

地 寺津小

要 鉄骨造

務 設計・

画 設計 H

費 約 5.8

は衛⽣⾯に配

もの）を網羅

源は、LCCを

震災に配慮

管理基準を

⾷室は敷地内

は学校の⻑期

どもたちの校

廊下で各校へ

に子どもたちが

染を防止する

イアウト及び

は専⽤室とし

大アレルゲンの

による企画

小中学校給

小・中学校 

造２階建 

・建設・維持

H３１年度

8 億円（寺

配慮したドライ

羅し、機能とし

を配慮し、調

慮した熱源とし

を遵守し、衛⽣

内の別地に整

期休校期間に

内動線を協

への給⾷を運

が往来でき学

るための⾷材

パススルー機

し、交差汚染

の除去や代

30 

画提案書から

給⾷室 

 

持管理   

度／建設 H３

寺津小中学校

イ方式による

して800⾷に

調理効率を

します。 

衛⽣・効率に配

整備するため

に移設します

協議したうえで

運搬。衛⽣管

学校運営に

材の受渡し、

機器を調達

染を防止。２

代替⾷の調理

らの抜粋を

：

３２年度／

校改修費含

る調理器具

に対応した整

考えて計画

配慮したドラ

め、既存給

す。 

で建設地を

管理の観点

は影響を与

、釜の配置を

達することで、

２アレルゲンの

理にも対応で

を中心に構成

：寺津小

／維持管理

含む） 

具の変更と、既

整備計画。 

画します。効率

ライシステム対

⾷室を止め

を確定し、新

点から室内型

与えません。 

を⼯夫した動

、従事者の作

の除去対応

できる拡張性

成されてい

小中学校給

H33〜H42

既設器具の

 

率的に計画

対応のゾーニ

めることなく建

新給⾷室から

型渡り廊下と

動線計画、

作業と⾷品

応で計画して

性のある専⽤

います。 

給食室 

2 年度 

 

の再利⽤化

画することで

ニング計画

建設可能で

らは２階方

とします。１

、厨房機器

品衛⽣に配

ていますが、

⽤室としま



 

この事業概

施 設

事 業 者

事 業

総 事

 

① 設計コン

◆ 最⻑ 8

◆ 子どもた

◆ 多目的

② 改修計

・ アリーナ

・ 玄関及

・ シャワー

・ 屋根、

・ 照明器

・ 衛⽣設

・ 空調設

・ 内外建

・ 内装（

・ 旧トレー

床・壁を

概要は特別

名

者 の 業

計

業

コンセプト 

80 年を⾒据

たちの興味が

的室の多様性

計画 

ナ天井を建築

及び玄関ポー

ー室を更⾐室

、外構間補修

器はＬＥＤ照

設備は和便器

設備は更新。

建具取替 

（建具、造付

ーニング室を

を改修し剣道

別目的会社に

称 ⼀色町

務 設計・

画 
設計

維持管

費 約 3.

据えた⻑寿命

がわく省エネ設

性を⾼める改

築基準法現

ーチのバリアフ

室に改修整備

修及び塗装・

照明に取替

器を洋便器

。卓球場は空

付家具等含

を多⽤的室に

道・エアロビク

による企画

町体育館 

・改修・維持

H31 年度／

管理 H29〜

.5 億円 

命化に配慮し

設備の導⼊

改修 

現⾏基準に適

フリー化 

備 

・電気設備及

替え（省エネル

に取替 

空調設備を

含む）、屋外

に変更 

クスなど軽運

31 

画提案書から

持管理 

／改修 H3

〜42 年度 

したリノベーシ

⼊ 

適合するように

及び機械設

ルギー化に配

を新たに設置

外設備（給排

運動ができるよ

らの抜粋を

：

32 年度／ 

ション 

に改修 

設備の全⾯取

配慮） 

置 

排水管、電気

ように改修 

を中心に構成

：⼀⾊町

取替 

気設備等）

成されてい

町体育館 

）の全⾯改修

います。 

  

修 



 

この事業概

施 設

施 設

事 業 者

事 業

総 事

    

    

    

    

    

    

 

 

① 全体計

⻄尾市の

報通信技

をとり、い

連携し、

企画展等

し、市⺠

また、吉

対策を講

設との連

ら、必要

蔵庫とな

② 運営計

◆ 開館時

◆ 休 館

概要は特別

 

名

概

者 の 業

計

業

計画 

の文化・祭礼

技術）を⽤

いっしき市⺠

、近隣大学の

等については

⺠参加型の企

吉良及び幡⾖

講じ、収蔵庫

連携を視野に

要な資料につ

なった両館へ

計画（詳細は

時間 … 資料

⼀色

日 … 月曜

▲資

別目的会社に

称 資料

要 
資料

歴史

務 設計

画 

資料

→

⼀色

→

吉良

→

費 約 1

礼・芸能の中

⽤いてハードと

⺠交流広場（

の専門家の

は、市⺠から

企画展を目指

⾖歴史⺠俗

庫へ⽤途変

に⼊れた計画

ついては⼀色

へ配置。 

は今後、協議

料館（歴史

色学びの館 

曜日（祝日

資料館（歴史

による企画

料館（歴史公

料館（歴史公

史⺠俗資料館

計・改修・運営

料館（歴史公

→設計・改修

色学びの館（

→設計 H28

年度〜42

良歴史⺠俗資

→設計・改修

1.2 億円（⼀

中⼼的な資

とソフトのバラ

（仮称）責

の監修を受け

らの意⾒を取

指す。 

俗資料館は改

変更。吉良歴

画とする。収

色学びの館、

議して確定）

史公園内） 

  ９：00〜

日の場合は開

史公園内）
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画提案書から

公園内）及

公園内）、

館 

営（２館の

公園内） 

修 H30 年度

（展⽰棟） 

8〜29 年度

2 年度 

資料館・幡⾖

修 H30 年度

⼀色学びの館

資料館とし、包

ランスの良い

責任者のもと

けるなど外部

取り⼊れるた

改修により、鍵

歴史⺠俗資

収蔵品等の資

、資料館へ移

） 

 ９：00〜

0〜19：00

開館）・ 年

） 

らの抜粋を

及び ⼀色学

、⼀色学びの

のみ）・維持

度／運営・維

 

度／改修 H2

⾖歴史⺠俗

度／維持管理

館（展⽰棟）

包括的に展

い展⽰を実施

と、学芸スタ

部の意⾒を取

ために、開業準

鍵の交換、防

資料館につい

資料は、叕当

移動させ、⼀

〜18：00 

0 

年末年始 ・ 

を中心に構成

学びの館（展

の館、吉良歴

持管理 

維持管理 H3

29 年度／運

俗資料館 

理 H30〜4

）はプロジェクト

展⽰の再配置

施。資料館と

ッフ、地域の

取り⼊れながら

準備期間に

防犯カメラの

ては、併設さ

当学芸員と相

⼀旦、収蔵す

その他特別

▲

成されてい

：資料館

展⽰室棟） 

歴史⺠俗資料

31〜42 年

運営・維持管

42 年度 

ト 02 に含む）

置を⾏い、Ｉ

と⼀色学びの

の観光ボラン

がら適切な運

にワークショッ

の設置などの

されている塩

と相談、調整

するものにつ

別日 

▲⼀⾊学び

います。 

館機能 

 

料館、幡⾖

年度 

管理 H30

） 

ＩＣＴ（情

の館が連携

ンティアなどと

運営を実施。

ップ等を開催

のセキュリティ

塩⽥体験施

整を⾏いなが

ついては、収

びの館 

⾖

情

携

と

。

催

ィ

施

が

収



 

 

この事業概

対 象

事 業 者

事 業

法 定 耐

別 の

総 事

①  維持管

160施設

目的をよ

きる体制

能を適切

に当たっ

適性や安

標準化に

流センタ

吉良・幡

リア（案

拠点から

⾏える体

に、包括

るスケー

とともに、

（ＬＣＭ

との情報

全・施設

向けた中

画の策定

 

概要は特別

施

者 の 業

期

耐 ⽤ 年

施 設

業

管理の基本

設の建物清

よく理解したう

制を構築し、

切に維持し、

っては、「⻄尾

安全性、品質

による最適化

ター（仮称）

幡⾖エリアの

案）に分け

ら迅速な対

体制を整備。

括マネジメント

ールメリットを

、ＩＣＴの活

ＭＳ）によ

報共有や予防

設の⻑寿命

中⻑期修繕

定など、市とも

別目的会社に

設 公共施

務 法定点

間 
業務開

※ H4

数 

数 

残存

５年

６年

11 年

16 年

21 年

26 年

※ 小

費 約 45

本⽅針 

清掃や各設備

うえで、本事

、⻑期的なラ

、業務品質の

尾市公共施

質の確保を始

化を図る。ま

）を拠点施設

の３エ

、各

対応を

。さら

トによ

を図る

活⽤

よる市

防保

化に

繕計

も密に連携を

による企画

施設包括マ

点検等の維

開始日〜H

H43 年度以降

存法定耐⽤

年以内    

年以上〜10

年以上〜15

年以上〜20

年以上〜25

年以上〜  

小中学校・保

5.6 億円 

備の保守点検

事業を効率的

ライフサイクル

の向上と安全

施設⽩書」を熟

始め、環境保

また、包括管

設として位置

を図っていくこ
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画提案書から

マネジメント事

維持管理 

H42 年度 

降はモニタリング

⽤年数別の施

       

0 年以内  

5 年以内  

0 年以内  

5 年以内  

     90

保育園等は⻑

検といった維

的に遂⾏でき

ルコスト（LC

全性の維持

熟解し、施設

保全や防犯

管理を効率的

置づけ、⻄尾

ことで、⻑期

らの抜粋を

：

事業の対象

グ結果等にもと

施設数   

20 施設  

 ７施設  

10 施設  

17 施設  

16 施設  

施設  90

⻑寿命化を

維持管理業

きる実施体制

CC）の軽減

持に努める。施

設の状況を

犯・防災対策

的に⾏うため

尾⻄部・⼀色

期にわたるLC

を中心に構成

包括マネ

160 施設 

とづき契約更新

 対象数 

 160 施設 

 140 施設 

 133 施設

 123 施設

 106 施設

0 施設 

を前提に 26

業務の公共施

制と統⼀的で

減を図りつつ、

施設の包括

を個々にしっか

策等を大前提

め、市役所・文

色エリア及び⻄

CCの軽減にも

成されてい

ネジメント

 

新の是非を判

設 

設 

設 

設 

設 

年以上とし

施設包括マネ

で適切な管

、各不動産

括維持管理計

かりと把握し

提としながら業

・文化会館・

⻄尾中央・北

にも寄与。 

契約期間は
年間で
延⻑要否を

います。 

ト事業 

判断する。 

ている。 

ネジメントの

管理を遂⾏で

産の性能・機

計画の策定

した上で、快

業務基準の

・きら市⺠交

北部エリア、

契約期間は 15
2 年前に

延⻑要否を判断 

の

で

機

定

快

の

交

、



 

この事業概

② 実施体

維持管

能な市

３つのエ

名専任

③大規模

１ 修繕

⻑期修

への引

に寄与

マネジメ

⻑寿命

各建築

より、運

時修繕

２ 全事

市へ提

全事業

診断機

業者在

建物診

３ 事業

ＬＣＭ

し、市へ

修繕及

概要は特別

 

体制 

管理業務は、

市内維持管理

エリア（案）

任し、全 160

模修繕の基本

繕コスト低減と

修繕計画は本

引き渡し以降

与。建物の部

メントにより修

命化を実現す

築部材や各種

運営への影響

繕が合理的な

事業期間の分

提出する事業

業期間の建物

機器での点検

在籍の特殊建

診断」を実施

業期間終了後

ＭＳに蓄積さ

への漏れのな

及び大規模修

別目的会社に

、⻄尾市内に

理事業者を

）に分け、そ

0 施設を効率

本⽅針 

と施設の⻑寿

本事業期間

降のことも考え

部位・設備の

修繕コストの

する修繕計画

種設備の修

響度が低いと

な場合は、臨

分析・反映に

業期間の⻑期

物・設備カル

検結果等を踏

建築物調査

施し、定期的

後の確実な引

されている修

ない円滑な引

修繕の基本

による企画

に本社があり

を市との連絡

それぞれのエリ

率よく管理。

寿命化を実

間のみならず計

えた⻑期的な

の劣化特性や

の低減を図る

画とする。 

修繕計画年度

と判断できる

臨機応変に計

に加え、総合

期修繕計画

ルテ（点検・

踏まえ、モニ

査資格者及び

的な計画の⾒

な引継ぎ 

修繕にかかる全

引継ぎを実施

本方針影響度
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画提案書から

り、市内でも

絡・調整窓口

リアの設備運

。 

実現する修繕

計 50 年間

な視点での修

や安全性等

るとともに、以

度がそれぞれ

る場合は、修

計画修正し

合建物診断を

画には、ＬＣ

・不具合・修

ニタリング企業

び建築設備

⾒直しを実施

全履歴及び

施。ＬＣＭＳ

度影響度の概

らの抜粋を

：

も多数の管理

口とし、県内の

運転常駐施設

繕計画 

間の修繕計画

修繕計画を

の施設運営

以下の要領に

れ異なる場合

修繕年度の後

し、経済的か

を踏まえた⻑

ＣＭＳで包括

修繕履歴）

業によるモニタ

備検査資格者

施。 

びエビデンス・

Ｓによる⼀元

概要維持管

を中心に構成

：包括マネ

理実績を保持

の庁舎や文

など

め、ト

際空

合維

富に

事業

当と

を組

域を

性の

め、実

設を拠点とし

画を策定し、

を⽴案し、⻄

営への影響度

に基づき、効

合でも、修繕

後送りを検討

かつ効率的な

⻑期修繕計

括的かつ⼀

）を分析・反映

タリングを⾏う

者を中⼼に専

・レポート等を

元管理。 

管理。 

成されてい

ネジメント

持し、迅速な

文化施設、ス

ど様々な公共

トヨタ系企業

空港等大型

維持管理のノ

に有する県内

業者を実務

とするメンテナ

組成。また、

を迅速かつ円

のある管理体

、実施体制を

し、エリア責任

、事業終了年

⻄尾市の財政

度に応じ、適

効率的な運

繕対象物の状

討し、その他

な修繕計画を

計画 

⼀元的に管理

反映。日常・定

うとともに、維

専門チームに

を⼀元的に

います。 

ト事業 

な対応が可

スポーツ施設

共施設を始

業や中部国

型施設の総

ノウハウを豊

内維持管理

務全般の叕

ナンスチーム

、⻄尾市全

円滑で実効

体制とするた

を図のように

任者を各 1

年度後の市

政負叕軽減

適切な LCC

運⽤と施設の

状態判断に

他⼯事との同

を運⽤。 

理・蓄積した

定期点検、

維持管理事

による「総合

管理・提供

可

設

始

国

総

豊

理

叕

ム

全

効

た

に

1

市

減

C

の

に

同

た

、

事

合

供



 

④ LCC

「⻄尾市

ように、ラ

運営と維

る。その計

⻑寿命

叕）の軽

業務は、

り、その考

し、LCC

⺠交流

ＭＳに

化・共

施設・

ことがで

３ 新設施

ＬＣＭ

に基づく

４ 設備員

設備運

の低減

５ 設備員

管理開

管理開

この事業概

に関する基本

市公共施設

ライフサイクル

維持管理の

計画の中で

命化を図る、

軽減を目指

、その目標達

考え方の実

C の軽減に向

流センター（

により、各業

共有化・⾒える

・維持管理事

でき、相互チ

施設における

ＭＳの計算プ

く毎年の補正

員常駐施設

運転員による

減に努める。 

員常駐施設

開始初年度に

開始２年目以

概要は特別

本⽅針 

設再配置実施

ルコスト（L

のコスト、いわ

で市は公共施

、との目標を

指している。本

達成に向け

実現に向けた

向けた取組み

（仮称）等の

務の点検計

る化する。本

事業者・特別

チェック及びモ

る妥当性の

プログラムの活

正を実施し、

設の省エネ運

る、こまめな省

設のエコチュー

に施設のエネ

以降に省エネ

別目的会社に

施計画」に記

LCC）のほと

わゆるランニン

施設を最⻑

を掲げ、LCC

本事業におけ

けて大きな役

た基本方針を

みを実施。 

の設備員常

計画・実施、

本システムは

別目的会社

モニタリングに

の⾼い⻑期修

活⽤による妥

、修繕計画の

運転の徹底 

省エネ運転管

ーニングの実

ネルギー使⽤

ネ運転を実践

による企画
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記載されてい

とんどは施設

ングコストで

80 年まで

C（=財政

ける維持管

役割を叕って

を５項目設

常駐施設（案

、修繕や不具

は、インターネ

社で情報共有

にも活⽤できる

修繕計画の

妥当性の⾼

の最適化を

 

管理とエネル

実施 

⽤状況や各設

践。 

画提案書から

：包括

いる

設の

であ

での

負

管理

てお

設定

⑤ LCC 軽

１ 予防保

各業務の点

繕を実施し

防保全を推

ルを延ばす。

２ ライフサ

ＣＭＳ）

設備員常駐

不具合履歴

⾒える化し、

る。具体的

案）に維持

具合履歴等

ネット上でＩＤ

有（⻄尾市

る。 

の策定と最適

⾼い初期計画

図る。 

ルギー使⽤量

設備機器の

らの抜粋を

括マネジメ

軽減に向けた

保全による建

点検結果を踏

し、建物・設備

推進し、更新

。 

サイクルマネ

）の導入 

駐施設の点検

歴のデータ管

、LCC のＰ

的には、市役

持管理事業者

等のすべての維

Ｄ・パスワー

主管部署も

適化 

画の作成と履

量のデータ管理

の運転状況を

を中心に構成

メント事業

た具体的な対

建物・設備の

踏まえた計画

備を適切に保

新や大規模修

ネジメントシ

検計画・実

管理を⼀元化

ＰＤＣＡ管理

役所、文化会

者が導⼊し

維持管理デ

ードを設定す

も協議により

履歴データや

理を徹底し、

を分析・課題

成されてい

業 

な対策 

の⻑寿命化 

画的な小修

保全する予

修繕のサイク

システム（Ｌ

実施、修繕や

化・共有化・

理を徹底す

会館、きら市

しているＬＣ

データを⼀元

ることで、各

可能）する

や稼働実績

、光熱水費

題を抽出し、

います。 

修

予

ク

Ｌ

や

・

す

市

Ｃ

元

各

る

績

費

、
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第７項 契約金額の内訳と市の積算金額 

 
▼契約金額の内訳（ＰＦＩ） 

業務項目 主な経費内訳 ＰＦＩ事業コスト 

施設整備費 

設計費・工事監理費 

建設費・備品調達費 

システム開発費  等 

9,310,163 千円 

施設運営費 

人件費・光熱水費 

事務費・保険料 

設備管理費・清掃費 

大規模修繕費  等 

4,496,964 千円 

維持管理費 

保守点検・清掃費 

ICT システム費 

包括マネジメント費  等 

4,373,727 千円 

特別目的会社 

維持組成費 

金融機関手数料 

モニタリング費 

マネジメント費 

財務管理費・保険料 

事務費・管理費 

法人関連税  等 

1,435,800 千円 

特別目的会社 

一般管理費 
リスク準備金・その他諸経費  262,800 千円 

合 計 19,879,454 千円 

▲上記金額は契約後の施設の実施設計及び運営計画の作成により変動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

▼市の積算金額の内訳（ＰＳＣ） 

業務項目 経費内容 
従来型公共事業コスト 

（PSC） 

施設整備費 

設計費・工事監理費 

建設費・備品調達費 

システム開発費  等 

9,922,353 千円 

施設運営費 

人件費・光熱水費 

事務費・保険料 

設備管理・清掃費 

大規模修繕費  等 

5,441,859 千円 

維持管理費 

保守点検・清掃費 

ICT システム費 

包括マネジメント費  等 

5,332,349 千円 

間接経費 

起債金利分 

担当職員人件費（調査・設計・工事監

理・許認可・契約管理等）  等 

982,332 千円 

合 計 21,678,893 千円 

 

  

契約時ＶＦＭ  

項目 値（金額は税抜） 

ア 市が直接実施する場合の財政負担額（ＰＳＣ） 21,678,893千円 

イ 契約金額（ＰＦＩ） 19,879,454千円 

ウ 市の財政負担の削減額  →  ア－イ 1,799,439千円 

エ 市の財政負担の削減率（ＶＦＭ）％ 

  → （１－イ／ア）× 100 
8.3％ 

（小数点第3位以下を切り捨て） 
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第４章 検証内容 

 

 第１節 ＶＦＭの検証 

 

  第１項 ＶＦＭに関するガイドライン（概略） 
    

 １ ＶＦＭ（Value For Money）とは 

 

 内閣府はＰＦＩ事業実施のために各種ガイドラインを公表しており、その中にＶＦＭ

に関するガイドライン（以下「ＶＦＭガイドライン」という。）がある。本項ではＶＦ

Ｍガイドラインの概略を記載する。 

 ＶＦＭとは、一般に、「支払いに対して最も価値の高いサービスを供給する」という

考え方である。同一の目的を有する２つの事業を比較する場合、支払いに対して価値の

高いサービスを供給する方を他に対し「ＶＦＭがある」といい、残りの一方を他に対し

「ＶＦＭがない」という。 

 公共施設等の整備等に関する事業をＰＦＩ事業として実施するかどうかについては、

ＰＦＩ事業として実施することにより、当該事業が効率的かつ効果的に実施できること

を基準としている。ＰＦＩ事業として実施することが公共部門が自ら実施する場合に比

べてＶＦＭがある場合、効率的かつ効果的に実施できるという当該基準を満たす。 

 

 ２ ＶＦＭの評価時点 

 

ＶＦＭの評価は、ＰＦＩ基本方針に従い、特定事業の選定に当たって必ず行わなけれ

ばならない（ＰＦＩ法第７条）。 

 また、ＶＦＭ評価は事業の企画、特定事業評価、事業者選定の各段階において実践を

試み、事業のスキームについて検討を深めつつ、改善を図るべきものである。この意味

では、導入可能性調査を実施する段階においてもＶＦＭ評価を行うことが必要である。 

 また、事業者選定時点においても、選定する民間事業者の事業計画についてＶＦＭが

あると確認すると共に、考え方の適切さを検証することが適当である。 

 

 ３ ＶＦＭ評価の前提 

 

 「ＰＳＣ（Public Sector Comparator）」とは、公共が自ら実施する場合の事業期間

全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値をいい、「ＰＦＩ事業のＬＣＣ（Life 

Cycle Cost）」とは、ＰＦＩ事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政

負担の見込額の現在価値をいうこととされている。 

 ＶＦＭの有無の評価は、公共サービス水準を同一に設定した上で、ＰＳＣとＰＦＩ事
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業のＬＣＣ（以下「ＰＦＩ－ＬＣＣ」という。）をそれぞれ算定し、これらを比較する

ことが基本となる。 

 ＰＳＣは、対象とする事業を公共施設等の管理者等が自ら実施する場合にその時点で

採用すると考えられる事業形態を想定して計算する。 

 ＰＦＩ－ＬＣＣは、ＰＦＩ事業者が公共施設等の設計、建設、維持管理、運営すべて

を一元的に推進する事業を想定して算定する。 

 

 ４ ＶＦＭ評価方法 

 

 ＰＳＣを算定するための費用は、設計、建設、維持管理、運営の各段階ごとに、想定

した事業形態に基づき経費を積み上げる。 

 また、ＰＦＩ－ＬＣＣ算定においても、設計、建設、維持管理、運営の各段階ごとに

推定し、積み上げ、その上で公共施設等の管理者等が事業期間全体を通じて負担する費

用を算定する。なお、この積み上げに当たっては、コンサルタント等の活用や類似事業

に関する実態調査や市場調査を行う等して、算出根拠を明確にした上で、民間事業者の

損益計画、資金収支計画等を年度ごとに想定し、計算する。 

 その後、リスク調整など必要な処理をした上で、割引率を用いて現在価値に換算し両

者を比較する。 
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        第２項 市のＶＦＭ評価 
   

 １ ＶＦＭの評価時点 

 

 市がＶＦＭを評価した時点は、特定事業の選定時のみである。 

 また、ＶＦＭ評価の対象となったのは、平成２７年３月３１日に公表した業務要求水

準書に基づく計画についてであり、その後契約期間などが変更された現契約内容では一

度も評価されていない。 

 

 ２ ＶＦＭ評価の公表 

 

 市は、平成２６年４月２１日付けで本件コンサルタント業者と委託契約をした「平成

２６年度西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進支援業務」の中でＶＦＭ

評価を業務委託した。その結果は、平成２７年３月３１日に公表した「特定事業の選定」

に記載されている。 

 また、平成２８年３月７日に公表した「優先交渉権者 選定報告書」１９ページ及び

前記第３章第３節第７項には、「市の財政負担の削減率（ＶＦＭ）％」が記載されてい

るが、これは市民に対して分かりやすい表現とするためにあえて市がＶＦＭと独自に表

記したものであり、前記第１項２における事業者選定時点のＶＦＭ評価とは異なるもの

である。 

 

 ３ ＶＦＭ評価方法 

 

 ＰＳＣ算定のための費用については、公表した業務要求水準書に則り、設計、建設、

維持管理、運営の各段階ごとに経費を積み上げた設計書を、本件コンサルタント業者の

協力を得ながら市が中心となり作成した。 

 ＰＦＩ－ＬＣＣ算定のための費用については本件コンサルタント業者が算出してい

るが、前記第１項４とは算出手法を全く別にしている。 

 本件ＰＦＩ事業での算出手法は、次のとおりである。 

 まず、現在の市場状況から想定率を算出し、それを削減率（３％）として設定する。 

 この削減率を用いてＰＳＣ算定のための費用を割り引くことで、ＰＦＩ－ＬＣＣ算定

のための費用を算出した。 

 その後、ＰＳＣ算定のための費用及びＰＦＩ－ＬＣＣ算定のための費用双方をリスク

調整した。なお、このリスク調整においても、ＰＦＩ－ＬＣＣ算定のための設定金額は、

ＰＳＣ算定のために設定した金額から削減率を用いて割り引いたものとなっている。 

 そこから同じ割引率（０．６４％）を用いて双方を現在価値に換算した上で、さらに

再度リスク調整を行った。この２回目のリスク調整においても、ＰＳＣ算定のために設
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定した金額とＰＦＩ－ＬＣＣ算定のために設定した金額の差は削減率と一致する。 

 そして最終的に、ＰＳＣとＰＦＩ－ＬＣＣを比較し、本件ＰＦＩ事業に３％のＶＦＭ

があると結論づけた。 

 前記第１項１のとおり、公共施設等の整備等に関する事業をＰＦＩ事業として実施す

るには、想定するＰＦＩ事業にＶＦＭがあることが不可欠である。市のＶＦＭは、ＶＦ

Ｍガイドラインに則ったと思われる手順を踏んだものではあるが、ＰＦＩ－ＬＣＣ算定

のために用いた数字は、結局すべて市の設計書にある金額を３％カットしているものと

確認された。 
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        第３項 市のＶＦＭ評価の正当性 
 

 １ ＶＦＭガイドラインとの不一致について 

 

 ＶＦＭガイドラインは、国がＰＦＩ事業を実施する上での実務上の指針の一つとして

示されたものである。そのため、各自治体が、ＰＦＩ事業の円滑な実施のため、法及び

ＰＦＩ基本方針に則った上で、状況に応じて工夫を行い、ＶＦＭガイドラインに示した

もの以外の方法等によってＰＦＩ事業を実施することを妨げるものではない。 

 すなわち、市のＶＦＭ評価がＶＦＭガイドラインに示された手法と異なる手法を用い

て行われたことについては、直ちに問題とされるものではない。 

 

 ２ 現契約内容でのＶＦＭ評価が実施されていないことについて 

 

 ＶＦＭの評価は、ＰＦＩ事業を実施する上で、その手法を正当とする根拠となるもの

である。そのためＶＦＭガイドラインでも、ＶＦＭの評価に当たっては、客観性及び透

明性の向上を図るよう努めていくことが重要とされている。 

 本件ＰＦＩ事業では、現契約内容のＶＦＭ評価を行っていないため、事業の正当性に

ついて担保するものを欠いているといえる。本件ＰＦＩ事業を健全に実施していくため

には、現契約内容でのＶＦＭ評価を行うべきであったと考える。 

 

 ３ ＶＦＭ評価手法のあり方について 

 

 市のＶＦＭ評価は、前記第２項３のとおりである。 

 つまり、この手法を用いれば、削減率が設定できれば自動的にＰＦＩ事業に削減率と

同率のＶＦＭがあることになり、実質的に削減率がそのままＶＦＭとなる。 

 そのため、本手法が適正であるためには、削減率の算出が適正であることが求められ

る。 

 そこで、削減率の算出方法について検討する。 

 

 まず、図１のとおり削減率は、設計、建設、維持管理、運営の各項目についてそれぞ

れ想定率を算出した上で、その計とする各想定率の総和と同一になっている。なお、Ｖ

ＦＭ評価を実施した本件コンサルタント業者には、この削減率と想定率について、語句

の使い分けに意味がないことを確認した。 

 設計、建設、維持管理、運営については、それぞれの事業にかかる費用が全く異なる

ものである。さらに、維持管理の想定率は、具体的費用をベースにして算出しているこ

とが明らかである。しかしながら、設計、建設、運営については、具体的費用をベース

にした想定率の算出はされていない。 
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 算出ベースも費用も異にする項目であるにも関わらず、その全体の想定率を単純に各

項目の想定率の総和で算出することは、率の計算として合理性を欠いている。 

 この点について本件コンサルタント業者に確認したところ、「当数値化は、特定事業

にある各業務項目（設計、建設、維持管理、運営）の当時の市場の動向を踏まえたもの

である。」と回答があり、市場の動向を踏まえる場合は、率の計算理論を無視できると

いう根拠は示されなかった。そのため、削減率３％の根拠は結局不明確なままとなって

いる。 

 したがって、市のＶＦＭの算出方法については、その正当性になお合理的疑いがある。 

 

 

 図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図は、本件コンサルタント業者から提出された原文のとおり 
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    第２節 費用の検証 
 

  第１項 サービス対価予定額について 
 

 １ サービス対価予定額 

   

 本件サービス対価予定額は、優先交渉権者選定の際に基準となる項目の一つである。

前記第１節第２項３の手順で算出されたＰＦＩ－ＬＣＣを１万円未満切り捨てにした

金額で設定されており、サービス対価予定額と応募者の提案金額の差が大きいほど、応

募者の評価が高くなる。 

 このサービス対価予定額については、平成２７年３月３１日に公表した募集要項に記

載があり、募集の要件として提案金額がそれを上回っていた場合は失格とされている。 

 

 ２ サービス対価予定額算出方法の妥当性 

 

 上記１のとおり、本件サービス対価予定額は、応募者の提案金額がそれを上回ってい

る場合は失格とされるもので、いわゆる競争入札における入札予定価格の事前公表と類

似した効果を有している面がある。 

 そのため、サービス対価予定額の設定をするときには、入札予定価格の設定と同様の

注意をする必要があると考えられる。 

 

 この点について、国土交通省は、公共工事の発注者に対し、「「歩切り」の廃止による

予定価格の適正な設定について」という注意喚起をしている。その中で、市場の実勢等

を的確に反映した積算を行うことにより算定した設計書金額の一部を控除する行為

（「歩切り」）は、公共工事の品質確保の促進に関する法律（以下「品確法」という。）

第７条第１項第１号の規定に違反すると指摘している。 

 品確法は、適用される「公共工事」を「国、特殊法人等又は地方公共団体が発注する

建設工事」と定義している。 

 しかしながら、品確法の目的は、「公共工事の品質確保が、良質な社会資本の整備を

通じて、豊かな国民生活の実現及びその安全の確保、環境の保全（良好な環境の創出を

含む。）、自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与するものであるとともに、現在及

び将来の世代にわたる国民の利益であることに鑑み、公共工事の品質確保に関する基本

理念、国等の責務、基本方針の策定等その担い手の中長期的な育成及び確保の促進その

他の公共工事の品質確保の促進に関する基本的事項を定めることにより、現在及び将来

の公共工事の品質確保の促進を図り、もって国民の福祉の向上及び国民経済の健全な発

展に寄与する」ことであり、間接的ではあるが公共施設の建設等を行う本件ＰＦＩ事業

においても、その目的は同じものと考えられる。 
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 そこで本件サービス対価予定額の設定方法をみると、上記１のとおり、ＰＦＩ－ＬＣ

Ｃは、市が設計した事業費を削減率で割り引いた費用が元になっているため、市の設計

金額を「歩切り」している疑いがある。さらに、その割り引きの根拠となっている削減

率についても、前記第１節第３項３で述べたとおり、その算出方法には疑義がある。 

 したがって、本件サービス対価予定額の算出方法は、品確法の趣旨からその妥当性が

疑われるものである。 

 

 ３ サービス対価予定額の設定時点 

 

 上記１のとおり、本件サービス対価予定額は、優先交渉権者選定基準で応募者の提案

金額がそれを上回っていた場合は失格とされるものである。つまり、サービス対価予定

額以下の金額で実施できる応募者がいなければ、このＰＦＩ事業自体が見直される方針

であった。 

 本件ＰＦＩ事業は、本件ＳＰＣの平成２７年１２月４日付け提案金額書がサービス対

価予定額を下回るものであったため、契約手続を進めることとなった。しかし平成２８

年５月３０日の仮契約では、応募時から事業内容が変更され、契約金額も提案金額と一

致しなくなったという経緯がある。 

    

 募集要綱に定められた事業選定の手続きを経た場合、現行事業がＰＦＩ手法で実施さ

れたかを確認するためには、変更内容に合わせ作成し直した設計書を元に、サービス対

価予定額を改めて算出する必要がある。しかし、その算出には本件コンサルタント業者

の独自ノウハウが活用されており、手法、理論が明らかでないため、市による同一の手

法での算出は不可能であることが分かった。つまり、現契約については、サービス対価

予定額による金額が妥当であるかの審査を実施しないまま契約が締結されたというこ

とになる。 

 したがって、本件ＰＦＩ事業は、サービス対価予定額の観点から現契約内容の事業を

ＰＦＩ手法で実施すべきであったか否かについて、現在も明らかでないという問題を抱

えたままとなっている。 
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        第２項 買取費用について 
 

 １ 市職員による建設費の検証について 

 

 買取費用とは、新設施設の買取費、改修施設設計買取費、改修及び解体工事費、備品

調達費にかかる費用である。 

 本件ＰＦＩ事業契約は、業者が設計を終了した後において、工事費内訳書を市に提出

するとしている。これは、設計が終わらなければ使用部材や必要経費の算定ができない

ためで、工事費内訳書が市に提出されて初めて具体的工事費が判明することになる。言

い換えれば、設計が終了するまでは、どの施設がどのように建設、改修、解体されるか

確定していないということである。 

  

 前記第１項３にあるように、本件事業はその事業全体についての金額が妥当であるか

の審査ができない。そこで、実際に工事が行われている個々の買取予定建築物について

金額の検証を行うべく、業者から提出された設計図書と工事費内訳書を元に、市が自ら

その建築物を建設した場合の費用算出を試みた。 

 しかしながら、工事費内訳書にある部材にオーダー品使用割合が高く、市の使用して

いる単価、刊行物における一般的な部材の使用を想定した積算では整合性が確保できな

いため、本来の工事価格と大きく乖離した金額が算出されることが懸念された。さらに、

工事費内訳書の数量からは、どこの部分に何をどれだけ使用するか判断できず、それを

計算上割り出し費用を算出することが可能だという確証がないこと、仮に可能だったと

しても、その業務に多大な時間と手間が必要となることが明らかになった。 

 そのため、市職員が本事業における個々の工事費について検証することは、現実的に

不可能であると判断するに至った。 

 

 ２ 外部委託による建設費の検証について 

 

 市職員では検証ができないと判断したため、次に外部の建築士に業務委託することが

可能か検討を行った。 

 そこで、平成３０年１月中旬に、積算を専門としている建築事務所に問い合わせたと

ころ、構造、規模、用途などを総合的に勘案すると、きら市民交流センター（仮称）支

所棟の積算をするためには、およそ１ヶ月程度の期間と１００万円程度の費用が見込ま

れると回答がされた。 

 そのため、１件の建設費を検証するためだけに費やす時間と費用を考慮した上で、外

部委託も現実的でないと判断し、検証を断念せざるを得なかった。 
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        第３項 運営費用について 
 

 運営費用とは、管理費、光熱水費及び人件費を含む運営業務にかかる費用である。 

 本件業務において、市が作成したＰＳＣ算出のための費用は、前述のとおりＶＦＭや

サービス対価予定額を算出する上で基礎となっているため、費用の検証において設計書

の内容を確認することは必須となる。 

 

 まず、ＰＳＣ算出のための費用を設計する際、事業形態として想定すべきは、前記第

１節第１項３のとおり、対象とする事業を市が自ら実施する場合にその時点で採用する

と考えられるものとされている。 

 この点につき設計書では、統括、運営監視、建築監視など新規業務を担当する職員を

想定し、運営費としてその人件費を計上している。また、その新規業務のための事務費

や水道光熱費も計上している。これは、平成２７年３月３１日に公表した募集要項にあ

る応募者の参加資格要件を前提に、それに対応した市での業務を想定したものと考えら

れる。 

 しかし、応募者の参加資格要件で要求されているのは、包括で業務発注をするために

必要となる全体統括業務や、市が直接維持管理運営をしないために必要となるモニタリ

ング業務のための人員であるため、市が従来からの体制で業務を行う上では生じないも

のであるといえる。 

 市が自ら事業を実施する上で、統括などの新規業務を担当する職員の配置が将来的に

必要ないと断定することはできないが、設計書作成時点で採用すると考えられた事業形

態とした場合には、やはり本件設計においては想定する必要のない経費であると思われ

る。 

  

 設計書の作成では、事業形態をどのように想定し、どのような費用を計上するか十分

に検討されるべきであるが、その一方で何が正しいと確証を得ることは困難である。 

 しかし、本件事業において市が積算した「ＰＳＣ算出のための費用」は、「市の財政

負担削減率」と直接関係するものであるから、本件事業の財政負担削減効果を確認する

上で、その設計書の精査は欠かせないものである。 
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     第４項 維持管理業務費について 
 

 １ 包括マネジメント業務について 

 

 本件ＰＦＩ事業における包括マネジメント業務は、平成２９年度から実施されており、

市内１６０施設の維持管理業務、維持管理マニュアル作成業務から構成されている。そ

の業務を実施するための費用は、１６０施設の維持管理費と、市内全域の維持管理を包

括的にマネジメントするための人件費（以下「包括マネジメント費」という。）で構成

される。 

 施設の維持管理業務は、これまで各施設主管課（以下「担当課等」という。）で契約

していた委託事業を、包括して一者に長期委託することで、スケールメリットを活かし

た包括マネジメントを実施し、合理化により委託料の削減を図るのみならず、これまで

の契約などに係る人件費を削減できるとしてきた。 

 

 ２ 市内１６０施設維持管理費について 

 

 市内１６０施設の維持管理業務は、従来から担当課等が業者に委託契約していた業務

（以下「個別委託契約」という。）の包括長期発注である。つまり、個別発注において

各業務にいくら費用がかかっていたかは、これまでの資料で具体的金額を把握すること

が可能である。そのため設計書でも、維持管理業務については個別委託料を積算して算

出されている。 

    

 この点、設計書において使用する個別委託料の根拠としたのは、平成２６年度の当初

予算金額である。通常の委託業務では、当初予算金額（市が必要と見込む金額）より決

算金額（実際に契約し支払った金額）の方が低額になることが一般的である。これは、

契約時に業者間の競争原理が働くことや、業者が市の予定価格を独自に推測し見積努力

をするため、市の見込み金額を下回ることが多いことによる。 

 しかし、本件ＰＦＩ事業契約は、平成２７年３月３１日に募集要項において対象施設

及び業務一覧表を公表し、契約金額内ですべての業務を行うという内容であるため、原

則的に予算金額と決算金額に齟齬は生じない構成になっている。もちろん、年度当初で

は予定されていた業務が年度途中で実施不要となるなど、事情に変更があればその分の

業務については支払いされなくなるため、必ずしも予算金額と決算金額が一致するわけ

ではないが、通常の委託契約に比べその差は少ないものと考えられる。 

    

 そこで、平成２８年度の決算金額と、平成２９年度の決算見込額を確認すると、平成

２８年度決算額は 288,870,915 円（税込）であり、平成２９年度決算見込額は

302,349,229 円（税込）となっている。しかし、この平成２９年度決算見込額には、包
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括マネジメント費 14,256,000 円（税込）も含まれていることから、実際に比較対象と

なる維持管理業務費は 288,093,229 円となる。 

 平成２９年度と平成２８年度では実施業務が完全に一致するものではないことから

単純に比較することはできないが、平成２９年３月の時点で予算ベース約 1,300 万円の

財政削減効果を見込んでいた点に着目すれば、決算見込額での費用効果は 777,686 円に

留まる予定であり、見込を大幅に下回るといえる。 

 

 ３ 維持管理マニュアル作成費について 

 

 包括マネジメント業務には、本件ＰＦＩ事業契約書や本件ＰＦＩ事業契約書に付随す

る覚書（以下「覚書」という。）（後述）とは別に、市と本件ＳＰＣの間で合意された「西

尾市公共施設包括マネジメント事業の維持管理業務一覧」（以下「単価付業務一覧」と

いう。）が存在する。この単価付業務一覧には、各業務の委託概要、単価、期間などが

記載されており、これに基づき当該年度の最終的な支払額の調整が行われている。 

 

 上記１で述べたとおり、包括マネジメント業務には維持管理マニュアル作成業務が含

まれているが、単価付業務一覧には１６０施設の維持管理費と包括マネジメント費の記

載があるだけで、維持管理マニュアル作成費についての記載は見当たらない。 

 そこで、維持管理マニュアル作成業務に係る費用を、いつ、どのように、いくら支払

うのか、本件ＰＦＩ事業主管部局（以下「担当部局」という。）に確認したところ、当

該費用については１６０施設維持管理費の単価に上乗せして溶け込ませてあるため、そ

の具体的金額や支払いしている時期を、市は把握していないという事実が判明した。つ

まり、上記２における 288,093,229 円の中にも維持管理マニュアル作成費が一部含まれ

ている可能性があるがその金額は確定できず、いつからいつまでの支払分に維持管理マ

ニュアル作成費が含まれているのかも分からず、最終的に維持管理マニュアル作成にど

れだけ費用がかかるかについても、市は最初から最後まで一切把握をしていないことに

なる。 

 さらに、業者の企画提案によるライフサイクルマネジメントシステムの導入について

も現在準備が進められているが、その費用についても全く同様である。１６０施設の維

持管理費の単価構成がどうなっているのか、支払っているサービス対価の対象は何か、

契約当事者である市が全く把握しないまま委託業務が進められている事態となってい

る。 

 

 「個別委託契約をしていた時とＰＦＩ事業で包括長期委託した現在を比較すると、表

面上の維持管理費における単年度財政削減効果は小さいが、ＰＦＩ事業での維持管理業

務には表面に出ない他の業務の価値も含まれているため、その潜在的な効果が高い」と

いう次元の問題ではない。可及的速やかに各業務の費用及びその支払時期を把握し、実
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態に則した事務処理を適正に行うよう改めるべきである。 

 

 ４ 包括マネジメント費について 

 

 包括マネジメント費は、１６０施設の維持管理業務において、市内全域を迅速かつ円

滑で実効性のある管理体制とするために配置される人員の人件費であり、上記２にある

とおり、年間 14,256,000 円（税込）の支払いをしている。 

 この費用は、個別委託契約を包括発注したために新たに生じた業務に対するものであ

り、この業務の費用対効果を検討する上で比較対象となり得るものは、これまで個別委

託契約のために必要であった職員の人件費と考えられる。 

  

 施設の維持管理を個別委託契約していたとき、その契約業務のためだけに費やされた

人件費を厳密に算出することは不可能である。様々な職位の職員が、種々の業務を並行

して行うという状況の中で、契約という一つの業務のみを抽出して把握することができ

ないからである。したがって、この包括マネジメント費は、個別委託契約における職員

の人件費を相殺するものと考えることも可能である。 

 しかしながら、維持管理業務を包括発注したことにより、新たに発生した業務が存在

する。平成２９年３月３０日に締結した「本件ＰＦＩ事業に関するサービス基準合意書」

に基づくモニタリング業務である。月例モニタリング会議、四半期モニタリング会議、

そして半期ごとに全体モニタリング会議が開催され、そのすべてに担当課等の担当職員

が参加している。さらに、各施設の業務報告書の確認については、これまでと同様別個

に担当課等が行っている状態である。 

 加えて、契約を包括としたことで、包括契約そのものの維持調整業務を担う職員が必

要となっている。この維持調整業務は、年度途中の業務加除や年度替わりの実施業務見

直しの際に、単価付業務一覧を見直し業者と打ち合わせを行うものである。 

 包括発注により相殺された人件費が、年間 14,256,000 円に加え新規モニタリング業

務、包括契約の維持調整業務に係る人件費を上回るものであるかについては、検証でき

なかった。 
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  第５項 ＳＰＣの維持組成費について 
 

 １ 維持組成費とは 

 

 維持組成費とは、ＳＰＣの組成及び契約期間中の維持に係る費用のことをいう。 

 本件ＰＦＩ事業では、「プロジェクトマネジメントに係る費用」、「モニタリングに係

る費用」、「経営事務に係る費用」、「その他特別目的会社の組成及び維持に関連する費用」

の４項目となっており、毎年 61,149,600 円（税込）を３０年間に渡り支払う予定にな

っている。 

 ＳＰＣとは、ある特別の事業を行うために設立された事業会社のことである。本件Ｓ

ＰＣは、本件ＰＦＩ事業を行うために設立された会社であるため、他の事業を行うこと

は想定されていない。 

 

 ２ 請求内訳について 

 

 市は平成２９年３月３１日に、本件ＳＰＣから平成２８年度分の維持組成費の請求を

受け、支払う手続きを行っている。その際、請求明細書が提示されているが、その構成

は表２のとおりである。 

 

 表２ 請求明細                             （円） 

品名 数量 単位 金額 

（１）マネジメント業務関連費 

 プロジェクトマネジメント業務 １ 式 12,000,000 

 プロジェクトアドバイザー選任業務 １ 式 1,600,000 

 経営管理業務（損益管理・契約管理含む） １ 式 4,000,000 

経営関連会議運営費 １ 式 500,000 

（２）モニタリング業務関連費 

 開発モニタリング業務 １ 式 1,800,000 

 運営モニタリング業務 １ 式 4,640,000 

 会計監査業務 １ 式 530,000 

 金融機関エージェント業務 １ 式 1,200,000 

（３）事務費・管理費 

 経営管理業務（経理事務業務含む） １ 式 3,600,000 

 諸経費（交通費・会議費等） １ 式 3,600,000 

（４）その他費用 

 レポーティング業務 １ 式 3,600,000 
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 法律事務業務 １ 式 1,247,000 

 会計事務業務 １ 式 1,600,000 

 金融機関アレンジメント業務 １ 式 1,200,000 

 諸経費（手数料・保険料・事務所家賃・印刷製本費等） １ 式 6,743,000 

（５）一般管理費 

 一般管理費 １ 式 8,760,000 

小計 56,620,000 

消費税（８％） 4,529,600 

税込合計 61,149,600 

 

 この明細に領収書などの添付は一切なく、各業務の具体的内容も明らかでない。なお、

平成２８年度の業務期間は、平成２８年６月２７日から平成２９年３月３１日までであ

るにも関わらず、４月１日から翌年３月３１日までを業務対象期間としている平成２９

年度以降の支払金額と同額を支払いする根拠も不明である。そこから推測できることは、

これが月割や日割で算出されている費用ではないという程度であろう。 

 この点につき、サービス対価支払のために平成２８年度の業務を検査した職員に、そ

の検査内容を確認したところ、検査対象物として示されたのは、平成２８年６月２７日

付けで市に提出された「平成２８年度年間業務計画書」のみであった。つまり、計画さ

れた業務がどのように実行され、いかなる成果となったのか、その実績を検査すること

がないままサービス対価を支払ったということになる。  

  

    ３ 事業報告書について 

 

 本件ＰＦＩ事業契約書第１５３条は、本件ＳＰＣに財務書類及び年間事業報告書の提

出を義務づけており、市は、当該資料を公開できるものとしている。 

 平成２９年６月３０日に本件ＳＰＣから提出された「平成２８年度年間業務報告書」

では、維持組成に係る各業務は、専門事業者等へ業務委託し、円滑な業務推進が行える

体制を構築している、としている。 

 運営体制としては、プロジェクトマネジメント業務を担当する代表企業「株式会社豊

和」と協力企業「株式会社ＡＭネクスト」を中心として運営事務局を構成し、「株式会

社四電工」からプロジェクトアドバイザーを起用している。また、内部監査を実施する

ため、協力企業「株式会社豊田設計事務所」、構成企業「株式会社西三河エリアワン」

へモニタリング業務を委託し、各種契約に関するリーガルアドバイザーとして弁護士事

務所「西村あさひ法律事務所」を選任している。 

 具体的な業務の委託先は、表３のとおりである。 
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 表３ 業務委託一覧 

委託業務名称 委託先 

プロジェクトマネジメント業務 

（プロジェクトマネージャー選任含む） 
株式会社豊和 

プロジェクトマネジメント業務 

（プロジェクトサブマネージャー選任含む） 
株式会社ＡＭネクスト 

プロジェクトアドバイザー選任業務 株式会社豊和 （株式会社四電工） 

開発モニタリング業務 株式会社豊田設計事務所 

運営モニタリング業務 株式会社西三河エリアワン 

契約管理業務（経理事務業務含む） 株式会社豊和 

経営管理業務（損益管理・契約管理含む） 株式会社ＡＭネクスト 

特別目的会社事務所運営業務 株式会社豊和 

レポーティング業務 株式会社西三河エリアワン 

法律事務業務 
株式会社豊和 

（西村あさひ法律事務所） 

税務顧問業務 
小島会計事務所 

税理士 小島 悟志 

会計監査業務 公認会計士 判治 俊哉 

 

 上記１のとおり、この維持組成費は本件ＰＦＩ事業実施のための会社組成、維持を目

的にした費用である。今後も市が継続して対価を支払っていく上で、支出した公金が目

的に則り適正に使用されるようにしていかなければならない。 

 そのためにも市は、サービス対価支払の際に業務実績を検査することはいうまでもな

く、各種資料から本件ＳＰＣの運営状況を適切に判断し、その健全性を確認していく必

要がある。 
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 第３節 提案金額の検証 

 

  第１項 提案金額とは 
 

 提案金額とは、市が平成２７年３月３１日に公表した募集要項において提出すること

を求めている、応募者が事業を実施するのに必要とする金額である。この金額が予定金

額を超えている場合、応募は無効としている。この提案金額に関係する書類には提案金

額書と提案金額内訳書があり、それぞれの様式は市が募集要項様式集で公表していた。 

 

        第２項 文書受付日について 
 

 本件ＰＦＩ事業では、本件ＳＰＣが各文書に記載した日付は平成２７年１２月４日

（企画提案書提出期限）であるが、その書類に押印されている市の受付日は平成２８年

１月１９日となっている。 

 前記募集要項によると、平成２８年１月１９日は選定委員会（仮称）による応募者の

ヒアリング及び選定が行われる日であり、その前に、「企画提案書の要求水準審査（二

次審査）」、「有識者会議（仮称）による評価及び講評」、「応募者による公開プレゼンテ

ーション（公開審査、平成２８年１月１７日一色地域交流センター）」が行われている。

平成２８年３月７日に公表した審査講評では、上記「有識者会議（仮称）による評価及

び講評」の中で具体的な金額を元にした評価を行っている。 

 これらから、各文書は一連の審査などが行われた後で提出されたことになり、辻褄が

合わないこととなる。 

 前記第１項にあるとおり、提案金額書は応募の有効性を判断するもので、本来は受付

日にまず審査されるべきである。応募者の応募資格の適否を確認しないまま漫然とその

後の審査を行ったとされることのないよう、適切な事務処理を心がける必要がある。 

 

  第３項 提案金額内訳書について 
 

 提案金額内訳書は、その名のとおり提案金額の内訳を記載したものであるが、市が公

表した様式には６項目ある。その内容は、「ア 特別目的会社の組成及び維持に関する

対価（税抜）」、「イ 買取に関する対価（税抜）」、「ウ 維持管理に関する対価（税抜）」、

「エ 運営に関する対価（税抜）」、「オ 消費税及び地方消費税相当額（アからエまで）」、

「カ 独立採算業務（公共サービス）に関する対価：市の一部負担額（税抜）」である。 

 他市では、内訳書の根拠資料として詳細な様式での提出を求めているところもある。

しかし、本件ＰＦＩ事業ではそれを求めていない上、包括発注であることにより、個々

の事業費については全く把握することができない構成である。これが、前述した費用検

証が不可能であった一因ともなっている。募集要項は市が任意で定めることができるも
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のであり、他市の先進事例を参考とすることが可能であった状況も踏まえ、事業の透明

性を確保する手段は検討できたはずである。改善すべき点といえるだろう。 

 

  第４項 現契約における提案金額書・提案金額内訳書について 
 

 本件ＰＦＩ事業は、前記第２節第１項３のとおり、業務要求水準書を公開したものに

対し、現在締結されている契約内容は異なるものになっている。前記第１項から第３項

については、変更前の計画について述べたものであり、変更後の計画については、そも

そも提案金額書と提案金額内訳書自体が存在していない。 

 

 計画の変更内容は、包括マネジメント業務の期間を３０年から１５年にし、学校給食

センターを除外するというものである。優先交渉権者である本件ＳＰＣとの協議記録に

おいて、平成２８年５月６日に市は本件ＳＰＣに対し包括マネジメント業務の期間を１

５年にするよう提案している。そして、平成２８年５月１２日の協議で、本件ＳＰＣが

提案を了承する形で期間を１５年にする合意に至っている。なお、学校給食センターに

関する協議内容は記録されていない。 

  

 その後、平成２８年５月２３日に本件ＳＰＣからサービス対価支払計画書が提出され

た。そのサービス対価支払計画書に記載された支払合計金額を根拠に仮契約の契約金額

を確定し、平成２８年５月３０日付けで本件ＰＦＩ事業特定事業仮契約を締結した。 

 仮契約に係る市長決裁文書に添付された契約金額の根拠資料は、サービス対価支払計

画書の一部抜粋となっており、本件ＳＰＣから提案されたと客観的に確認できるもので

はない。明確な提案金額といえるものがないまま、提出者が明確でない書類を根拠に契

約手続を進めること自体、異常な事態であったといわざるを得ない。 
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 第４節 契約書の検証 

 

  第１項 本件ＰＦＩ事業契約書の構成 
 

 本件ＰＦＩ事業契約は、平成２８年５月３０日に仮契約を締結し、その後、平成２８

年６月２７日に議会の可決により本契約となった。 

 この本件ＰＦＩ事業契約書は、建物の新設、改修、解体、施設の運営、維持管理を包

括的に含むものであり、非常に抽象的で曖昧な内容となっている。市は、西尾市契約規

則第２７条で契約書に記載しなければならない事項を定めている。しかし、本件ＰＦＩ

事業契約書では、契約履行の場所、契約代金の支払い又は受領の時期及び方法について

記載がないなど、随所で規則が守られていないことが分かっている。 

 

     第２項 ＰＦＩ事業契約書のひな形について 
 

 ＰＦＩ事業では、内閣府と国土交通省が契約書のひな形を公開している。この２種類

のひな形は、契約の解除条項の有無に代表されるように内容を異にしている。本件ＰＦ

Ｉ事業契約書は国土交通省のひな形をベースにして作成されたが、市はそれを「国」が

公開したひな形という認識で使用し、この２種類を比較して取捨選択をすることをしな

かった。 

 後に議会から契約書に解除条項を入れなかったことについて問われた際に、市は、一

方的な解除条項は対等な官民連携事業の趣旨から適切でないと判断したと答えている。

担当部局への聞き取りでは、これは本件コンサルタント業者に所属するアドバイザーの

意向であり、このアドバイザーから市に事業契約書の案として提示された時点では、す

でに国土交通省のひな形ありきであったと回答された。 

 

  第３項 契約内容の公開について 
 

 １ 法の規定 

 

 ＰＦＩ事業では、ＰＦＩ法第１５条第３項において、事業契約を締結したときは遅滞

なくその事業契約の内容を公表しなければならないとされている。公表が義務付けられ

ている内容は、公共施設等の名称及び立地、選定事業者の商号又は名称、公共施設等の

整備等の内容、契約期間、事業継続が困難になった場合における措置に関する事項その

他内閣府令で定める事項に限られている。 
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 ２ 市の現状 

 

 市は、事業継続が困難になった場合における措置に関する事項などを公表していない。

これは、当該規定が存在していることを見落としており、さらに、そのことについてア

ドバイザーからも指摘がなかったためだとしている。 

 他市では、コンサルタント業務を委託していたアドバイザーからの指示により公表し

たケースもあり、馴染みの薄い手法による事業では、アドバイザーに頼って業務を行わ

ざるを得ない実態が垣間見える。その意味では、コンサルタント業務を委託する業者の

選定も、適切に事業を実施する上で重要なポイントとなっていることが分かる。 

 

  第４項 包括マネジメント業務について 
 

 １ 現在の運用状況 

 

 包括マネジメント業務は、本件ＰＦＩ事業契約書の別紙に一覧で業務内容がまとめら

れている。しかし、その具体的な業務内容や業務ごとの金額については明記されていな

い。そこで、現在実施されている業務について確認したところ、前記第２節第４項３の

とおり、市と本件ＳＰＣの間で単価付業務一覧が取り交わされていることが確認できた。

この単価付業務一覧は、市と本件ＳＰＣとの間で正式な文書化がされておらず、口頭ま

たはそれに類する形で業務が実施されている。 

 市と本件ＳＰＣはこの単価付業務一覧の内容に基づき業務を実施し、市はサービス対

価の支払いをしているが、その業務内容は年度途中でも随時変更されており、業務内容

は確定しているとはいえない。 

 このように業務内容が不明確なまま行われていることは、明らかに不適切であるとい

える。毎年度、業務内容とその金額が明らかになる文書を交わすことが必要であると考

える。 

 

 ２ グリストラップ清掃の委託について 

 

 単価付業務一覧には、小中学校及び保育園の業務として、給食室及び給食センターの

グリストラップ清掃業務がある。 

 このグリストラップ清掃業務を実施している小中学校及び保育園は、市が運営してい

る施設であるため、これらの施設から排出される産業廃棄物（以下「産廃」という。）

は、排出者である市が責任を持って処理することが必要である。 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）第１２条第５項では、

産廃の処理を他人に委託して行う場合、産廃処理の許可を有する者（以下「許可業者」

という。）でなければならないとされている。業務要求水準書においては、応募者が遵
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守すべき法律等として廃掃法を明記している。しかし、本件ＳＰＣはその許可を有して

おらず、業務委託できる者には該当しない。市は、応募者に法令の遵守を要求しながら、

必要な許可を有しているか否かの確認を行っていなかったということになる。これは明

らかに確認もれであるといえる。 

 さらに市は、この状態を解消するため、図２のとおり本件ＰＦＩ事業契約とは別に、

本件ＳＰＣの下請業者である許可業者と委託契約を締結した。このことにより、市は１

つの業務について二重に契約をすることになったが、その業務のサービス対価は、本件

ＰＦＩ事業契約に基づき本件ＳＰＣに支払っており、別途締結した委託契約に基づく支

払いはしていない。 

 廃掃法第１２条第５項に違反することがないよう、適切な契約を結ぶ必要があるとい

える。 

 

 

 図２ 
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  第５項 契約書第１３４条、１３５条について 

 

 １ 契約書第１３４条の規定と運用 

 

 本件ＰＦＩ事業契約書には、前記第１項のとおり、サービス対価の支払方法などにつ

いて具体的な記載がされていない。 

 契約書第１３４条には、仮契約を本契約とするための議案を議会に付議するまでに、

契約当事者双方の合意により、サービス対価の詳細な内訳及び各支払時期に係る支払額

を定めることとされているが、それは実行されなかった。 

 その理由を担当部局に確認したところ、仮契約を締結する直前に改修業務の一部に係

る支払方法について、本件ＳＰＣから預託金制度の活用を提案され、その調整が議案を

提出するまでにまとまらず、間に合わなかったためであると回答された。 

 

 ２ 預託金制度の影響 

 

 預託金制度は、前払金や業者預け金といった性格を持つものである。事前に市が、本

件ＳＰＣが管理する預託金口座へあらかじめ取り決めた金額を振り込み、預託金の対象

となる業務が終了した後、本件ＳＰＣが市の了承を得た上で預託金口座から事業代金に

充当するという手順で精算が行われる。すべての業務が終了したとき、預託金口座に残

高があれば市に返還される。 

 この制度を本件ＳＰＣが提案した理由として、改修及び解体業務に係る費用を金融機

関から融資を受けることが難しいこと、割賦払いとすると課税所得となりサービス購入

費のコストアップとなることが懸念されることが挙げられている。 

 

 本件預託金は、一部の改修業務、解体業務及び修繕・備品更新業務にかかる費用に充

てられる。しかし、どのような修繕・備品更新業務を対象とするかについては、明確に

規定されていない。現在の契約内容では、本件ＳＰＣから預託金対象の備品であると主

張された場合、その主張を覆す根拠はない。つまり本件ＰＦＩ事業契約書上、預託金口

座の残高以内であれば、本件ＳＰＣは任意に修繕・備品更新業務の費用とすることがで

きる仕組みとなっている。 

 これは、預託金の対象が明確に規定できていないことによるものであり、公金の使途

としては、問題であるといえる。 

 

 仮契約直前で本件ＳＰＣから提案され、契約書に明記された正規の手続を取らずに調

整されたこの預託金制度については、その経緯や合意に関する文書が残されていない。

これは、包括マネジメント業務の期間が３０年間から１５年間に短縮された経緯につい

ても同様である。行政庁内部の手続きが適切ではなかったといえる。 
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 ３ 契約書第１３５条の規定と運用 

 

 契約書第１３５条第１項では、本件ＰＦＩ事業のサービス対価を、契約書別紙８及び

前条第２項に基づき、甲及び乙の合意により甲が支払うこととしている。前条第２項と

は、まさしく上記１の規定である。 

 本件ＰＦＩ事業では、次節で記載する覚書を根拠にサービス対価の支払いを行うこと

とされている。 

 そこで問題となるのは、第１３５条で前提としている規定が守られていないために、

基づくものを欠くこととなった覚書の有効性である。 

 この点一般的には、契約者双方が合意した以上、その覚書の対外的効力は否定される

ものではないと解される。現に、担当部局は、どのような状況であれ双方が合意してい

る以上、支払いなどの業務には問題がないという認識である。 

 しかし、本来議会に付議されるべき事項をしなかったことは、大きな問題であり、そ

の理由については、丁寧な説明が必要であるといえる。 
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 第５節 覚書の検証 

 

  第１項 覚書とは 
 

 覚書は、本件ＰＦＩ事業契約書の内容を明確化し、解釈等を補うことを目的として、

平成２９年３月３０日に締結された。この覚書は、本文と別紙１から別紙５で構成され

ており、サービス対価の詳細な内訳や支払額、支払方法とともに、預託金の詳細につい

て定めている。 

 前記第４節第５項１にあるように、サービス対価の詳細な内訳や支払額については、

本件ＰＦＩ事業契約書とともに議会に付議されなければならなかった。しかし議会に付

議されず、平成２９年３月３０日付けの覚書まで支払計画は作成されなかった。そのた

め、本件ＰＦＩ事業に係る平成２８年度９月補正予算案及び平成２９年度当初予算案は、

支払計画がないまま議会に付議されることとなった。 

 

  第２項 覚書の内容について 
 

 別紙１は、本件ＰＦＩ事業契約書の内容を明確化し、解釈等を補う目的で、本件仮契

約の締結前に行われた協議記録を一覧にまとめたものである。 

 この協議記録の作成日は平成２７年１１月１０日及び平成２８年５月３０日となっ

ている。そもそも、その時点で契約書の内容を明確にすることが必要だと判断している

のであれば、契約書本文の記述を修正すれば足りることである。 

 別紙２は預託金対象業務の詳細を定めたもので、本件ＰＦＩ事業契約書別紙８に比べ

預託金対象として実施するものが限定されている。 

 しかし、対象とする施設について限定されているが、対象業務についての詳細を定め

るに至らない内容となっており、今後何が対象業務とされることとなるかはなお明らか

になっていない。 

 別紙４は、サービス対価支払計画書であり、サービス対価の詳細な内訳及び各支払時

期に係る支払額並びにその支払方法の詳細を定めるものとなっている。 

 サービス対価支払計画書は買取業務、運営業務、維持管理業務、預託金、ＳＰＣ維持

組成費について作成されており、すでに平成５８年１月までの支払額が合意されている。 

 しかし、本件ＰＦＩ事業の買取業務は、各施設の実施設計が終わりその費用が算出さ

れるまで、その金額が確定しない。それにも関わらず、各施設の諸費用を想定し、その

費用を数十回の割賦払いとし、それに対する割賦手数料及び消費税を算出しているが、

そもそも元となっている費用が想定であるため、このサービス対価支払計画書の根拠に

ついては不明である。 
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 第６節 業務要求水準書・企画提案書の検証 

 

  第１項 業務要求水準書、企画提案書 
 

 １ 業務要求水準書、企画提案書とは 

 

 業務要求水準書は、市が応募者に期待するサービスの水準を示すものである。本件Ｐ

ＦＩ事業では、平成２７年３月１１日に業務要求水準書（案）を、平成２７年３月３１

日に業務要求水準書を確定版として公表している。 

 企画提案書は、市が公表した業務要求水準書を元に、提案事業者が事業の実施につい

て創意工夫した企画を提案するものである。本件ＰＦＩ事業で募集に応じた事業者は１

者で、その企画提案書は平成２７年１２月４日に提出されている。企画提案書の大前提

は、業務要求水準書に記載されている要求水準を満たすことであり、その上で事業者の

創意工夫が求められている。 

 

 ２ 担当課等における問題 

 

 本件ＰＦＩ事業は包括発注方式であるため、担当部局の他にも、多くの担当課等がそ

の事業に関わっている。 

 そこで、契約締結までの進捗過程で担当課等が抱えていた問題点のヒアリングを行っ

た。その結果、教育委員会は全般的に問題がないと認識しており、市長部局では問題が

生じていたという顕著な傾向が見られた。そのため、ここでは問題があった部分を取り

上げ検証する。 

 

  第２項 業務要求水準書の作成について 
 

 業務要求水準書を作成する上で、担当部局から記載方法について説明されていたが、

性能発注とするための記載基準が曖昧であったため、担当課等により記載内容に差が出

ることとなった。仕様発注のように詳細に記載した担当課等もあれば、性能発注の特性

を期待し必要最小限の記載にとどめた担当課等もあった。しかし、業務要求水準を詳細

に記載した担当課等では、性能発注であることを理由に記載を簡易に修正するよう指示

されたという話も聞かれた。 

 業務要求水準書の記載内容は本件ＳＰＣが作成する企画提案に直結するものである

ため、記載を十分に行えなかった担当課等では、その後の調整に苦心したようである。 

 今後、同様の契約を行うのであれば、担当課等が希望する性能・機能を十分に調査し、

取りまとめを行う部署が一括して要求水準書の作成を行う、または性能発注における記

載について具体的な基準を示すなど、この問題点を解消する方法を検討する必要がある。 
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  第３項 企画提案書について 
 

 １ タイムスケジュール 

 

 担当課等の多くは、業務要求水準書の作成から企画提案書の提出まで、全体的に短期

間で行われたと感じていた。 

 本件ＳＰＣから提出された企画提案書が、業務要求水準を満たした内容であるかの確

認をする際、担当課等に与えられた確認期間は２日間であった。また、担当課等では企

画提案書のコピーをすることは禁止され、原本は返却することとされていた。さらに、

内容の確認業務は、必要最小限の職員で行うように指示されていた。 

 業務要求水準をこのようなタイトなスケジュールで確認したことは、問題であると考

える。 

 

 ２ ヴァリアントビッド 

 

 ヴァリアントビッドとは、業務要求水準を満たすことを前提に、応募者が事業者提案

として示す代替提案のことである。 

 この企画提案の中にはヴァリアントビッドが含まれていたが、それについても他の提

案と同じ条件で確認作業が進められた。 

 すなわち、全く異なる前提で作成された業務要求水準書と提案企画書の内容を確認し、

業務要求水準が満たされていれば問題ないと回答することとなっていた。当初、改修と

する予定だったものがヴァリアントビッドで新設することとなった提案は、業務要求水

準書に新設施設としての基準が盛り込まれておらず、ヴァリアントビッドを採用する際

の基準が明確ではなかったため、担当課等が事業者との打ち合わせを進める上で、業務

要求水準書をよりどころとすることができなかった。 

 企画提案書の提出前に、本件ＳＰＣと競争的個別対話（以下「個別対話」という。）

が２４回実施されている。個別対話における市の出席者は、開催ごとに異なっているが、

担当課等が出席し、本件ＳＰＣから図面を提示され説明を受けたこともあった。 

 図面については、民間の創意工夫が凝らされたものであったが、市の業務内容につい

て、本件ＳＰＣの調査、理解が不十分だと感じられるところもあったという。また、担

当課等が個別対話に参加した時には、すでに担当部局との基本的な調整が終わった後で、

本件ＳＰＣからの提案が尊重されて話が進められた。事業によっては、施設廃止につい

て言及され、企画提案に対する意見が採用されにくかった担当課等もあった。 

 市民のニーズを始め、業務の内容や施設のあり方を最も把握しているのは担当課等で

ある。公共施設再配置をどのような手法で実施するにせよ、担当課等と協働して進めて

いく体制を構築し、機能させる必要がある。 



 

第

    

    

平

映さ

を２

 公共

２０

り、

 

 

 

 

 

 

 

 

「

じて

減の

い」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉

野よ

を整備充実

しい

利用者負担

額

設

た

第７節 市民

第 1 項 市

平成２８年

させるため「

２０歳以上

共施設再配

０．５％、「

、認知度は

図図図図３３３３    公公公公

「次世代へ

て減らして

のため、必要

」と回答した

図図図図４４４４    

福祉など他の分

よりも公共施設

整備充実してほ

いため、反対で

ある

2.4%

利用者負担が増

額されても公共施

設�残してほしい

ため、減らしてほ

しくない

6.6%

どちらともいえ

い

20.6%

民ニーズの

市政世論調

年８月に市政

め「平成２８年

上の市民を無

配置の認知度

、「あまり知ら

は低い結果と

公共施設再配公共施設再配公共施設再配公共施設再配

への負担を軽

ていく」とい

要である」、「

た人が６４．

公共施設公共施設公共施設公共施設のののの総総総総

知らな

30.7

えな
その他

2.5%

の検証 

調査 

政に対する市

年度第３７回

無作為抽出し

度は、「知って

らない」、「知

となった。 

配置配置配置配置のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

軽減するため

いう再配置基

」、「福祉など

．５％となっ

総量総量総量総量をををを減減減減らしらしらしらし

ない

7%

無回答

2.4

64 

無回答

3.3%

市民の考えや

回市政世論

した 3,000 人

ている」、「

知らない」

みについてみについてみについてみについて、、、、

め、公共施設

基本計画の基

ど他の分野に

っており、基本

していくしていくしていくしていく方針方針方針方針

知っ

2
無回答

4%

次世代

負担軽減

た

要

や要望を幅広

論調査」（以下

人を対象に実

「だいたい知

と回答した

、、、、どのどのどのどの程度知程度知程度知程度知

設の総量を将

基本方針につ

にも税金が必

本方針への理

針針針針についてについてについてについて、、、、どどどど

っている

2.6%
だいたい

知っている

17.9%

あまり

知らな

46.4%

次世代の

負担軽減の

ため、必要

である

34.0%

福祉など他の分

野にも税金が必

要になるため、や

むを得ない

30.5%

広く正確にと

下「市政世論

実施した。 

知っている」

た人が７７．

知知知知っているかっているかっているかっているか（（（（

将来の人口及

ついては、「

必要になるた

理解度�高い

どうどうどうどう思思思思うかうかうかうか（（（（

い

る

り

ない

%
n=1,824 

n=1,824 

分

必

や

とらえ、市政

論調査」という

」と回答した

．１％となっ

（（（（全体全体全体全体））））    

及び財政規模

「次世代の負

ため、やむを

い結果となっ

（（（（全体全体全体全体））））    

政に反

う。）

た人が

ってお

模に応

負担軽

を得な

った。 



 

 また

いくべ

５９．

育て支

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た、「市が管

べきだと思

．３％、防災

支援施設２

医療・

学校

子育て

公

スポ

社会

管理している

思いますか（

災施設３９

２５．８％と

図図図図５５５５    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保健施設 

防災施設 

福祉施設 

校教育施設 

て支援施設 

公園・緑地 

ポーツ施設 

行政施設 

文化施設 

観光施設 

環境施設 

会教育施設 

特になし 

無回答 

0%

る公共施設の

（○は３つま

９．２％、福

となった。 

維持維持維持維持・・・・充実充実充実充実しししし

20

15.4%

12.3%（2

8.9%（163人

7.7%（140人

5.6%（103人）

5.0%（92人）

2.4%（44人）

2.0%（37人）

% 25

65 

のうち、こ

まで…主なも

福祉施設３５

していくべきしていくべきしていくべきしていくべき

39.2%

35.4%（6

34.4%（62

25.8%（470人）

0.1%（367人）

%（280人）

225人）

人）

人）

）

5% 50

れからどの

もの）」とい

５．４％、学

きききき公共施設公共施設公共施設公共施設（（（（

 

 

 

 

 

59.3%（1

%（715人）

645人）

28人）

0% 7

の公共施設を

う問に、医

学校教育施設

（（（（全体全体全体全体））））    

1,082人）

75% 1

を維持、充実

医療・保健施

設３４．４％

100%

実して

施設 

％、子



66 

 

第２項 意見交換会及び市民アンケート等について 

 

市民から多くの意見を聴くため、意見交換会及び懇談会を１１月中旬から開催し、

参加者から出された意見を参考にして、今後のＰＦＩ事業の見直し方針の検討材料と

した。 

その他、意見交換会及び懇談会の参加者の他に多くの市民から意見等を聴取する必

要があると考え、市民アンケート（意見交換会、懇談会及び市民アンケートを総称し、

以下「意見交換会等」という。）を実施し、あわせて見直し方針の検討材料とした。 

主な意見交換会等の意見は、次のとおりである。また、市ホームページで公開をし

ている。 

 

１ 見直しに対する主な意見 

 

・事業費が膨らまないようにしてほしい。個別に企画すると縦割りの弊害が生じ

やすい。見直す場合には多面的に検討してほしい。 

・地域全体のまちづくりをするには、市民の意見は大切。そればかりを重視して

しまった場合、そのリスクとなる財政面に関してダメージを受けるのも市民に

なる。契約済みの案件であるため、今後、財政負担となる違約金や賠償金を減

らす方向でお願いしたい。 

・公共施設再配置、ＰＦＩ事業は、個人的には理にかなっていると思う。ただし、

内容の見直しは賛成。本当に必要なものと、そうでないものを精査する。特に

吉良や一色に住む方々の意見は重要だと考える。 

・ＰＦＩ事業で現在工事中止のものもあるが、学校の改修工事のような緊急性の

あるものは早く再開するべきだと思う。 
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２ 本件ＰＦＩ事業に対する認知度 

 

  「公共施設再配置及びＰＦＩ事業の取り組みについて、どの程度知っていましたか。」

の問に対する市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

市全域では、「知っていた」と「だいたい知っていた」と回答した人をあわせると

２３．２％、「あまり知らなかった」と「知らなかった」と回答した人をあわせると

７５．３％となっており、低い認知度であった。しかし、地区別にて集計した結果で

は、プロジェクト０１（吉良地区）に対する吉良地区での認知度、プロジェクト０２

（一色地区）に対する一色地区での認知度、プロジェクト０３（学校施設）に対する

寺津地区の認知度は、約４割から５割の人が「知っていた」と「だいたい知っていた」

となった。 

 

公共施設再配置及公共施設再配置及公共施設再配置及公共施設再配置及びびびびＰＦＩＰＦＩＰＦＩＰＦＩ事業事業事業事業のののの取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて、、、、どのどのどのどの程度知程度知程度知程度知っていましたかっていましたかっていましたかっていましたか。。。。    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人／下段：％

知っていた
だいたい

知っていた

あまり知ら

なかった
知らなかった 無回答 合  計

59 273 565 513 22 1,432

4.1 19.1 39.5 35.8 1.5 100

16 51 96 49 3 215

7.4 23.7 44.7 22.8 1.4 100

4 49 98 48 2 201

2 24.4 48.7 23.9 1 100

4 10 24 20 0 58

6.9 17.2 41.4 34.5 0 100

吉良地区

一色地区

寺津地区

市全域

0

10

20

30

40

50

60

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

知っていた

だいたい知っていた

あまり知らなかった

知らなかった

無回答

単位：％
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３ プロジェクト０１ （吉良地区）の事業 

    

「プロジェクト０１（吉良地区）について、見直しすべきと考える施設があればご

回答ください。」の問に対する市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

市全域では、「きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟」と回答した人は２０．

０％（※３２．１％）、「きら市民交流センター（仮称）支所棟」は１７．６％（※２

５．６％）、「きらスポーツドーム（仮称）」は２０．７％（※２５．６％）、「その他

の施設」は１．３％（※３．３％）、「見直しすべき施設なし」は９．４％（※１０．

７％）。となった。 

※は吉良地区の割合 

 

プロジェクト０１プロジェクト０１プロジェクト０１プロジェクト０１（（（（吉良地区吉良地区吉良地区吉良地区））））についてについてについてについて、、、、見直見直見直見直しすべきとしすべきとしすべきとしすべきと考考考考えるえるえるえる施設施設施設施設があればごがあればごがあればごがあればご回答回答回答回答くくくく

ださいださいださいださい。。。。    

 

 

 

 

 

 

 

 

(複数回答可)　 上段：人／下段：％

きら市民交

流センター

（仮称）

アリーナ棟

きら市民交

流センター

（仮称）

支所棟

きらスポー

ツドーム（仮

称）

その他の施

設

見直しすべ

き施設なし
わからない 無回答 回答者数

286 252 297 18 134 689 148 1,432

20 17.6 20.7 1.3 9.4 48.1 10.3 　　　-

69 55 55 7 23 68 25 215

32.1 25.6 25.6 3.3 10.7 31.6 11.6 　　　-

28 29 37 4 19 95 30 201

13.9 14.4 18.4 2 9.5 47.3 14.9 　　　-

12 9 13 0 4 32 5 58

20.7 15.5 22.4 0 6.9 55.2 8.6 　　　-
寺津地区

一色地区

市全域

吉良地区

20

17.6

20.7

1.39.4

48.1

10.3

市全域市全域市全域市全域

きら市民交流センター（仮称）

アリーナ棟
きら市民交流センター（仮称）

支所棟
きらスポーツドーム（仮称）

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

32.1

25.6

25.6

3.3

10.7

31.6

11.6

吉良地区吉良地区吉良地区吉良地区

きら市民交流センター（仮称）

アリーナ棟
きら市民交流センター（仮称）

支所棟
きらスポーツドーム（仮称）

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

単位：％単位：％
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（１）きら市民交流センター（仮称）支所棟 

「きら市民交流センター（仮称）支所棟内に計画しているフィットネススタジオ機

能についてどのようにお考えですか。」の問に対する市民アンケートの結果は下表の

とおりである。 

市全域では、「フィットネススタジオ機能は必要である」と回答した人が１４．９％

（※２２．３％）、「フィットネススタジオ機能は必要でない」と回答した人が４２．

６％（※５１．７％）となった。 

※は吉良地区の割合 

 

きらきらきらきら市民交流市民交流市民交流市民交流センターセンターセンターセンター（（（（仮称仮称仮称仮称））））支所棟内支所棟内支所棟内支所棟内にににに計画計画計画計画しているフィットネススタジオしているフィットネススタジオしているフィットネススタジオしているフィットネススタジオ機能機能機能機能につにつにつにつ

いてどのようにおいてどのようにおいてどのようにおいてどのようにお考考考考えですかえですかえですかえですか。。。。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人／下段：％

フィットネスス

タジオ機能

�必要であ

る

フィットネスス

タジオ機能

�必要でな

い

わからない 無回答 合  計

214 610 534 74 1,432

14.9 42.6 37.3 5.2 100

48 111 48 8 215

22.3 51.7 22.3 3.7 100

18 83 77 23 201

9 41.3 38.3 11.4 100

8 26 20 4 58

13.8 44.8 34.5 6.9 100

吉良地区

一色地区

市全域

寺津地区

0

10

20

30

40

50

60

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

フィットネススタジオ機能�必

要である

フィットネススタジオ機能�必

要でない

わからない

無回答

単位：％
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【意見交換会等における意見】 

・フィットネススタジオ機能について事業者が撤退した後はどうなるのか。 

・フィットネススタジオの利用料金が高い。 

・津波一時待避所の収容人数を増やしてほしい。 

・避難所としての機能をもっとつけてほしい。 

・支所としての必要面積が少ない。 

・フィットネススタジオ機能ではなく、支所棟の２階に会議室等を作り、今まで活

動していた利用者が活動できる場所を作る。 

・特定の人が利用するものではなく、もっと幅広い世代の人々が活用できるものを

考えてほしい。 

・ホワイトウェイブ、中央体育館、総合体育館などの類似施設がある。 

・フィットネススタジオは、きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟を利用でき

ないか。 

 

（２）きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟 

【意見交換会等における意見】 

・大アリーナ・小アリーナは卓球ができるように卓球台を配備してほしい。 

・スポーツ施設が多く、老人も使える施設が欲しい。 

・津波一時待避所の収容人数を増やしてほしい。 

・公民館と同等の機能が残る形としてほしい。 

・文化活動をするスペース、室が少なすぎる。調理室がなくなるが、必要。 

・岩瀬文庫にあるふれあいスペース的なものがほしい。 

・畳を利用したいスポーツもある。 

・小さな子を持つ母が参加できるように託児スペースや一緒に参加できるプログラム

があると良い。 

・きら市民交流センター（仮称）支所棟、アリーナ棟、きらスポーツドームのスポ

ーツ機能を集約して、規模縮小。 

・災害時にしっかり機能する施設とするべき。 

・きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟は必要ない。小学校・中学校等の体育

館を利用すればよい。 
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（３）きらスポーツドーム（仮称） 

「きらスポーツドーム（仮称）について、どのようにお考えですか。」の問に対す

る市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

市全域では「計画のとおり、きらスポーツドーム（仮称）を建設」と回答した人が

２２．３％（※４４．２％）、「建物は建設せず、公園とする」と回答した人が３６．

２％（※３４．０％）となった。 

※は吉良地区の割合 

 

きらスポーツドームきらスポーツドームきらスポーツドームきらスポーツドーム（（（（仮称仮称仮称仮称））））についてについてについてについて、、、、どのようにおどのようにおどのようにおどのようにお考考考考えですかえですかえですかえですか。。。。    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上段：人／下段：％

計画のとお

り、きらス

ポーツドーム

（仮称）を建

設

建物�建設

せず、公園

とする

わからない 無回答 合  計

319 519 508 86 1,432

22.3 36.2 35.5 6 100

95 73 34 13 215

44.2 34 15.8 6 100

32 70 76 23 201

15.9 34.8 37.9 11.4 100

9 26 18 5 58

15.5 44.9 31 8.6 100

市全域

吉良地区

一色地区

寺津地区

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

計画のとおり、きらスポーツドー

ム（仮称）を建設

建物�建設せず、公園とする

わからない

無回答

単位：％
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【意見交換会等における意見】 

・きら市民交流センター（仮称）支所棟、アリーナ棟、きらスポーツドームのスポ

ーツ機能を集約して、規模縮小。 

・きらスポーツドームの独立採算というと聞こえは良いが、賃料を取り、改修や改

築費用が賄える仕組にしないといけない。結果的に使用料金が高くなるのではな

いか。 

・きらスポーツドーム（仮称）は不要。小学校・中学校のグラウンド・体育館を利

用すればよい。 

・現行の公園を維持しつつ、屋外のテニスコート、サッカー場を充実させる。 
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（４）吉良町公民館 

「吉良町公民館（昭和４９年建築）の解体について、どのようにお考えですか。」

の問に対する市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

市全域では「計画のとおりアリーナ棟を建設するため、吉良町公民館は解体」と回

答した人が８．４％（※１１．２％）、「利用者の活動拠点が確保されるのであれば、

吉良町公民館を解体」と回答した人が３６．４％（※４４．６％）、「吉良町公民館は

耐震改修等を行い、今までどおりの公民館として使用」と回答した人が２３．９％（※

３２．１％）となった。 

※は吉良地区の割合 

 

吉良町公民館吉良町公民館吉良町公民館吉良町公民館（（（（昭和昭和昭和昭和４９４９４９４９年建築年建築年建築年建築））））のののの解体解体解体解体についてについてについてについて、、、、どのようにおどのようにおどのようにおどのようにお考考考考えですかえですかえですかえですか。。。。    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

上段：人／下段：％

計画のとおり

アリーナ棟を

建設するた

め、吉良町

公民館�解

体

利用者の活

動拠点が確

保されるので

あれば、吉

良町公民館

を解体

吉良町公民

館�耐震改

修等を行い、

今までどおり

の公民館とし

て使用

わからない 無回答 合  計

120 522 342 375 73 1,432

8.4 36.4 23.9 26.2 5.1 100

24 96 69 18 8 215

11.2 44.6 32.1 8.4 3.7 100

13 66 53 47 22 201

6.5 32.8 26.4 23.4 10.9 100

2 25 14 14 3 58

3.4 43.2 24.1 24.1 5.2 100

吉良地区

一色地区

市全域

寺津地区

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

計画のとおりアリーナ棟を建設するた

め、吉良町公民館�解体

利用者の活動拠点が確保されるのであ

れば、吉良町公民館を解体

吉良町公民館�耐震改修等を行い、今

までどおりの公民館として使用

わからない

無回答

単位：％



74 

 

【意見交換会等における意見】 

・アスベストがあるため、解体するしかない。 

・公民館は社会教育施設として重要な利用者の活動拠点なので慎重に考えて欲しい。 

・公民館を修理して今までとおり使いたい。 

 

（５）その他施設 

【意見交換会等における意見】 

・吉良支所は解体し、駐車場にすれば良い。避難場所として活用可。 

・吉良支所はアスベストがあるため、解体するしかない。 

・吉良野外趣味活動施設体育館・管理棟跡地はどのようになるのか。 

・既存の吉良支所の耐震性が確保されているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



75 

 

４ プロジェクト０２ （一色地区）の事業 

    

「プロジェクト０２（一色地区）について、見直しすべきと考える施設があればご

回答ください。」の問に対する市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

市全域では、「多機能型市営住宅」と回答した人は２３．５％（※３２．８％）、「そ

の他の施設」は４．８％（※１２．９％）、「見直しすべき施設なし」が１１．５％（※

１７．９％）となった。 

※は一色地区の割合 

 

プロジェクト０２プロジェクト０２プロジェクト０２プロジェクト０２（（（（一色地区一色地区一色地区一色地区））））についてについてについてについて、、、、見直見直見直見直しすべきとしすべきとしすべきとしすべきと考考考考えるえるえるえる施設施設施設施設があればごがあればごがあればごがあればご回答回答回答回答くくくく

ださいださいださいださい。。。。    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(複数回答可) 　　　　　 上段：人／下段：％

多機能型市

営住宅

その他の施

設

見直しすべ

き施設なし
わからない 無回答 回答者数

337 69 164 742 149 1,432

23.5 4.8 11.5 51.8 10.4 　　　-

48 9 18 110 35 215

22.3 4.2 8.4 51.2 16.3 　　　-

66 26 36 70 11 201

32.8 12.9 17.9 34.8 5.5 　　　-

12 1 4 32 9 58

20.7 1.7 6.9 55.2 15.5 　　　-

一色地区

吉良地区

寺津地区

市全域

0

10

20

30

40

50

60

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

多機能型市営住宅

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

単位：％
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（１）多機能型市営住宅 

「多機能型市営住宅について、どのようにお考えですか。」の問に対する市民アン

ケートの結果は下表のとおりである。 

市全域では「多機能型市営住宅を建設」と回答した人が１６．１％（※１６．９％）、

「旧一色支所（町役場 昭和４２年建築）を解体し、跡地の有効利用を検討」及び「旧

一色支所（町役場 昭和４２年建築）を解体せず、建物の有効利用を検討」と回答し

た人の合計が４４．６％（※７１．６％）となった。 

※は一色地区の割合 

 

多機能型市営住宅多機能型市営住宅多機能型市営住宅多機能型市営住宅についてについてについてについて、、、、どのようにおどのようにおどのようにおどのようにお考考考考えですかえですかえですかえですか。。。。    

    

    

  

上段：人／下段：％

多機能型市

営住宅を建

設

旧一色支所

（町役場　昭

和42年建

築）を解体

し、跡地の有

効利用を検

討

旧一色支所

（町役場　昭

和42年建

築）を解体せ

ず、建物の

有効利用を

検討

わからない 無回答 合  計

230 362 277 455 108 1,432

16.1 25.3 19.3 31.8 7.5 100

39 42 38 67 29 215

18.1 19.5 17.7 31.2 13.5 100

34 46 98 20 3 201

16.9 22.9 48.7 10 1.5 100

12 13 15 12 6 58

20.7 22.4 25.9 20.7 10.3 100

市全域

吉良地区

一色地区

寺津地区

0

10

20

30

40

50

60

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

多機能型市営住宅を建設

旧一色支所（町役場 昭和42年建築）を解

体し、跡地の有効利用を検討

旧一色支所（町役場 昭和42年建築）を解

体せず、建物の有効利用を検討

わからない

無回答

単位：％
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【意見交換会等における意見】 

・市営住宅と消防署が隣り合うことは、サイレンの音の関係上、よくない。 

・住宅は必要ない。 

・単身者に２ＤＫは不要。 

・単身者４５戸は、どのような層を想定しているのか。 

・交通の便が悪く立地条件が悪い。 

・旧一色町の一等地になぜ市営住宅なのか。 

・駐車場台数は十分か。 

・格安で入居できる施設をもっと増やすべきではないのか。 

・防災機能施設としては必要。 

・住宅では、住民しか防災機能を享受できない。防災機能を重視するのであれば、

一般向け施設とするべき。 

・市営住宅は必要なのか。民間アパートで良いのでは。 

・老人が多い市営住宅などの人が上階に入居するには、不便極まりない。 

 

（２）旧一色支所 

「多機能型市営住宅について、どのようにお考えですか。」の問に対する市民ア

ンケートの結果において、市全域では「旧一色支所（町役場 昭和４２年建築）を

解体し、跡地の有効利用を検討」と回答した人が２５．３％（※２２．９％）、「旧

一色支所（町役場 昭和４２年建築）を解体せず、建物の有効利用を検討」と回答

した人が１９．３％（※４８．７％）となった。 

※は一色地区の割合 

 

【意見交換会等における意見】 

・一色支所を存続して有効活用を検討して欲しい。 

・耐震したばかりで解体はもったいない。 

・一色支所の場所へ市営住宅など絶対持ってこないでください。 

・アスベストがあり、長寿命化が難しい支所は、取り壊すべき。 

 

（３）いっしき市民交流広場（仮称）一色学びの館・一色町公民館・一色健康センター 

【意見交換会等における意見】 

・駐車場が不足。 

・事業費が高い。 

・観光ルートの拠点をいっしき地域交流広場に設けてはどうか。 

・３館を統括すると具体的にどのように管理し易くなるか。 

・ＰＦＩで今摩擦が起こっている特別目的会社に維持管理をやらせることとして、

提案されたか理解できない。 
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・一色町公民館は以前の方が利用しやすかった。 

・一色町公民館や一色健康センターの「ホール」等は利用頻度が少ないと思う。 

・一色学びの館も絵本のみでなく、大人も使える工夫をして欲しい。 

 

（４）一色老人福祉センター 

【意見交換会等における意見】 

・取り壊すのではなく、新しく建て替えて欲しい。 

・解体を見直してほしい。 

・解体ではなく耐震チェック。 

・一色老人福祉センターの解体とあるが、核家族化や来たる高齢化社会に対応する

為にも、老人介護、福祉施設の充実化を図るべき。 

 

（５）対米住宅、巨海住宅 

【意見交換会等における意見】 

・改修すれば良い。 

・対米住宅は同じ場所に３階建てで建替えすればよい。 

・耐震に問題のある対米・巨海は解体。 

・巨海住宅は対米住宅と統合して、対米住宅の敷地に建替えすればよい。 

・解体し、住民は他の市営住宅へ転居。 

 

（６）子育て支援センターいっしき 

【意見交換会等における意見】 

・改修せずにそのまま。保育所がなく、支援センターのみなので、気軽に遊べる場

所をとらないで欲しい。 
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５ プロジェクト０３ （学校施設）の事業 

    

 「プロジェクト０３（学校施設）について、見直しすべきと考える施設をご回答く

ださい。」の問に対する市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

特に寺津地区においては寺津温水プール（仮称）の割合が５０％と高くなっている。 

 

プロジェクト０３プロジェクト０３プロジェクト０３プロジェクト０３（（（（学校施設学校施設学校施設学校施設））））についてについてについてについて、、、、見直見直見直見直しすべきとしすべきとしすべきとしすべきと考考考考えるえるえるえる施設施設施設施設をごをごをごをご回答回答回答回答くださいくださいくださいください。。。。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(複数回答可) 上段：人／下段：％

寺津温水

プール（仮

称）

寺津小中学

校給食室
吉良中学校

その他の施

設

見直しすべ

き施設なし
わからない 無回答 回答者数

401 138 142 34 197 601 132 1,432

28 9.6 9.9 2.4 13.8 42 9.2 　　　-

62 23 41 3 24 76 29 215

28.8 10.7 19.1 1.4 11.2 35.3 13.5 　　　-

68 17 11 14 30 72 18 201

33.8 8.5 5.5 7 14.9 35.8 9 　　　-

29 8 8 0 5 14 7 58

50 13.8 13.8 0 8.6 24.1 12.1 　　　-

一色地区

寺津地区

市全域

吉良地区

28

9.6

9.9

2.4
13.8

42

9.2

市全域市全域市全域市全域

寺津温水プール（仮称）

寺津小中学校給食室

吉良中学校

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

28.8

10.7

19.1

1.411.2

35.3

13.5

吉良地区吉良地区吉良地区吉良地区

寺津温水プール（仮称）

寺津小中学校給食室

吉良中学校

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

33.8

8.5

5.5

714.9

35.8

9

一色地区一色地区一色地区一色地区

寺津温水プール（仮称）

寺津小中学校給食室

吉良中学校

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

50

13.813.8

0

8.6

24.1

12.1

寺津地区寺津地区寺津地区寺津地区

寺津温水プール（仮称）

寺津小中学校給食室

吉良中学校

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

単位：％ 単位：％

単位：％単位：％
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（１）寺津温水プール（仮称） 

【意見交換会等における意見】 

・市民プールよりも学校プールをまず優先して考えて欲しい。 

・市民プールと学校プールを共用することで生徒の安全が心配（盗撮などの軽犯罪）。 

・寺津小中学校プールはそのまま使えばよい。 

・民間事業者によるプールの運営は廃業リスクがある。 

・進入路が狭いことや駐車場の確保の問題がある。 

・学校敷地外でプールを建設して欲しい。利用しやすい立地条件で選定すること。 

・市民が学校敷地へ出入りすることによるトラブルが心配である。 

・スイミングスクールで独立採算を共存できるか。 

・義務教育施設に商業の理念を持ち込むのは不適当。 

・故障等使用不可時の対応や独立採算事業赤字の際の検討。 

・市民プールと学校プールの両立運営が可能であると思えない。 

・一般利用者が利用しにくい。 

・Ｂ＆Ｇにて、夕方以降、社会人も泳いでいるので、利用できるように。 

・各学校のプールは残して欲しい。 

・プールは中学校区に１つは欲しい。 

・車移動による安全性・移動時間の問題。 

・学校独自のプール行事等ができなくなる。 

・民間３つのプールでは、全小・中学校のプール授業はまかなえない。 

 

（２）寺津小中学校給食室 

【意見交換会等における意見】 

・統合する理由がわからない。 

・統合するとノロウィルスが発生した場合、小学校も中学校も感染する。 

・寺津は食育先進地区なので、安心安全な給食室を作ってもらいたい。 

・子供にとって食べることはとても大切なこと。経過をみたり、感じることはとて

も大事なこと。 

・食育については、大事だと思う。食べることを疎かにしなければ、活きることも

大切に考える様に思う。給食はよく熟考すべき事案。 

・いまやるべきなのか。 

・衛生面でも給食室改修は必要。 

・配送はどうするのか。 

・西尾市全域で考えてみてはどうか。 

・給食室ではなくセンター化。福地につくる給食センター、一色町の給食センター

から配ればよい。 
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（３）寺津小学校、寺津中学校 

【意見交換会等における意見】 

・小中学校改修は次世代投資として必要。 

 

（４）吉良中学校 

【意見交換会等における意見】 

・吉良中学校の改修が遅れるのが心配。ＰＴＡや学校と話す機会を増やしてほしい。 

・吉良中学校の改修は保護者や先生に相談なく進められてきた。 

・築年数も古いので建替え（特にＢ棟）。 

・中学校の一般開放は防犯上不安。 

・吉良中学校は相当古いので改修が必要。 

・吉良中学校の地盤は大丈夫なのか。 

・歴史伝承館不要。 

・職員室を広げるより、カウンセリング（専門家）など気軽に相談できる部屋があ

った方がよい。 

・必要以上の改修は必要ない（全面建具、一般開放）。 

・学校敷地内での地域コミュニティ機能は不要。 

・一般向け施設は、各施設にあるので、中学校敷地内につくる必要ない。 

 

（５）一色町体育館 

【意見交換会等における意見】 

・古くて危険な箇所もある。 

 

（６）一色Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 

【意見交換会等における意見】 

・Ｂ＆Ｇは駐車場完備。 

・建替又は改修し継続使用。 

・Ｂ＆Ｇは老朽化しているので解体やむなし。 
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６ プロジェクト０４ （資料館）の事業 

    

「プロジェクト０４（資料館）について、見直しすべきと考える施設があればご回

答ください。」の問に対する市民アンケートの結果は下表のとおりである。 

 

プロジェクト０４プロジェクト０４プロジェクト０４プロジェクト０４（（（（資料館資料館資料館資料館））））についてについてについてについて、、、、見直見直見直見直しすべきとしすべきとしすべきとしすべきと考考考考えるえるえるえる施設施設施設施設をごをごをごをご回答回答回答回答くださいくださいくださいください。。。。    

 

 

  

(複数回答可) 上段：人／下段：％

西尾市資料

館

その他の施

設

見直しすべ

き施設なし
わからない 無回答 回答者数

165 74 277 769 186 1,432

11.5 5.2 19.3 53.7 13 　　　-

26 9 45 106 36 215

12.1 4.2 20.9 49.3 16.7 　　　-

17 9 61 86 32 201

8.5 4.5 30.3 42.8 15.9 　　　-

9 5 9 27 9 58

15.5 8.6 15.5 46.6 15.5 　　　-
寺津地区

市全域

吉良地区

一色地区

0

10

20

30

40

50

60

市全域 吉良地区 一色地区 寺津地区

西尾市資料館

その他の施設

見直しすべき施設なし

わからない

無回答

単位：％
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【意見交換会等における意見】 

・４つの資料館を１つに統合。 

・西尾市民がいってみたいと思う魅力的な施設に生まれ変われば良いと思う。 

・資料をただ展示するだけではなく、テーマを決めて企画展を定期的に開催するな

ど郷土の歴史、文化への関心を喚起する工夫を望む。 

・常設展示を見る人が少ないと思うので、常設を減らして企画展を内容の楽しいも

のとした方がいいと思う。 

・図書館、市役所など公共施設の一部に移管。 

・展示ではなく、デジタル化。 

・１箇所にまとめてしまうと行けない地域の子ができてしまう。 

・小学生が社会科の学習に活用できる資料館。 

・吉良歴史民俗資料館は、低地のため、収蔵庫に向かない。 

・展示と収蔵庫は離さない方がよい。 

・資料館は大切である。現在のまましっかりと守るべき。 

・吉良・幡豆歴史民俗資料館を収蔵庫としないで資料館とする。 

・吉良・幡豆歴史民俗資料館を収蔵庫として残す必要はない。 

・一色学びの館（資料館機能）は不要。西尾市資料館を市内で統一させる。 

・大提灯及び佐久島の古墳などのレプリカが展示してあり、これらの一色の歴史を

後世に伝える為ぜひ存続を。 

 

７ プロジェクト０８（包括マネジメント）の事業 

    

【意見交換会等における意見】 

・事業者は、できるだけ競争原理がはたらくような仕組みで定期的で交替できるよ

うにしてほしい。 

・１６０施設を包括するというのは大きすぎると思う。 

・リスクが大きすぎる。 

・コストを低減することは維持管理に大切なこと。包括することで、実際にコスト

がおさえられるのであれば良い。 

・コストが低減するとは思えない。 

・公共施設の維持管理については、住民サービスの低下にならない様十分配慮する

こと。 

・サービスが維持できるか心配。 

・市が指導可能な体制を取り入れていただきたい。確実なチェック実施。 

・法令遵守が優先することが大切。 



 

第５

    

第

    

番号番号番号番号

１

２

３

 

１

    

フィ

もので

市民

答した

 

図６

トネス

37.3

５章 見直し

第１節 プロ

号号号号    計画計画計画計画    

１ 新設 

２ 新設 

３ 新設 

１ きら市民

ィットネス

である。 

民アンケー

た人が、市

６ 市民ア

ススタジオ

5.2

【【【【市全域市全域市全域市全域

し方針 

ロジェクト

    施施施施

 
きら市民

（仮称）

 
きら市民

（仮称）

 
きらスポ

（仮称）

民交流セン

ススタジオ機

ートでは図６

市全域では４

アンケート「

オ機能につい

14.9

42.6

域域域域】】】】

ト０１ （吉

施設名称施設名称施設名称施設名称    

民交流センタ

）支所棟 

民交流センタ

）アリーナ棟

ポーツドーム

） 

ンター（仮称

機能は、本件Ｓ

６のとおり、「

４２．６％、

「きら市民交

いてどのよう

22.322.322.322.3

84 

吉良地区）

ター 

トレ

ット

ず、

吉良

防災

ター 

棟 
規模

ム 
建設

称）支所棟

ＳＰＣから

「フィット

、吉良地区で

交流センター

うにお考えで

5555

3.73.73.73.7

【【【【吉良地区吉良地区吉良地区吉良地区

）の事業 

レーニング室

トネススタジ

、そのスペー

良支所機能は

災倉庫機能は

模及び内容を

設しない。 

棟 

らヴァリアン

ネススタジ

では５１．７

ー（仮称）支

ですか。」 

22.322.322.322.3

51.751.751.751.7

地区地区地区地区】】】】

方方方方        針針針針

室、体育室、

ジオ機能」と

ースは、用途

は実施する。

は規模を再検

を再検討し建

ントビッドと

ジオ機能は必

７％であった

支所棟に計画

3333

フィットネススタジオ

は必要である

フィットネススタジオ

は必要でない

わからない

無回答

針針針針    

、浴室（以下

という。）は

途変更する。

。 

検討し実施す

建設する。 

として提案さ

必要でない」

た。 

画しているフ

フィットネススタジオ機能

である

フィットネススタジオ機能

でない

わからない

 

下「フィ

は整備せ

。 

する。 

 

された

」と回

フィッ

機能

機能
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意見交換会等からフィットネススタジオ機能は、利用者が限定的となる施設に多額の

費用を投じることが必要でないと市民に感じられている。 

このことから、当初の計画通り実施することは、多くの市民の意向に沿うものではな

いとの判断に至り、フィットネススタジオ機能部分を取りやめ、用途変更するものであ

る。 

また、きら市民交流センター（仮称）支所棟は、工事の進捗状況としては、写真１，

２のとおり、建物外観はほぼ終了し、内装工事の途中で工事が中止となっている。 

フィットネススタジオ機能部分には、「きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟」

及び吉良中学校に計画されている「生涯学習機能」や市政世論調査において維持・充実

していくべき公共施設である「子育て支援施設」などを検討する。 

 

 

 

 

２ きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟 

    

吉良町公民館、コミュニティ公園体育館・管理棟、吉良野外趣味活動施設体育館の集

約施設として位置付けており、吉良町公民館跡地にその代替施設として計画されている。 

市民アンケートでは図７のとおり、「アリーナ棟を建設する」と「利用者の活動拠点

を確保して吉良町公民館解体」と回答した吉良町公民館の解体を容認する人は市全域で

４４．８％であり、吉良地区では５５．８％であった。 

吉良町公民館を解体する前提で、利用者の活動拠点を求める声も多く、その代替施設

を検討する必要があるが、財政負担軽減のため規模及び内容を再検討し建設する。 

なお、きら市民交流センター（仮称）支所棟において、吉良町公民館利用者の活動拠

点が十分に確保できない場合は、きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟でも計画す

る。 

 

写真１：きら市民交流センター（仮称）

支所棟 外観 

写真２：きら市民交流センター（仮称）

支所棟 内部 



 

図７

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３

    

きら

のであ

しか

をきら

を建設

23.9

26.2

７ 市民ア

３ きらスポ

らスポーツ

ある。 

かし、公共施

ら市民交流

設せず、公

9

5.1

【【【【市全域市全域市全域市全域

アンケート「

ポーツドー

ツドーム（仮

施設の保有

流センター（

公園として利

8.4

36.4

域域域域】】】】

「吉良町公民

ーム（仮称）

仮称）は、本件

総量及び次

（仮称）アリ

利用する。 

32.1

8

86 

民館の解体に

） 

件ＳＰＣか

次世代の負担

リーナ棟に集

 

8.4
3.7

【【【【吉良地区吉良地区吉良地区吉良地区

について、ど

からヴァリア

担軽減を図る

集約すること

11.2

44.6

地区地区地区地区】】】】

どのようにお

アントビッド

るために、屋

とを検討する

 

計画のとおりアリーナ

するため、

利用者の活動拠点

のであれば

体

吉良町公民館

い、今までどおりの

て使用

わからない

無回答

お考えですか

ドで提案され

屋内スポーツ

ることとし、

のとおりアリーナ棟

、吉良町公民館

活動拠点が確保

のであれば、吉良町公民館

吉良町公民館は耐震改修等

までどおりの公民館

い

 

か。」 

れたも

ツ機能

、建物

 

棟を建設

吉良町公民館は解体

確保される

吉良町公民館を解

耐震改修等を行

公民館とし
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第２節 プロジェクト０２ （一色地区）の事業 

    

番号番号番号番号    計画計画計画計画    施設名称施設名称施設名称施設名称    方方方方        針針針針    

１ 解体 
旧一色支所 

（別館、会議棟、車庫含む） 

旧本庁舎は利活用するか解体する

かを引き続き検討する。 

会議棟は解体する。 

車庫は解体しない。 

※別館は解体完了 

２ 新設 多機能型市営住宅 建設しない。 

３ 解体 一色老人福祉センター 解体しない。 

４ 解体 対米住宅 解体しない。 

５ 解体 巨海住宅 解体しない。 

６ 改修 子育て支援センターいっしき 改修は行わず、解体する。 

 

１ 旧一色支所（別館、会議棟、車庫含む） 

    

旧本庁舎は、平成１７、１８年に耐震改修工事を行っているなどの理由から旧本庁舎

の利活用を望む意見が多くある。一方、構造体劣化度調査では、構造体のコンクリート

の中性化が進行している。今後、再配置基本計画の基本理念に基づき、利活用を検討す

る。 

会議棟は、管理、防犯上支障があり、旧本庁舎の利活用を検討する上で影響は少ない

と考え、解体する。 

車庫は、さまざまな備品等の保管場所として利用されているため解体しない。 

 

２ 多機能型市営住宅 

    

市営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃借または転貸する住

宅で、市民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与する目的の施設である。 

建設予定地にある旧一色支所本庁舎を利活用することが可能か、解体することが適切

であるか検討することとしたため、建設しない。 

また、将来の人口減少や民間住宅の空家増加など、社会情勢の変化に応じるため、平

成３０年度に西尾市市営住宅長寿命化計画の見直しを行う。この計画の見直しで、市営

住宅の供給方法、建設場所及び戸数などの検討を行う。  
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３ 一色老人福祉センター 

    

 一色老人福祉センターの機能は、多機能型市営住宅の１階に機能移転を計画していた。

しかし、多機能型市営住宅を建設しないことにより、移転先が確保されなくなった。一

色老人福祉センターは、昭和４７年建築で、冷暖房設備の故障や雨漏りが発生している

状況であるが、耐震改修が行われているため、必要な修繕を行い移転先が確保されるま

で、建物を継続使用することとし、解体しない。 

 

４ 対米住宅 

    

多機能型市営住宅の建設をしないことから、住宅の確保が必要であるため解体しない。 

また、平成３０年度に西尾市市営住宅長寿命化計画の見直しで、市営住宅の供給方法、

建設場所及び戸数などの検討を行う。 

 

５ 巨海住宅 

    

多機能型市営住宅の建設をしないことから、住宅の確保が必要であるため解体しない。 

 また、平成３０年度に西尾市市営住宅長寿命化計画の見直しで、市営住宅の供給方法、

建設場所及び戸数などの検討を行う。 

 

６ 子育て支援センターいっしき（療育センター） 

    

子育て支援センターいっしきは、平成３０年１月から西尾市子育て・多世代交流プラ

ザ（旧一色健康センター）に機能移転をしている。療育センターは、少人数療育の必要

性、現状の飽和状態の解消及び利用者の増加が予想されたことから、空施設となった旧

子育て支援センターいっしきを療育センター一色分室（児童福祉法に基づく発達支援事

業）として改修する計画となっている。 

しかし、療育センターの利用者の推移をみると必ずしも緊急性は高くない状況となっ

た。 

旧子育て支援センターいっしきは、設備の古さや建物の老朽化が著しく、今後の維

持・修繕等に多くの手間と費用が見込まれる。そのため、利用者にとっても快適性の乏

しいものとなってしまう恐れがある建物を再利用してまで、施設を用意する必要はない

と考え、療育センターへの改修は行わず、施設を解体する。 
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が必要である

８のとおり、寺

画では

ないた

）は建

ールの

針に基

につい

えで、学

するこ

プール

ールの

図

べ
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13.8

0

8.6

24.1

12.

学校施設）

施設名称施設名称施設名称施設名称    

プール（仮称

Ｇ海洋センタ

学校給食室 

校 

ＰＣからヴ

に寺津校区町

１２月１９日

する要望書」

保、②寺津小

るとしている

寺津地区の

図８ 市民ア

べきと考える

13.88

.1

【【【【寺津地区寺津地区寺津地区寺津地区

）の事業 

称） 建設

ター 大規

合に

建設

改修

ヴァリアント

町内会長会か

日に平成２７

」が提出され

小学校敷地を

る。 

の半数の人が

アンケート「

る施設をご回

50

地区地区地区地区】】】】

寺津温水

寺津小中

吉良中学

その

見直

わからな

無回答

方方方方    

設しない。 

規模修繕が必

には解体する

設しない。 

修しない。 

トビッドで提

から「寺津温

７、２８年度

れた。 

を利用した駐

が見直しすべ

「プロジェク

回答ください

寺津温水プー

寺津小中学校

吉良中学校

その他の施設

見直しすべき

わからない

無回答

    針針針針    

 

必要となっ

る。 

 

 

提案されたも

温水プール新

度寺津町評議

駐車場計画の

べきと考える

クト０３にて

い。」（複数

プール（仮称）

学校給食室

施設

べき施設なし

った場

もので

新設施

議員会

の見直

る施設

て見直しす

数回答可） 

 

）
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２ 一色Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 

    

プール水槽や排水管の腐食により漏水が発生しているなど施設全体が老朽化してい

る状況であるが、寺津温水プール（仮称）を建設しないことから、当面は施設を維持す

ることに努める。しかし、財政負担軽減の必要性を考慮し、大規模修繕が必要となった

場合には解体する。 

 

３ 寺津小中学校給食室 

    

市の学校給食調理方式は、旧西尾市では自校方式、旧３町では給食センター方式と

なっている。市全体の学校給食調理方式についての方針を平成３２年度を目標に策定予

定であるため、給食室は建設しない。 

なお、寺津小学校の給食室は、昭和５７年建築の鉄骨造で、寺津中学校の給食室は、

昭和５５年建築の鉄筋コンクリート造のため、建替えの緊急性はない。 

参考：各小中学校給食室の建築年度は、東部中学校昭和４１年１２月、福地南部小学校昭和

５３年３月、米津小学校及び室場小学校昭和５４年３月。 

 

４ 吉良中学校 

    

吉良中学校校舎は、老朽化が進んでいる。特に昭和４２年に建設された教室棟は、西

尾市公共施設白書２０１３では、構造体劣化調査の結果、物理的耐用年数２０年程度未

満となる「Ｃ」判定となっている。また、建設当時から地盤沈下の影響で、校舎のいた

るところで改修工事を行ってきた経緯がある。 

本件ＰＦＩ事業の改修工事において、構造に影響するような大きな問題が見つかった

場合は、更なる費用負担が必要となる。その上、改修工事をする際に仮設校舎が用意さ

れず、生徒は工事中の校舎内での学校生活を余儀なくされるなど不安要素が多く存在す

る。したがって、改修工事は行わず、建替えを検討する。 
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第４節 プロジェクト０４ （資料館）の事業 

    

番号番号番号番号    計画計画計画計画    施設名称施設名称施設名称施設名称    方方方方        針針針針    

1 改修 吉良歴史民俗資料館 改修しない。 

 

１ 吉良歴史民俗資料館 

    

西尾市塩田体験館の一部を利用している吉良歴史民俗資料館は、収蔵スペースとして

改修する計画である。西尾市塩田体験館には、小学生など大勢の来館者があり、それに

対応するスペースが不足していることから、改修せず西尾市塩田体験館として利用する。 

 

第５節 プロジェクト０８ （包括マネジメント）の事業 

    

業務名業務名業務名業務名    方方方方        針針針針    

包括マネジメント 継続して実施する。 

    

検証では効果につき疑義を呈しているが、平成２９年度は個別委託契約から包括契約

へ移行した初年度であり、まずは平成２８年度で実施した業務を踏襲して行っているも

のである。本件ＳＰＣが今後業務全般を掌握し、維持管理マニュアルを整備した上で包

括マネジメント業務を行った場合の効果等については、現段階で明確な判断ができるも

のではない。 

そのため、当面は状況の推移を見ながら継続して実施し、今後、その効果等が判断で

きた時点で、改めて対応を検討する。 
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第６節 まとめ 

【本件新設施設】 

施設名称施設名称施設名称施設名称    方方方方        針針針針    

きら市民交流センター（仮称） 

支所棟 

フィットネススタジオ機能は整備せず、そのスペース

は、用途変更する。 

吉良支所機能は実施する。 

防災倉庫機能は規模を再検討し実施する。 
きら市民交流センター（仮称） 

アリーナ棟 
規模及び内容を再検討し建設する。 

きらスポーツドーム（仮称） 建設しない。 
多機能型市営住宅 建設しない。 
寺津温水プール（仮称） 建設しない。 
寺津小中学校給食室 建設しない。 

 

【本件改修施設】 

施設名称施設名称施設名称施設名称    方方方方        針針針針    

子育て支援センターいっしき 改修は行わず、解体する。 

一色健康センター 改修工事が完了している。 

一色町公民館 改修工事が完了している。 

一色学びの館 改修工事が完了している。 

旧海の歴史館 改修工事が完了している。 

吉良中学校 改修しない。 

寺津小学校 計画のとおり実施する。 

寺津中学校 計画のとおり実施する。 

一色町体育館 計画のとおり実施する。 
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資料館（歴史公園内） 計画のとおり実施する。 

吉良歴史民俗資料館 改修しない。 

幡豆歴史民俗資料館 計画のとおり実施する。 

 

【本件解体施設】 

施設名称施設名称施設名称施設名称    方方方方        針針針針    

コミュニティ公園 

体育館・管理棟 
計画のとおり実施する。 

吉良野外趣味活動施設 

体育館・管理棟 
計画のとおり実施する。 

吉良町公民館 計画のとおり実施する。 

吉良支所 計画のとおり実施する。 

吉良防災倉庫、車庫 解体工事が完了している。 

旧上横須賀郵便局 計画のとおり実施する。 

横須賀老人憩の家ホール棟 計画のとおり実施する。 

旧一色支所 

旧本庁舎は利活用するか解体するかを引き続き検討

する。 

会議棟は解体する。 

車庫は解体しない。 

※別館は解体完了 

一色老人福祉センター 解体しない。 

対米住宅 解体しない。 

巨海住宅 解体しない。 

一色Ｂ＆Ｇ海洋センター 

プール 
大規模修繕が必要となった場合には解体する。 

 

【維持管理】 

業務名業務名業務名業務名    方方方方        針針針針    

包括マネジメント 継続して実施する。 
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第６章 むすび 

 

西尾市方式ＰＦＩ事業の「凍結・見直し」を掲げて、市長に就任してから８

か月が過ぎようとしております。 

 

この「凍結・見直し」を実施するために、８月１０日に検証プロジェクトチ

ームを組織し、１０月１日にはこの組織を発展させ、企画政策課内にＰＦＩ事

業検証室を設置しました。そこで、一部を除く工事を一時中止の上、西尾市方

式ＰＦＩ事業の検証、見直し方針の作成を進めてまいりました。 

 

検証は、これまでの事業の進め方について、実施経過の検証とその問題点の

整理を行ない、二度と同じ問題を引き起こさないこと、さらには、これから進

める公共施設再配置計画における官民連携の最適化を探るためのものでありま

す。 

見直し方針の策定については、公共施設再配置の基本理念に立ち返り、市民

が納得し、意義を共有できるものとするための検討を行ってまいりました。検

討にあたり、市民の皆様の声を反映させるため、意見交換会やアンケート調査

を行うなど、多くの方々のご協力を賜りましたことに感謝を申し上げます。 

 

今後は、検証結果を真摯に受け止め、この見直し方針に基づき、公共施設再

配置第１次プロジェクトを、着実に進めるとともに、市民と共に考え、本市の

将来を見据えて、公共施設再配置を加速させてまいりたいと考えております。 

 

   平成３０年３月５日 

 

                     西尾市長 中村 健 
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資料 
 

収集した資料 
 

 注意 

下記資料は、提供依頼に対する回答時点で存しているものであり、その後に関係各所が

取得、作成、変更したものについて網羅しているものではない。 

 

 １ 契約書、覚書、合意書関係 

 

（１） 契約関係 

・ 事業契約書（案） 

・ 坂栄鷹子（さかえたかこ）弁護士リーガルチェック資料（「新たな官民連携手法（西

尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクトに関する基本協定書（案）」、

「事業契約書（案）」） 

・ ２８年５月３０日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクト「特定事業仮契約書の件」／日比谷パーク法律事務所 

・ ２８年５月３０日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトに係る特定事業契約の仮契約締結について（伺い） 

・ 特定事業契約書 

 

（２） 覚書 

・ ２９年３月３０日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクト特定事業契約書に付随する覚書について（伺い） 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト特

定事業契約書に付随する覚書 

 

（３） 合意書・協定書 

・ ２８年２月２９日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクトに関する基本協定書 

・ ２９年３月２８日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトに関するサービス基準合意書等の締結について（伺い） 

・ ２９年３月３０日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクトに関するサービス基準合意書 

・ ２９年３月３０日 特定事業契約に対するサービス対価の減額及び改善要求措置

等の実施方法に係る覚書 
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（４） その他 

・ ２９年３月２４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクト 特定事業契約における継続協議案件の協議方針について

（確認） 

・ ２９年３月３１日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクト 特定事業契約における継続協議案件の協議方針について（回

答） 

・ 開発業務委託契約書（株式会社エリアプラン西尾・株式会社西尾地域開発） 

・ 開発業務委託契約書（株式会社エリアプラン西尾・矢作地所株式会社） 

・ 不動産売買契約書（案）（株式会社エリアプラン西尾・矢作地所株式会社） 

・ 包括マネジメント業務委託契約書（株式会社エリアプラン西尾・辻村工業株式会

社・サンエイ株式会社） 

・ 契約保証金について「旧海の歴史館」、「いっしき市民交流広場」 

・ 履行保証書の提出について「きら市民交流センター（仮称）支所棟」 

 

 ２ 募集要項、提案関係 

 

（１） 実施方針・募集要項・要求水準書 

・ ２６年７月２５日起案 公共施設再配置プロジェクトにかかる実施方針公表に向

けての事前方針の策定及び公表について（伺い） 

・ 西尾市が新たなまちづくりの出発点として官民連携手法で進める公共施設再配置

プロジェクト（仮称）「実施方針公表のための事前方針（案）」 

・ ２６年１１月１３日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再

配置第１次プロジェクトに関する実施方針の策定及び公表について（伺い） 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト「実

施方針（案）」 

・ 西尾市が新たなまちづくりの出発点として官民連携手法で進める公共施設再配置

プロジェクト（仮称）「実施方針公表のための事前方針」、「実施方針公表のための

事前方針 追加版」 

・ 事業対象の土地に関する資料一覧 

・ 公共施設再配置 P 要求水準書（案）施設関係課要望書【性能発注資料】 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト「実

施方針」、「特定事業の選定」、「業務要求水準書」、「募集要項」、「募集要項 優先

交渉権者選定基準」、「募集要項 企画提案書作成要領」、「募集要項 様式集」、「優

先交渉権者の決定（速報）」、「優先交渉権者 選定報告書」 

・ ２７年３月９日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトに関する業務要求水準書（案）等について（伺い） 
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・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト「業

務要求水準書（案）」、「業務要求水準書（案）に係る添付資料等」 

・ 業務要求水準書（案）の市民ニーズに関する意見 

・ 業務要求水準書（案）の市民ニーズに関する意見受付結果について 

・ ２７年３月２６日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトの特定事業の選定及び募集要項の公表について（伺い） 

・ ２７年３月３０日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトの特定事業の選定にあたっての客観的評価結果の公告につ

いて（伺い） 

 

（２） 企画提案書 

・ 全体計画に関する提案書 

・ 買取業務に関する提案書 

・ 維持管理業務に関する提案書 

・ 運営業務に関する提案書 

・ 公的不動産の有効活用に関する提案書 

・ 独立採算業務［公共サービス］に関する提案書 

・ 独立採算業務［民間サービス］に関する提案書 

・ 公共施設再配置プロジェクトに関する提案書 

・ 代替案（ヴァリアントビッド）の企画提案書 

・ 代替案（ヴァリアントビッド）に関する補足資料 

・ 優先交渉権者の企画提案の概要 

・ 提案金額書 

・ 公共施設再配置プロジェクト０１ 企画提案確認表（市担当部署） 

 

 ３ 費用関係 

 

（１） 維持組成費 

・ 特別目的会社維持組成費および特別目的会社一般管理費 

 

（２） サービス対価 

・ ２７年３月２５日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにおけるサービス対価予定額について（伺い） 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト「Ｖ

ＦＭの算定（特定事業選定時）」、「現在価値換算表」 

・ ２８年５月２３日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクト「サービス対価支払計画表」 
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（３） ＶＦＭ・設計書 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト「設

計書」 

 

（４） 維持管理業務（０８事業） 

・ ０８包括マネジメント業務 平成２９年度支払一覧表、 

業務増減一覧表（担当部署から２９年１１月２７日提供） 

 

（５） 預託金 

・ ２９年７月７日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１

次プロジェクト 特定事業契約に基づく預託金の支払計画について「旧海の歴史

館改修工事」 

・ ２９年８月４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクト 特定事業契約に基づく預託金充当の承認について（伺い） 

・ ２９年９月１１日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクト 特定事業契約に基づく預託金充当に係る是正措置の承認

について（伺い） 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクト 特

定事業契約に基づく預託金の過充当に係る報告等について 

・ ２９年１０月１１日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクト 特定事業契約に基づく預託金充当に係る是正措置の報告に

ついて 

・ 大飯町複合型交流施設整備 PFI 事業 事業契約書（案） 

・ PFI 事業に係る長期修繕・更新業務対価の取扱いについて（預り金として計上する

ことの可否） 

 

 （６）その他 

・ ２９年度、３０年度予算 関係各課振分明細 

 

 ４ ＳＰＣ関係 

 

・ 株式会社エリアプラン西尾 履歴事項全部証明書 

・ 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第１次プロジェクトの

要求水準書（案）に関する対話記録（５回、２７年３月１３日～３月２１日） 

・ 競争的個別対話 対話記録（第１回～第２４回、２７年７月２１日～１２月１日） 

・ 優先交渉権者との協議記録（１回～６回、２８年１月２７日～２月２５日） 

（基本協定締結後：１回～１２回、２８年３月１５日～５月１２日） 
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・ SPC 打ち合わせ（№１～№１７、２８年６月２９日～２９年２月９日） 

・ 応募者の構成員一覧表（構成企業）、（協力企業） 

・ 本事業で連携する不動産開発企業等の構成員一覧表 

・ ２８年５月２６日 株式会社エリアプラン西尾 関係企業出資状況メモ 

 

 ５ ＶＦＭ、コンサルタント委託業務関係 

 

（１） ＶＦＭ・コンサルタント委託業務関係 

・ ２５年度 西尾市サービスプロバイダ方式の PFI 実現可能性検討調査報告書 

・ ２６年度西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進支援業務報告書 

委託成果物一式（業務報告書一式（協議資料など含む）、決定事項記録簿№１～３

０） 

・ ２７年度西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進支援業務 委託成

果物一式（報告書一式（成果資料含む）、決定事項記録簿№１～３３） 

・ ２８年度西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進支援業務 委託成

果物一式（報告書一式、決定事項記録簿№１～１１） 

・ ２５年６月２１日起案 サービスプロバイダ方式のＰＦＩ実現可能性検討調査に

かかる事業者調査について（伺い） 

・ ２５年８月９日起案 サービスプロバイダ方式のＰＦＩ実現可能性検討調査業務

の実施及び業務の決定方式について（伺い） 

・ サービスプロバイダ方式のＰＦＩ実現可能性調査業務 契約関係資料一式 

・ ２９年度西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進（サービスプロバ

イダ方式のＰＦＩ事業）支援業務 契約関連資料一式 

・ 株式会社五星 履歴事項全部証明書 

・ 株式会社ＧＰＭＯ 履歴事項全部証明書 

 

（２） 委託業務補助金関係 

・ ２５年４月１８日起案 平成２５年度先導的官民連携支援事業補助金の応募申請

について（伺い） 

・ ２５年６月６日 平成２５年度先導的官民連携支援事業 選定通知書 

・ ２５年７月２６日 平成２５年度先導的官民連携支援事業補助金「交付申請書」 

・ ２５年８月５日 国総官第１１号 補助金交付決定通知書 

・ ２６年３月 平成２５年度先導的官民連携支援事業補助金「実績報告書」、「精算

払請求書」 

・ ２６年３月１３日 平成２５年度先導的官民連携支援事業補助金の額の確定通知

書 
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 ６ 業務計画、工事（新設・改修・解体）、維持管理業務関係 

 

（１） ＳＰＣ維持組成関係 

・ ２８年６月２７日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクト「特別目的会社維持組成業務 平成２８年度 年間業務計画書」 

・ ２９年６月３０日 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置第

１次プロジェクト「特別目的会社維持組成業務 平成２８年度 年間業務報告書」

（決算報告書、監査報告書など含む） 

 

（２） 新設関係 

  ア 全般 

・ ２８年７月４日 「業務計画書（新設施設に係る業務）」 

・ ２８年７月４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「業務

計画書（新設工事に係る業務）」 

 

  イ きら市民交流センター（仮称）支所棟 

・ ２８年７月１５日 「基本計画の策定及び設計業務計画書」 

・ ２８年７月１９日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「基

本計画の策定及び設計業務計画書」 

・ ２８年１２月６日 「基本計画図書及びその監視結果について」 

・ ２９年５月１９日 「対価内訳表の報告書」 

・ ２９年５月２５日 「建設工事及び買取業務計画書」 

・ ２９年５月２５日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「建

設工事及び買取業務計画書」 

・ ２９年５月２６日 「実施工程報告書」、「総合施工計画書 報告書」 

・ ２９年６月１日 「建設工事にかかる要求性能確認計画書及びその監視結果につ

いて」 

・ ２９年６月８日 「杭工事 施工計画書 報告書」 

・ ２９年７月２８日 「施工計画書（土・地業工事） 報告書」、「施工計画書（杭

頭補強工事） 報告書」 

 

  ウ きら市民交流センター（仮称）アリーナ棟 

・ ２９年４月３日  「基本計画の策定及び設計業務計画書」 

・ ２９年４月３日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置
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第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「基本

計画の策定及び設計業務計画書」 

 

  エ 寺津温水プール 

・ ２９年４月３日  「基本計画の策定及び設計業務計画書」 

・ ２９年４月３日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「基本

計画の策定及び設計業務計画書」 

 

  オ 多機能型市営住宅 

・ ２９年４月３日  「基本計画の策定及び設計業務計画書」 

・ ２９年４月３日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「基本

計画の策定及び設計業務計画書」 

 

（３） 改修関係 

  ア 全般など 

・ ２８年７月４日 「業務計画書（改修施設に係る業務）」 

・ ２８年７月４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「業務

計画書（改修施設に係る業務）」 

・ ２８年１０月７日 「業務計画書【変更】（改修施設に係る業務）」 

・ ２８年１０月７日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「業

務計画書【変更】（改修施設に係る業務）」 

・ ２９年４月１７日起案 「監視業務再委託承認申請書（いっしき市民交流広場（仮

称）、旧海の歴史館）」 

 

  イ いっしき市民交流広場（仮称）（一色健康センター、一色町公民館、一色学びの館） 

・ 「監視結果について」２８年７月～１１月、２９年１月～７月 

・ ２９年２月２４日起案 いっしき市民交流広場（仮称）の工事説明会について（伺

い） 

・ ２９年２月２４日 「工事説明会開催のご報告」 

・ ２９年３月１３日 「工事説明会実施報告書」 

・ ２９年４月１７日 「総合施工計画書他・報告書」 
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  ウ 一色健康センター 

・ ２８年７月１９日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「設

計業務計画書」 

・ ２９年５月１０日 「改修設計図書及びその監視結果について」 

・ ２９年５月３１日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく確認結果について（通知）

「改修設計図書」 

・ ２９年６月１日  「対価内訳表の報告書」、「工事監理者設置報告書」 

・ ２９年７月１８日 「改修業務計画書」 

 

  エ 一色町公民館 

・ ２８年７月１５日 「設計業務計画書」 

・ ２８年７月１９日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「設

計業務計画書」 

・ ２９年３月２１日 「改修設計図書及びその監視結果について」 

・ ２９年４月１０日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく確認結果について（通知）

「改修設計図書」 

・ ２９年４月１１日 「対価内訳表の報告書」 

・ ２９年４月１７日 「改修業務計画書」、「工事監理者設置報告書」 

 

  オ 一色学びの館 

・ ２８年７月１５日 「設計業務計画書」 

・ ２８年７月１９日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「設

計業務計画書」 

・ ２９年８月４日  「改修設計図書及びその監視結果について」 

・ ２９年８月２４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく確認結果について（通知）

「改修設計図書」 

・ ２９年８月２５日 「対価内訳表の報告書」、「工事監理者設置報告書」 

・ ２９年９月１日  「改修業務計画書」 

 

  カ 子育て支援センターいっしき 

・ ２９年８月１４日 「設計業務計画書」 
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・ ２９年８月１４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「設

計業務計画書」 

・ ２９年９月４日  ８月監視結果について 

 

  キ 旧海の歴史館 

・ ２８年１０月１１日「設計業務計画書」 

・ ２８年１０月１１日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再

配置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）

「設計業務計画書」 

・ ２９年３月１７日起案 旧海の歴史館の工事説明会について（伺い） 

・ ２９年３月１７日 「工事説明会開催のご報告」 

・ ２９年３月２４日 「工事説明会実施報告書」 

・ ２９年４月３日  「対価内訳表の報告書」 

・ ２９年４月１０日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく確認結果について（通知）

「改修設計図書」 

・ ２９年４月１７日 「改修業務計画書」、「工事監理者設置報告書」 

・ ２９年４月１８日 「現場代理人・主任技術者報告書」、「総合施工計画書他・報

告書」 

・ 「監視結果について」２８年１０月～１１月、２９年１月～７月 

 

（４） 解体関係 

  ア 全般 

・ ２８年７月４日 「業務計画書（解体施設に係る業務）」 

・ ２８年７月４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「業務

計画書（解体施設に係る業務）」 

 

  イ 吉良防災倉庫・車庫関係 

・ ２９年３月３日 「解体工事及び買取業務計画書」 

・ ２９年３月３日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「解体

工事及び買取業務計画書」 

・ ２９年４月６日 「対価内訳表の報告書（解体工事）」 
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  ウ 一色支所、別館、会議棟、車庫関係 

・ ２９年７月６日 「解体業務計画書」 

・ ２９年７月６日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「解体

業務計画書」 

・ ２９年７月２７日 「解体業務計画書 変更届」 

・ ２９年７月２７日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「解

体業務計画書 変更届」 

・ ２９年８月３日 「対価内訳表の報告書（解体工事）」 

 

（５） ０８事業（包括マネジメント業務）関係 

・ ２８年７月４日 公共施設再配置プロジェクト０８ 包括マネジメント業務 長

期事業計画書 

・ ２８年７月４日 公共施設再配置プロジェクト０８ 平成２８年度 維持管理業

務計画書 

・ ２８年７月４日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配置

第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「業務

計画書（包括マネジメント業務）」 

・ ２９年３月３０日起案 新たな官民連携手法（西尾市方式）による公共施設再配

置第１次プロジェクトにかかる特定事業契約書に基づく承認について（通知）「平

成２９年度公共施設再配置プロジェクト０８包括マネジメント業務 業務仕様書

及び業務計画書」 

・ ３０年１月１０日受信メール「Ｒｅ：【Ｐ０８】増減まとめについて２」 

・ 公共施設再配置プロジェクト０８包括マネジメント業務 再委託先一覧表 

 

 ７ 議会関係 

 

・ ２８年６月３日提出 議案第５８号 特定事業契約について 

・ ２８年６月７日 全員協議会会議録 

・ ２８年６月１７日 企画総務委員会会議録 

・ ２５年７月３１日 企画総務委員会 議案第５３号 平成２５年度西尾市一般会

計補正予算（第２号）の提案説明について 

・ ２８年２月３日起案 平成２７年度３月補正予算について（伺い）関係資料一式 

・ ２８年６月１４日起案 平成２８年度６月追加補正予算について（伺い）関係資

料一式 
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 ８ その他 

 

・ 施設担当者調整会議 議事録（３回、２８年２月２２日～２４日） 

・ 坂栄鷹子（さかえたかこ）弁護士プロフィール 

・ 「地方公共団体におけるＰＦＩ事業導入の手引き」５０ページ 

・ 「ＰＦＩ実務のエッセンス」２３２～２３３ページ 

・ ＰＦＩの推進に関する行政評価・監視結果報告書 平成２７年４月総務省行政評

価局 

・ ＰＦＩの推進に関する行政評価・監視 結果に基づく勧告 平成２７年４月２１

日総務省報道資料 

・ 平成２８年３月３０日環廃対発第 16033010 号 廃棄物の処理及び清掃に関する法

律第６条の２第２項の規定に基づく業務委託におけるＰＦＩ事業等の取扱いにつ

いて（通知） 

・ ＰＦＩ標準契約１（公用施設整備型・サービス購入型版）／平成２２年３月３０

日 民間資金等活用事業推進委員会 
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文書不存在と回答された資料 
 

注意 

下記は、担当部局に提供依頼したものであり、回答時点で存していないものである。

その後に取得、作成したものについて網羅しているものではない。なお、業務未実施

などの理由により存在しない文書も含む。 

 

 １ 平成２９年８月２４日依頼 

・ きら市民交流センター（仮称）：支所棟 買取に係る費用並びにフィットネス部分

を除く運営に関する対価の明細及び積算資料のすべて 

・ きら市民交流センター（仮称）：アリーナ棟 買取に係る費用並びに運営に関する

対価の明細及び積算資料のすべて 

・ きらスポーツドーム（仮称） 買取に係る費用の明細及び積算資料のすべて 

・ 寺津小中学校給食室 買取に係る費用の明細及び積算資料のすべて 

・ 寺津温水プール（仮称） 買取に係る費用の明細及び積算資料のすべて 

・ 多機能型市営住宅 買取に係る費用並びに共有部のみ／民間サービス部分を除く

運営に関する対価の明細及び積算資料のすべて 

・ 一色健康センター・一色町公民館・一色学びの館・子育て支援センター 買取に

係る費用の明細及び積算資料のすべて 

・ 資料館（歴史公園） 買取に係る費用並びに歴史公園内運営に関する対価の明細

及び積算資料のすべて 

・ 一色公民館（喫茶店部分除く）・一色学びの館・一色健康センター 運営に関する

対価の明細及び積算資料のすべて 

・ 買取に関する対価 ③改修施設預託金の明細及び積算資料、支払根拠のすべて 

 

 ２ 平成２９年９月５日依頼 

・ 平成２９年度予算「公共施設再配置推進支援調査委託料」の委託契約書 

・ 平成２９年度予算「公共施設再配置特別目的会社維持組成委託料」の委託契約書 

・ 市が特別目的会社の維持組成費を負担することとなった経緯が確認できる資料す

べて（決裁文書含む） 

 

 ３ 平成２９年９月１１日依頼 

・ 株式会社ＧＰＭＯ及び同関西事務所の登記事項証明書の写し 

・ 「平成２９年度 西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進（サービ

スプロバイダ方式のＰＦＩ事業）支援業務」契約特記仕様書における、「モニタリ

ング実施に伴う支援業務」の具体内容 

・ 「平成２９年度 西尾市公共施設再配置実施計画における官民連携推進（サービ
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スプロバイダ方式のＰＦＩ事業）支援業務」契約特記仕様書における、「事業推進

に関する関係法令の適合性の確認（リーガルチェック）」の具体内容 

・ 特別目的会社の維持組成費について、西尾市方式ＰＦＩ事業の募集要項において

「特別目的会社維持に係る対価」として本事業のサービス対価とすることとした

経緯のわかるものすべて（決裁文書を含む） 

 

 ４ 平成２９年１１月８日依頼 

・ 自家用電気工作物に係る四者委託契約締結について、国に確認した内容及び国か

らの回答 

・ 契約締結時点でＳＰＣから提出された０８事業業務一覧及び単価 

・ 包括マネジメント費の積算根拠 

・ 業務要求水準書第１章の５「遵守すべき法律等」について、優先交渉権者が要件

を満たしていると確認したことがわかるものすべて 

 

 ５ 平成２９年１２月６日依頼 

・ 維持管理１５年の予定価格計算書（決裁文書含む） 

・ 平成２６年５月１日以降平成２７年３月９日までに、採用する契約書標準ひな形

を内閣府から国交省のものに変更した経緯がわかるもの（決裁文書含む） 

・ 平成２９年度０８事業における、実施しないことが確定した業務及びその金額 

・ 維持管理１５年の契約時ＶＦＭ算出根拠 

・ 維持管理３０年の「契約金額の内訳（ＰＦＩ）」及び「契約時ＶＦＭ」（決裁文書

含む） 

・ 維持管理３０年の契約時ＶＦＭ算出根拠 

・ ＶＦＭの算定（特定事業選定時）において用いた、ＰＳＣ支払対価（想定額）の

根拠 

・ ＶＦＭの算定（特定事業選定時）において用いた、リスク調整が建設費の１％で

あるとする根拠 

・ 本件事業に関し、市が金融機関と取り交わした文書一式（決裁文書含む） 


